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平成２７年３月２５日判決言渡 

平成２５年（ネ）第１０１００号 特許を受ける権利確認等請求控訴事件 

（原審・東京地方裁判所平成２４年(ワ)第３２４５０号） 

口頭弁論終結日 平成２６年１２月１８日 

判        決 

 

     控 訴 人      地 方 独 立 行 政 法 人 

                 東京都立産業技術研究センター 

 

     訴訟代理人弁護士      吉   野   正   己 

     同             佐   藤   貴   史 

 

     被 控 訴 人      国立大学法人東京工業大学 

      

訴訟代理人弁護士      鮫   島   正   洋 

     同             柳   下   彰   彦 

     訴訟復代理人弁護士     内   田   公   志 

            主        文 

 １(1) 原判決を次のとおり変更する。 

 (2) 別紙特許出願目録記載１の特許出願の特許請求の範囲の請求項８及び９

に記載された発明について，控訴人が特許を受ける権利の共有持分を有する

ことを確認する。 

 (3) 被控訴人は，控訴人に対し，１００万円及びこれに対する平成２４年１

１月２９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 (4) 控訴人のその余の請求を棄却する。 

２(1) 別紙特許出願目録記載２の国際特許出願の請求の範囲の請求項１３及び
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１４に記載された発明について，控訴人が特許を受ける権利の共有持分を有

することを確認する。 

 (2) 控訴人のその余の当審における追加請求を棄却する。 

 ３ 訴訟費用は，第１，２審を通じてこれを９分し，その７を控訴人の負担とし，

その余を被控訴人の負担とする。 

 ４ この判決は，第１項(3)に限り，仮に執行することができる。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 当事者の求めた裁判 

 １ 控訴人 

(1) 原判決を取り消す。 

  (2) 別紙特許出願目録記載１の特許出願の特許請求の範囲に記載された発明

及び同目録記載２の国際特許出願の請求の範囲に記載された発明について，

控訴人が特許を受ける権利を有することを確認する（控訴人は，当審におい

て，同目録記載２の発明に係る特許を受ける権利の確認請求を追加した。）。 

  (3) 被控訴人は，控訴人に対し，１１００万円及びこれに対する平成２４年

１１月２９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 ２ 被控訴人 

  (1) 本件控訴を棄却する。 

  (2) 控訴人の当審における追加請求を棄却する。 

第２ 事案の概要 

１ 本件訴訟の経緯及び当審における請求の追加について 

  本件は，被控訴人と共同研究をしていた控訴人が，被控訴人に対し，被控

訴人がした特許出願につき，特許を受ける権利を有することの確認を求める

とともに，共同研究契約の債務不履行に基づき，損害賠償の支払を求めた事

案である。以下のとおり，原審は控訴人の請求を全部棄却したので，控訴人

が控訴した。また，当審において，確認請求の対象が追加された。 
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 (1) 本件訴え提起時における控訴人の請求は，(ア)控訴人の研究担当者は，

被控訴人が平成２３年７月４日にした別紙特許出願目録記載１の特許出願

（以下「本件基礎出願」という。）の特許請求の範囲（請求項の数は９であ

る。）に記載された発明（以下「本件基礎出願発明」という。また，各請求

項に記載された発明を，請求項の番号を付して「本件基礎出願発明１」の

ようにいう。）の共同発明者であり，控訴人は同研究担当者から本件基礎出

願発明について特許を受ける権利を承継したと主張して，本件基礎出願発

明について控訴人が特許を受ける権利を有することの確認を求めるととも

に，(イ)－(a)本件基礎出願発明について控訴人が特許を受ける権利を有す

る場合，本件基礎出願は，控訴人と被控訴人の間の共同研究契約（以下

「本件共同研究契約」という。）１１条２項に違反する，(イ)－(b)本件基礎

出願発明について控訴人が特許を受ける権利を有しないとしても，①被控

訴人の学生が行った卒業論文の発表は，本件共同研究契約１７条１項に違

反し，②被控訴人の研究担当者が行った学会発表は，同契約１７条３項た

だし書に違反し，③本件基礎出願は，同契約１０条，１１条及びこれら規

定から導かれる信義則上の付随義務に違反すると主張して，被控訴人に対

し，債務不履行に基づく損害賠償として，得べかりし研究資金１０００万

円及び弁護士費用１００万円の合計１１００万円並びにこれに対する訴状

送達の日の翌日である平成２４年１１月２９日から支払済みまで民法所定

の年５分の割合による遅延損害金の支払を求めるというものであった。 

  (2) 原審は，控訴人の研究担当者は本件基礎出願発明の共同発明者であると

いうことはできず，控訴人は本件基礎出願発明について特許を受ける権利を

有していない，また，被控訴人について債務不履行は認められないとして，

控訴人の請求をいずれも棄却する旨の判決をした。 

  (3) 被控訴人は，平成２４年７月４日，本件基礎出願を優先権の主張の基礎

として，千九百七十年六月十九日にワシントンで作成された特許協力条約に
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基づく国際出願（以下「本件国際出願」という。）をした。 

本件国際出願は，平成２５年１２月２７日に国内移行手続が執られた結果，

その国際出願日である平成２４年７月４日にされた特許出願とみなされた

（特許法１８４条の３第１項）。 

  (4) 控訴人は，前記(3)の経緯を受け，当審において，前記(1)(ア)の特許を受

ける権利の確認を求める対象として，本件国際出願の請求の範囲（請求項の

数は１４である。）に記載された発明（以下「本件国際出願発明」という。

また，各請求項に記載された発明を，請求項の番号を付して「本件国際出願

発明１」のようにいう。）を追加した。 

なお，控訴人は，特許を受ける権利の確認請求の請求原因として，本件基

礎出願発明１ないし７について控訴人の研究担当者が共同発明者であるとの

主張は撤回し，同研究担当者が共同発明者であると主張する発明を，本件基

礎出願発明８及び９並びに本件国際出願発明１３及び１４に限定した。 

２ 前提事実 

  以下の事実は，当事者間に争いがないか，又は各項末尾記載の証拠及び弁論

の全趣旨により認められる。 

(1) 当事者等 

 ア 控訴人関係 

(ア) 控訴人は，産業技術に関する試験，研究，普及及び技術支援等を行

うことにより都内中小企業の振興を図り，もって都民生活の向上に寄与

することを目的とする地方独立行政法人である。 

(イ) Ａ（以下「Ａ」という。）は，控訴人のライフサイエンスグループ

に所属する研究者である。 

 イ 被控訴人関係 

(ア) 被控訴人は，受託研究，共同研究をその業務の一部とする国立大学

法人である。 
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(イ) Ｂ（以下「Ｂ」という。）は，被控訴人の大学院理工学研究科教授

であり，Ｃ（以下「Ｃ」という。）は，同研究科准教授であり，Ｄ（以

下「Ｄ」という。）は，同研究科助教であった。 

●●●（以下「Ｓ」という。）は，平成２３年３月ころまで，上記研

究科に所属する学生であった。 

(2) 本件共同研究契約 

ア 控訴人と被控訴人は，国立大学法人北海道大学（以下「北大」とい

う。）とともに，平成２１年４月１日，研究題目を「コラーゲン高密度化

技術による自家骨移植代替向け人工骨の開発」とし，研究期間を同日から

平成２２年３月３１日までとする平成２１年度の共同研究の実施に関する

契約を締結し，平成２２年４月１日，再度，同じ研究題目で，研究期間を

同日から平成２３年３月３１日までとする平成２２年度の共同研究の実施

に関する契約を締結した（以下，第１期及び第２期に係る契約を併せて

「本件共同研究契約」といい，同契約に基づく研究を「本件共同研究」と

いう。）。 

本件共同研究契約において，Ａは，控訴人の研究担当者の一人（ただし，

平成２２年度はＡのみ。）とされており，Ｂ，Ｃ及びＤは，被控訴人の研

究担当者とされている（ただし，Ｃは，平成２２年度のみ。）。 

イ 本件共同研究契約の締結に際して作成された契約書には，被控訴人を甲，

北大を乙，控訴人を丙として，次の記載がある（甲１の１・２）。 

(ア) 研究成果の帰属（１０条） 

（１項） 甲，乙及び丙は，自己の研究担当者が研究成果を得たときは，

当該研究担当者から当該研究成果に関する権利を取得しなければならな

い。ただし，甲，乙又は丙の研究担当者の得た研究成果中のプログラム

等著作権であって，甲，乙又は丙の規則により職務著作とされない著作

物に関するものについては，この限りでない。 
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（２項） 甲，乙及び丙は，自己の研究担当者が研究成果を得た場合に

おいて，当該研究担当者から当該研究成果に関する権利を取得したとき

は，これを他の当事者に通知し，かつ，次項及び第４項の規定に従い，

当該研究成果の帰属を決定する。 

（３項） 甲の研究担当者，乙の研究担当者又は丙の研究担当者が単独

で得た研究成果は，それぞれ，甲，乙又は丙の単独所有とし，また，甲

の研究担当者，乙の研究担当者及び丙の研究担当者中の二以上の研究担

当者が共同して得た研究成果は，当該研究担当者の属する当事者の共有

とする。 

     （４項） 研究成果中のプログラム等著作権及びノウハウの取扱いにつ

いては，甲乙丙協議の上，前項の規定と異なる定めをすることができる。 

    (イ) 特許等の出願（１１条） 

   （１項） 甲，乙及び丙は，甲の研究担当者，乙の研究担当者又は丙の

研究担当者が単独で得た発明等（以下「単独発明等」という。）に関し，

特許等の出願をし，自己の単独発明等に関する特許権等（以下「単有特

許権等」という。）を維持するときは，それぞれ単独で，当該特許等の

出願及び当該単有特許権等の維持のための手続を行う。この場合，甲，

乙及び丙は，それぞれ当該特許等の出願及び当該単有特許権等の維持に

要する費用を負担する。 

（２項） 甲，乙及び丙は，甲の研究担当者，乙の研究担当者及び丙の

研究担当者中の二以上の研究担当者が共同して得た発明等（以下「共同

発明等」という。）に関し，特許等の出願をし，共同発明等に関する特

許権等（以下「共有特許権等」という。）を維持するときは，共同して，

当該特許等の出願及び当該共有特許権等の維持のための手続を行う。こ

の場合，当該特許権等を共有する当事者（以下「共有当事者」とい

う。）は，当該共有当事者間において別に締結する特許等の共同出願に
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関する契約において，共同発明等に関する特許等を受ける権利及び当該

共有特許権等に対する持分の割合，当該特許等の出願及び当該共有特許

権等の維持に要する費用の負担その他当該共同発明等の取扱いに関する

事項を定める。 

(ウ) 研究成果の公開・発表（１７条） 

（１項） 甲，乙及び丙は，研究期間中及び研究期間終了後６か月間

（研究期間が２年度以上に及ぶときは，各年度の終了後６か月間とす

る。）に，研究成果（研究期間が２年度以上に及ぶときは，各年度に得

られた研究成果とする。）を公開し，又は発表するときは，当該研究成

果の公開又は発表の日の３０日前までに，書面により，その内容を他の

当事者に通知し，かつ，他の当事者の書面による事前の同意を得なけれ

ばならない。 

     （３項） 甲，乙及び丙は，第１項に規定する期間の終了後は，第９条

に規定するノウハウ秘匿義務及び第１５条に規定する秘密保持義務を履

行することを条件として，他の当事者の同意なしに，研究成果を公開し，

又は発表することができる。ただし，甲，乙及び丙は，第１項に規定す

る期間の終了後１年６ヵ月間は，研究成果を公開し，又は発表するとき

は，当該研究成果の公開又は発表の日の３０日前までに，書面により，

その内容を他の当事者に通知しなければならない。 

(3) 本件卒論発表 

  学生Ｓは，平成２３年３月１日，「アパタイト－コラーゲン人工骨の放射

線照射による高強度化」と題する卒業論文の発表（以下「本件卒論発表」と

いう。）を行った（乙１９の１・２）。 

(4) 本件研究資金 

  Ｂは，平成２３年２月１４日から同年５月１１日までの間に，株式会社ク

ラレ（以下「クラレ」という。）とともに，独立行政法人科学技術振興機構
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の平成２３年度研究成果展開事業研究成果最適展開支援プログラムＡ－ＳＴ

ＥＰのハイリスク挑戦タイプ（以下「本件研究支援プログラム」という。）

に，「骨置換能を傾斜化させた機能化人工骨の開発」と題する課題で応募し

たところ，医療技術分野において採択され，上限２０００万円の研究資金を

得た（甲１１，１２，乙５４）。 

(5) 本件基礎出願 

 ア 被控訴人は，平成２３年７月４日，発明の名称を「生体吸収性の傾斜し

た多孔質複合体及びそれを用いた人工骨，並びにそれらの製造方法」とす

る発明について，Ｂ，Ｃ，Ｄ及びＳの４名を発明者として，本件基礎出願

をした（以下，本件基礎出願に係る明細書（甲２）を「本件基礎出願明細

書」という。）。 

イ 本件基礎出願の特許請求の範囲の記載は次のとおりである（甲２）。 

請求項１ないし４には，多孔質複合体に係る発明が，請求項５には，人

工骨に係る発明が，請求項６ないし９には，多孔質複合体の製造方法に係

る発明が，それぞれ記載されている。 

  (ア) 請求項１ 

リン酸カルシウム結晶とコラーゲン線維とを，８０：２０～２０：８

０の重量比で含む多孔質複合体であって， 

（１）多孔質複合体の生体吸収性が連続又は不連続に変化し，生体吸収

性の速い第１の断片及び生体吸収性の遅い第２の断片を多孔質複合体か

ら切り出すことができ，そして第１の断片の生体吸収性と第２の断片の

生体吸収性との比が１．５以上であること，及び 

（２）重量法による密度が３００～１５００ｍｇ／ｃｍ３であること， 

を特徴とする多孔質複合体。 

  (イ) 請求項２ 

前記生体吸収性がコラゲナーゼによる生分解率であって， 
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生分解率は，関係式（Ｉ）： 

生分解率＝（Ｗ０－Ｗｔ）／Ｗ０×１００（Ｉ） 

〔式中，Ｗ０及びＷｔは，多孔質複合体の断片を２ｕｎｉｔ／ｍＬのコ

ラゲナーゼ溶液により６時間浸漬した場合，又は多孔質複合体の断片を

２００ｕｎｉｔ／ｍＬのコラゲナーゼ溶液により０．５時間浸漬した場

合の，浸漬前の乾燥重量（Ｗ０）及び浸漬後の乾燥重量（Ｗｔ）であ

る〕で表され， 

前記第１の断片が，多孔質複合体の生分解率の速い３０重量％の領域か

ら切り出され，第２の断片が多孔質複合体の生分解率の遅い３０重量％

の領域から切り出され，第１の断片の生分解率に対する第２の断片の生

分解率の比が１．５以上である，請求項１に記載の多孔質複合体。 

(ウ) 請求項３ 

前記生体吸収性が膨潤率であって， 

膨潤率は，関係式（ＩＩ）： 

膨潤率＝（Ｗｗ－Ｗｄ）／Ｗｄ×１００（ＩＩ） 

〔式中，Ｗｄ及びＷｗは，それぞれ，多孔質複合体の断片を，リン酸緩

衝溶液により２４時間浸漬した場合の，浸漬前の乾燥重量（Ｗｄ）及び

浸漬後の湿潤重量（Ｗｗ）である〕で表され， 

前記第１の断片が，多孔質複合体の膨潤率の高い３０重量％の領域から

切り出され，第２の断片が多孔質複合体の膨潤率の低い３０重量％の領

域から切り出され，第２の断片の膨潤率に対する第１の断片の膨潤率の

比が１．５以上である，請求項１に記載の多孔質複合体。 

(エ) 請求項４ 

  リン酸カルシウムが，水酸アパタイト，リン酸二水素カルシウム，リ

ン酸二水素カルシウム水和物，リン酸一水素カルシウム，リン酸一水素

カルシウム水和物，リン酸八カルシウム，及びリン酸三カルシウムから
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なる群から選択される少なくとも１種のリン酸カルシウムである，請求

項１～３のいずれか一項に記載の多孔質複合体。 

(オ) 請求項５ 

請求項１～４のいずれか一項に記載の多孔質複合体を含む人工骨。 

(カ) 請求項６ 

   （１）リン酸カルシウムの結晶懸濁液を得る結晶合成工程， 

   （２）可溶化コラーゲン溶液中のコラーゲンを線維化し，コラーゲン線

維懸濁液を得る，コラーゲン線維化工程， 

   （３）前記コラーゲン線維懸濁液とリン酸カルシウム結晶懸濁液とを混

合し，リン酸カルシウム結晶／コラーゲン線維混合懸濁液を得る，混合

工程， 

   （４）前記リン酸カルシウム結晶／コラーゲン線維混合懸濁液を多孔体

に成形する工程，及び 

   （５）前記多孔体に架橋密度を変化させた架橋処理を行うことによって，

生体吸収性が１．５倍以上異なる第１の断片及び第２の断片を切り出す

ことのできる多孔質複合体を得る傾斜架橋工程， 

を含む，多孔質複合体の製造方法。 

    (キ) 請求項７ 

前記傾斜架橋工程（５）における架橋がグルタルアルデヒド気相蒸着

法による架橋であって，多孔体へのグルタルアルデヒドガスの拡散量を

変化させることにより，生体吸収性が１．５倍以上異なる第１の断片及

び第２の断片を切り出すことのできる多孔質複合体を作製する，請求項

６に記載の多孔質複合体の製造方法。 

(ク) 請求項８ 

    前記結晶合成工程（１）において，リン酸カルシウム結晶にビニル基

を導入し，そして，前記傾斜架橋工程（５）における架橋が，放射線照
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射架橋であって，多孔体への放射線照射量を変化させることにより，生

体吸収性が１．５倍以上異なる第１の断片及び第２の断片を切り出すこ

とのできる多孔質複合体を作製する，請求項６に記載の多孔質複合体の

製造方法。 

  (ケ) 請求項９ 

    前記リン酸カルシウムが，水酸アパタイト，リン酸二水素カルシウム，

リン酸二水素カルシウム水和物，リン酸一水素カルシウム，リン酸一水

素カルシウム水和物，リン酸八カルシウム，及びリン酸三カルシウムか

らなる群から選択される少なくとも１種のリン酸カルシウムである，請

求項６～８のいずれか一項に記載の多孔質複合体の製造方法。 

(6) 本件学会発表 

  Ｂ，Ｃ，Ｄ及びＳは，平成２３年１１月２１日，第３３回日本バイオマテ

リアル学会大会において，「放射線照射によるアパタイト／コラーゲン複合

体の力学特性評価」と題する発表（以下「本件学会発表」という。）を行っ

た（甲８の１・２）。 

  (7) 本件国際出願 

   ア 被控訴人は，平成２４年７月４日，本件基礎出願を優先権の主張の基礎

として，本件国際出願をした（以下，本件国際出願に係る明細書（乙３

６）を「本件国際出願明細書」という。）。 

 これにより，本件基礎出願は，その出願の日である平成２３年７月４日

から１年３か月を経過した時に取り下げたものとみなされた（特許法４２

条１項）。 

他方，本件国際出願は，平成２５年１２月２７日に国内移行手続が執ら

れた結果，その国際出願日である平成２４年７月４日にされた特許出願と

みなされた（同法１８４条の３第１項）。 

イ 本件国際出願の請求の範囲の記載は次のとおりである。 
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請求項１ないし６には，多孔質複合体に係る発明が，請求項７には，人

工骨に係る発明が，請求項８ないし１４には，多孔質複合体の製造方法に

係る発明が，それぞれ記載されている。 

  (ア) 請求項１ 

    リン酸カルシウム結晶とコラーゲン線維とを，８０：２０～２０：８

の重量比で含む多孔質複合体であって， 

（１）生体吸収性が傾斜していること，及び 

（２）重量法による密度が３００～１５００ｍｇ／ｃｍ３であること， 

を特徴とする多孔質複合体。 

(イ) 請求項２ 

前記生体吸収性の傾斜が，多孔質複合体の２つの点における，２ｍｍ

φの円柱状プローブを用いた押し込み試験による強度比であり，歪率３

０％における２点の強度比が１．５倍以上である，請求項１に記載の多

孔質複合体。 

(ウ) 請求項３ 

前記生体吸収性の傾斜が， 

多孔質複合体の生体吸収性が連続又は不連続に変化し，生体吸収性の速

い第１の断片及び生体吸収性の遅い第２の断片を多孔質複合体から切り

出すことができ，そして第１の断片の生体吸収性と第２の断片の生体吸

収性との比が１．５以上である，請求項１に記載の多孔質複合体。 

(エ) 請求項４ 

前記生体吸収性がコラゲナーゼによる生分解率であって， 

生分解率は，関係式（Ｉ）： 

生分解率＝（Ｗ０－Ｗｔ）／Ｗ０×１００（Ｉ） 

〔式中，Ｗ０及びＷｔは，多孔質複合体の断片を２ｕｎｉｔ／ｍＬのコ

ラゲナーゼ溶液により６時間浸漬した場合，又は多孔質複合体の断片を
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２００ｕｎｉｔ／ｍＬのコラゲナーゼ溶液により０．５時間浸漬した場

合の，浸漬前の乾燥重量（Ｗ０）及び浸漬後の乾燥重量（Ｗｔ）であ

る〕で表され， 

前記第１の断片が，多孔質複合体の生分解率の速い３０重量％の領域か

ら切り出され，第２の断片が多孔質複合体の生分解率の遅い３０重量％

の領域から切り出され，第１の断片の生分解率に対する第２の断片の生

分解率の比が１．５以上である，請求項３に記載の多孔質複合体。 

(オ) 請求項５ 

前記生体吸収性が膨潤率であって， 

膨潤率は，関係式（ＩＩ）： 

膨潤率＝（Ｗｗ－Ｗｄ）／Ｗｄ×１００（ＩＩ） 

〔式中，Ｗｄ及びＷｗは，それぞれ，多孔質複合体の断片を，リン酸緩

衝溶液により２４時間浸漬した場合の，浸漬前の乾燥重量（Ｗｄ）及び

浸漬後の湿潤重量（Ｗｗ）である〕で表され， 

前記第１の断片が，多孔質複合体の膨潤率の高い３０重量％の領域から

切り出され，第２の断片が多孔質複合体の膨潤率の低い３０重量％の領

域から切り出され，第２の断片の膨潤率に対する第１の断片の膨潤率の

比が１．５以上である，請求項３に記載の多孔質複合体。 

(カ) 請求項６ 

リン酸カルシウムが，水酸アパタイト，リン酸二水素カルシウム，リ

ン酸二水素カルシウム水和物，リン酸一水素カルシウム，リン酸一水素

カルシウム水和物，リン酸八カルシウム，及びリン酸三カルシウムから

なる群から選択される少なくとも１種のリン酸カルシウムである，請求

項１～５のいずれか一項に記載の多孔質複合体。 

(キ) 請求項７ 

請求項１～６のいずれか一項に記載の多孔質複合体を含む人工骨。 
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(ク) 請求項８ 

（Ａ）リン酸カルシウム及びコラーゲンを含む多孔体を形成する工程，

及び 

（Ｂ）前記多孔体に架橋密度を変化させた架橋処理を行うことによって，

生体吸収性が１．５倍以上異なる多孔質複合体を得る傾斜架橋工程， 

   を含む，多孔質複合体の製造方法。 

(ケ) 請求項９ 

前記多孔体形成工程（Ａ）が， 

（１）リン酸カルシウム，又は表面修飾されたリン酸カルシウムの結晶

懸濁液を得る結晶合成工程， 

（２）可溶化コラーゲン溶液中のコラーゲンを線維化し，コラーゲン線

維懸濁液を得る，コラーゲン線維化工程， 

（３）前記コラーゲン線維懸濁液とリン酸カルシウム結晶懸濁液とを混

合し，リン酸カルシウム結晶／コラーゲン線維混合懸濁液を得る，混合

工程， 及び 

（４）前記リン酸カルシウム結晶／コラーゲン線維混合懸濁液を多孔体

に成形する工程，である，請求項８に記載の多孔質複合体の製造方法。 

(コ) 請求項１０ 

前記多孔体形成工程（Ａ）が， 

リン酸カルシウム／コラーゲン複合繊維と緩衝液との混合によりゲル化

させ，多孔体に成形する工程である，請求項８に記載の多孔質複合体の

製造方法。 

(サ) 請求項１１ 

前記傾斜架橋工程（Ｂ）における架橋がグルタルアルデヒド気相蒸着

法による架橋であって，多孔体へのグルタルアルデヒドガスの拡散量を

変化させることにより，生体吸収性が１．５倍以上異なる多孔質複合体
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を作製する，請求項８～１０のいずれか一項に記載の多孔質複合体の製

造方法。 

(シ) 請求項１２ 

前記傾斜架橋工程（Ｂ）における架橋が，放射線照射架橋であって，

湿潤環境下において多孔体への放射線照射量を変化させることにより，

生体吸収性が１．５倍以上異なる多孔質複合体を作製する，請求項８～

１０のいずれか一項に記載の多孔質複合体の製造方法。 

(ス) 請求項１３ 

前記リン酸カルシウム結晶が，ビニル基が導入されたものである，請

求項１２に記載の多孔質複合体の製造方法。 

(セ) 請求項１４ 

      前記リン酸カルシウムが，水酸アパタイト，リン酸二水素カルシウム，

リン酸二水素カルシウム水和物，リン酸一水素カルシウム，リン酸一水

素カルシウム水和物，リン酸八カルシウム，及びリン酸三カルシウムか

らなる群から選択される少なくとも１種のリン酸カルシウムである，請

求項８～１３のいずれか一項に記載の多孔質複合体の製造方法。 

 ３ 争点 

  (1) Ａは本件基礎出願発明８及び９の共同発明者か 

ア 本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分は何か（争点１） 

イ 本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分の創作に対するＡの関与の有無

及び内容（争点２） 

ウ Ａは本件基礎出願発明８及び９の共同発明者といえるか（争点３） 

  (2) Ａは本件国際出願発明１３及び１４の共同発明者か 

ア 本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分は何か（争点４） 

イ 本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分の創作に対するＡの関与の

有無及び内容（争点５） 
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ウ Ａは本件国際出願発明１３及び１４の共同発明者といえるか（争点６） 

(3) 債務不履行の成否，損害の有無及び額 

ア Ａが本件基礎出願発明８及び９並びに本件国際出願発明１３及び１４の

共同発明者と認められる場合，控訴人の損害の有無及び額（争点７）  

   イ Ａが本件基礎出願発明８及び９並びに本件国際出願発明１３及び１４の

いずれの共同発明者とも認められない場合，本件卒論発表，本件基礎出願

及び本件国際出願並びに本件学会発表は，債務不履行を構成するか。 

債務不履行を構成する場合，控訴人の損害の有無及び額（争点８） 

第３ 争点に関する当事者の主張 

 １ 争点１（本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分は何か）について 

  (1) 控訴人の主張 

   ア 本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分は，ビニル基を導入した水酸ア

パタイト（リン酸カルシウム）とコラーゲンの複合体に，放射線を照射す

ること（以下「ビニル基導入・放射線照射」という。）により，荷重のか

かる部位に使用することのできる優れた機械的性質を有するリン酸カルシ

ウム／コラーゲン複合体人工骨を創作した点にある。その理由は以下のと

おりである。 

    (ア) 本件基礎出願明細書には，発明の目的に関し，「リン酸カルシウム

／コラーゲン複合体が，骨再生用の人工骨として期待されてい

る。・・・しかしながら従来のアパタイトからなる材料と比較すると，

柔らかすぎるため，わずかの荷重により容易に変形するために，骨再生

のテンプレートとして荷重部位には適用しにくいという問題があった

（【０００５】），「骨再生の足場として，骨リモデリングにより早期に骨

置換を起こすことが可能で，且つ荷重のかかる部位に使用することので

きる優れた機械的性質を有するリン酸カルシウム／コラーゲン複合体は

開発されていなかった」（【０００６】），「早期の骨リモデリングにより
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骨置換を誘導することができ，且つ荷重のかかる部位に使用することの

できる優れた機械的性質を有するリン酸カルシウム／コラーゲン線維複

合体を提供することである」（【０００８】）と記載されている。 

上記記載によれば，本件基礎出願発明が解決しようとした課題は，荷

重のかかる部位に使用することのできるという従来技術にない新規の強

度（機械的性質）を有しつつ，しかも，リン酸カルシウム／コラーゲン

複合体人工骨のもともとの長所である生体吸収性も損なわない人工骨を

見出そうとしたところにあるといえる。 

    (イ) 上記課題を前提として，本件基礎出願明細書の【００８２】には，

その新規の強度強化の効果について，「本試験例では，放射線架橋によ

り，多孔質複合体の圧縮強度が上昇することを確認した。参考例２で得

られた試料Ａ及び試料Ａ－γ，並びに比較例３で得られた試料Ｂ及び試

料Ｂ－γの４種類の試料（φ１０ｍｍ×１０ｍｍ）の圧縮試験を行い，

その力学特性を明らかにした。・・・水酸アパタイト／コラーゲンは，

γ線照射によりコラーゲン分子又は線維が分断され，ダルベッコスリン

酸緩衝溶液の浸漬によりコラーゲンが骨格構造を維持できなくなった。

これに対してビニルシランを表面修飾した水酸アパタイト結晶を用いた

試料Ａ－γでは，γ線照射により，著しく圧縮強度が向上した（図

５）」と記載されている。 

試料Ａ－γの強度測定結果は，図５に記載されており，これによれば，

試料Ａ－γは，放射線照射前の試料Ａの約２倍の強度（２０％歪応力が

１４．５６ｋＰａに対し２６．８４ｋＰａ），ビニル基を導入していな

いリン酸カルシウム結晶とコラーゲンの多孔質複合体に放射線照射をし

た試料Ｂ－γの約５倍の強度（２０％歪応力が４．４６ｋＰａに対し２

６．８４ｋＰａ）である（表１，図５）。 

このように，ビニル基を導入したリン酸カルシウムとコラーゲンの複
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合体に放射線照射をした場合，従来のリン酸カルシウム／コラーゲン人

工骨と比較して著しい強度強化の効果が得られたことが記載されている。 

一方，本件基礎出願明細書には，「生体吸収性を連続又は不連続に変

化させることにより，前記課題を解決できることを見出した」（【０００

９】）との記載はあるが，生体吸収性を変化させることのみによって，

荷重のかかる部位に使用することのできる新規で優れた機械的性質が得

られたというような試料の実験データについては何ら開示されていない。 

すなわち，「ビニル基を導入したリン酸カルシウムとコラーゲンの多

孔体に放射線照射架橋を行う多孔質複合体の製造方法」により，荷重の

かかる部位に使用することのできる優れた機械的性質を有するリン酸カ

ルシウム／コラーゲン複合体人工骨を創作したことは，生体吸収性の傾

斜とは何ら関係がなく，ビニル基が導入されたリン酸カルシウムとコ

ラーゲンを含む多孔体の製造工程において，放射線架橋をするという本

件基礎出願発明８及び９の効果である。 

したがって，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分は，ビニル基導

入・放射線照射にある。 

   イ 被控訴人は，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分は，生体吸収性が

１．５倍以上異なる部分が一つの複合体内に作製されること，すなわち架

橋する度合の傾斜化（以下「傾斜架橋」という。）にあるとして，傾斜架

橋されたリン酸カルシウム／コラーゲン複合体の機械的特性については，

本件基礎出願明細書の【００８４】に，「＜参考試験例２＞ 実施例２で

得られた試料Ｃ及びＣ－ｇ，並びに比較例１で得られた試料Ｄ及び試料Ｄ

－ｇを前記参考試験例１と同じ方法により，圧縮試験を行った。その結果，

傾斜化させた試料は，明らかにその強度が傾斜化させない試料（ＣとＤ）

と比較して弱かった。また，乾燥させた試料と比較すると２倍以上の強度

を示した」（判決注・下線は被控訴人が付した。）と記載されており，上記
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の下線部分の後半は，膨潤多孔質複合体の状態（湿潤状態）のままでテー

パーを用いて放射線照射を行って傾斜架橋させた試料Ｃ－ｇ（実施例２）

は，乾燥状態で放射線照射架橋を行って傾斜架橋をさせなかった試料Ａ－

γ（参考例２）よりも２倍の機械的強度を有する結果となった，という内

容の記載であると主張する（後記(2)）。 

しかし，まず，上記の下線部分の前には，試料Ｃと試料Ｄの比較試験を

行ったことが記載されているのであるから，上記の下線部分は，当然に試

料Ｃと試料Ｄの比較試験の結果が記載されるべき箇所である。そこに突然，

試料Ａ－γとの比較が，主語もなければ，一片の実験データの具体的引用

もなく，「乾燥させた試料と比較すると２倍以上の強度を示した」と記載

されても，その効果が真に確認されていたのか極めて疑わしい（ちなみに，

実施例の比較実験ではない＜参考試験例１＞には，具体的実験データとグ

ラフまで記載されている。【００８２】，【００８３】，【図５】）。 

また，被控訴人が主張するように，膨潤多孔質複合体の状態（湿潤状

態）のままでテーパーを用いて放射線照射を行って傾斜架橋させた試料Ｃ

－ｇ（実施例２）と，乾燥状態で放射線照射架橋を行って傾斜架橋をさせ

なかった試料Ａ－γ（参考例２）とを比較したとしても，放射線照射時に

試料が乾燥しているか湿潤しているか，放射線を傾斜架橋して照射させた

か否か，という変数が二つもある以上，その効果がいずれの変数のどの程

度の変化によって導かれたかは到底不明であり，比較実験として適当では

なく，まして，その比較実験結果に基づき，傾斜架橋による生体吸収性の

変化によって，強度強化という効果が得られたなどという結論を導くこと

はできない。 

したがって，被控訴人の上記主張は，前提において誤りである。 

  (2) 被控訴人の主張 

    本件基礎出願発明の特徴的部分は，生体吸収性が１．５倍以上異なる部分
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が一つの複合体内に作製されること，すなわち架橋する度合の傾斜化（傾斜

架橋）にある。 

本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分も，傾斜架橋とすることにあり，

リン酸カルシウム（水酸アパタイト）にビニル基を導入し，コラーゲンと放

射線架橋して機械的強度を高めるという手法は公知技術にすぎない。傾斜架

橋によって，本件基礎出願発明の課題である，早期の骨リモデリングによる

骨置換を誘導することができ，かつ優れた機械的特性により荷重のかかる部

位に使用することができる多孔質複合体の製造方法が得られる。その理由は

以下のとおりである。 

   ア 本件基礎出願発明の課題は，骨組織の再生において，早期の骨リモデリ

ングにより骨置換を誘導することができ，且つ荷重のかかる部位に使用す

ることのできる優れた機械的性質を有するリン酸カルシウム／コラーゲン

線維複合体を提供することにある（本件基礎出願明細書【０００８】）。 

イ 上記課題を解決するために，本件基礎出願発明は，多孔質複合体（リン

酸カルシウム／コラーゲン線維複合体）において生体吸収性（生分解性）

を連続又は不連続に変化（傾斜）させる（【０００９】）。そして，生体吸

収性の傾斜は，架橋密度を変化させる（傾斜架橋する）ことによって制御

できるので（【０００９】），具体的には，①多孔質複合体の生体吸収性が

連続又は不連続に変化し，生体吸収性の速い第１の断片及び生体吸収性の

遅い第２の断片を多孔質複合体から切り出すことができ，そして第１の断

片の生体吸収性と第２の断片の生体吸収性との比を１．５以上とし（請求

項１），②多孔体に架橋密度を変化させた架橋処理を行うことによって，

生体吸収性が１．５倍以上異なる第１の断片及び第２の断片を切り出すこ

とのできる多孔質複合体を得る傾斜架橋工程を採用する（請求項６）。こ

の点，すなわち傾斜架橋こそが，本件基礎出願発明の特徴的部分である。 

ウ 傾斜架橋を行うための具体的手段としては，例えば，グルタルアルデヒ
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ド気相蒸着法（【００５８】，実施例１）や，湿潤状態での放射線照射架橋

（【００７１】，実施例２）を挙げることができる。 

   エ 本件基礎出願発明によれば，骨組織の再生において，早期の骨リモデリ

ングにより骨置換を誘導することができ，かつ優れた機械的特性により荷

重のかかる部位に使用することができる多孔質複合体とその製造方法が得

られる（【００１１】）。 

    (ア) 早期の骨リモデリングによる骨置換の誘導の作用・効果が奏される

点は，本件基礎出願明細書の【００６５】ないし【００６８】，【００７

７】，【００７８】に記載されている。 

(イ) 他方，傾斜架橋させたリン酸カルシウム／コラーゲン複合体の機械

的特性については，本件基礎出願明細書の【００８４】に，「＜参考試

験例２＞ 実施例２で得られた試料Ｃ及び試料Ｃ－ｇ，並びに比較例１

で得られた試料Ｄ及び試料Ｄ－ｇを前記参考試験例１と同じ方法により，

圧縮試験を行った。その結果，傾斜化させた試料は，明らかにその強度

が傾斜化させない試料（ＣとＤ）と比較して弱かった。また，乾燥させ

た試料と比較すると２倍以上の強度を示した」（判決注・下線は被控訴

人が付した。）と記載されている。 

  上記の下線部分の後半は，「傾斜化させた試料は」との主語が省略さ

れており，丁寧に書くと「（傾斜化させた試料は）乾燥させた試料と比

較すると２倍以上の強度を示した。」という文章である。 

  そして，ここでいう「乾燥させた試料」とは，湿潤状態での放射線照

射架橋によって傾斜架橋させる場合のポイントである，「膨潤多孔質複

合体の状態（湿潤状態）のままでテーパーを用いて放射線照射を行う」

ことをしていない，参考例２の試料Ａ－γをいう。 

 すなわち，上記の下線部分の後半は，膨潤多孔質複合体の状態（湿潤

状態）のままでテーパーを用いて放射線照射を行って傾斜架橋させた試
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料Ｃ－ｇ（実施例２）は，乾燥状態で放射線照射架橋を行って傾斜架橋

をさせなかった試料Ａ－γ（参考例２）よりも２倍の機械的強度を有す

る結果となった，という内容の記載である。 

このことから，傾斜架橋させたリン酸カルシウム／コラーゲン複合体

において，優れた機械的特性により荷重のかかる部位に使用することが

できる多孔質複合体が得られることが分かる。 

オ 以上のとおり，本件基礎出願発明の特徴的部分は，傾斜架橋にある。 

他方，リン酸カルシウム（水酸アパタイト）にビニル基を導入し，コ

ラーゲンと放射線架橋して機械的強度を高めるという着想は，平成２１年

６月２日の第１１回コラーゲン会議（以下「本件コラーゲン会議」とい

う。）での発表をもって公知となり，同着想の実現手段（５０ｋＧｙのγ

線照射）も，平成２３年３月１日に行われた本件卒論発表によって公知と

なった。 

したがって，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分は，本件基礎出願

発明の特徴的部分である傾斜架橋とすることにある。 

２ 争点２（本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分の創作に対するＡの関与の

有無及び内容）について 

  (1) 控訴人の主張 

ア 本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分の着想者について 

本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分である，ビニル基導入・放射線

照射の着想（以下「本件着想」という。）は，平成２１年２月ころ，Ａが

得たものである。Ａは，本件着想を「アパタイト／コラーゲン複合体を用

いた次世代人工骨の開発」と題する資料（乙９。以下「乙９資料」とい

う。）に記載し，同年６月２日の本件コラーゲン会議において発表した。

その前後の経緯は，以下のとおりである。 

Ａは，平成２０年６月から控訴人に雇用されたが，その前は，Ｂが研究
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センター長等を務めていた独立行政法人物質・材料研究機構，北大創成機

構等に勤務し，Ｂの下でコラーゲン人工骨の研究等に従事していた。その

当時は，Ｂ，Ａともに放射線化学の専門知識は有していなかった。 

しかし，Ａが控訴人に雇用され，配属された駒沢支所は，旧東京都立ア

イソトープ研究所であり，放射線研究設備が充実していた。Ａは，配属後

直ちに放射線業務従事者として登録され，控訴人のために，放射線を用い

た試験業務や研究開発に従事し，次第に放射線化学の知見を深めていった。 

その中で，Ａは，過去にＢと行っていたコラーゲン人工骨の研究に，自

己が控訴人の下で新たに獲得した放射線化学の知見を組み合わせれば，コ

ラーゲン人工骨の更なる強度強化という課題とともに，強度強化と生体吸

収性の両立という課題も解決できるのではと閃き，本件着想に至った。 

Ａは，平成２０年６月に控訴人に雇用されてからは，Ｂらとコラーゲン

人工骨の共同研究を行っていなかったが，平成２１年４月に本件共同研究

第１期が始まり，共同研究関係が再開された。 

その後，Ａは，Ｂから，同年６月２日の本件コラーゲン会議に参加して，

Ａ，Ｂ，Ｃ，北大らがそれまでに共同して行っていたコラーゲン人工骨の

研究成果と今後の方向をまとめて発表できないかと要望された。本件コ

ラーゲン会議は，Ｂの研究室が主催し，同研究室が産官学連携してコラー

ゲン材料の開発を行うことを目的とした非公式会議であり，本件共同研究

とは直接は関係がない。 

Ａは，Ｂからの要望を受け，本件コラーゲン会議の直前に乙９資料を作

成した。 

乙９資料の７頁から２１頁までに，それまでのＢらの共同研究の成果が

記載され，８頁には「東工大が保有する基盤技術」として，「高密度コ

ラーゲン／ＨＡｐによる骨再生」等の記載があるが，放射線化学の記載は

ない。それまでにＢら被控訴人の研究担当者は，放射線化学をコラーゲン
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人工骨に応用する実験をしておらず，その着想もなかったからである。 

Ａは，乙９資料の２２頁以下に「新たに検討する基盤技術」と記載して，

本件コラーゲン会議の参加者に対し，コラーゲンの高密度化による強度強

化だけではなく，コラーゲン線維と水酸アパタイト（ＨＡｐ，リン酸カル

シウム）の有機・無機界面に放射線を照射して接着することとともに，そ

の放射線架橋の助剤としてビニル基を用いる（２４頁）という本件着想を，

今後の共同研究の方向性として開示した。そして，今後の研究実施体制

（案）として，被控訴人は，従来どおり「コラーゲン高密度化を利用した

人工骨の開発」を進めるとともに，控訴人（すなわち，控訴人の研究担当

者であるＡ）は，本件着想に基づいた「放射線化学を利用した力学特性の

向上」という研究を行う役割分担をすること提案した（２６頁）。 

しかし，乙９資料にＡが記載した上記共同研究の提案は，本件共同研究

にも，その他企業との共同研究としても，その後すぐには採用されなかっ

た。本件コラーゲン会議の時点では，本件着想は，なお着想段階にすぎず，

共同研究として採用するには時期尚早と判断されたからである。 

また，控訴人自体，このころはまだ，本件着想をコラーゲン人工骨の研

究対象とはしていなかった。 

Ａは，控訴人においては，コラーゲン人工骨のような医療材料よりも工

業利用価値の高いポリ乳酸の方が研究テーマとして採用されやすいと考え，

また，放射線界面架橋の原理によれば，ポリ乳酸で効果が得られれば，コ

ラーゲン人工骨でも同じように効果が得られると予想し，本件コラーゲン

会議の２日後である平成２１年６月４日に，控訴人の単独研究のテーマと

して，研究テーマ名を「ポリ乳酸／無機フィラー複合体の界面制御による

力学特性の向上」とする研究について，計画書（甲２８。以下「甲２８計

画書」という。）を作成して控訴人に提案し，採用された。 

この控訴人のポリ乳酸の単独研究は，平成２２年３月ころまでに一定の
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成果が得られた。このことは，その報告書（甲２９。以下「甲２９報告

書」という。）に記載されている。 

他方，本件共同研究第１期（平成２２年３月まで）においては，従来の

ようなコラーゲン高密度化の延長の研究では，十分な強度強化も生体吸収

性との両立という効果も得られなかった。 

そこで，Ａは，平成２２年４月からの本件共同研究第２期では，ポリ乳

酸の実験で一定効果が得られた本件着想を，コラーゲン人工骨においても

具体化，完成させようと考え，「放射線によるコラーゲンナノ界面強化」

という共同研究提案資料（甲４。以下「甲４資料」という。）を作成し，

これを被控訴人の研究担当者に提案した。 

   イ 本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分の着想の具体化について 

     Ａは，本件着想を具体化した者の一人でもある。 

Ａは，Ｂの依頼を受け，本件着想の具体化に取りかかった平成２２年５

月時点では，Ｂの研究室に配属されたばかりで人工骨の知識さえ持ってい

なかった学生Ｓに対し，本件共同研究に係る説明資料（甲２０。以下「甲

２０資料」という。）を作成して送り，研究の意義や背景を説明した後，

この着想を具体化するための３つの工程（人工骨を成形する工程，界面架

橋を達成するために放射線をあてる工程，強度を測ったり，構造を解析す

る工程）を，放射線照射工程を除き，控訴人の職場で直接指導して教え，

放射線照射工程については，自ら，あるいは控訴人から第三者照射機関に

委託して，行っていた。照射する放射線の線量を決定していたのは，Ａで

ある。 

Ａは，Ｓから，平成２２年１０月１７日，メール（甲９の１・２。以下

「甲９メール」という。）により，５０ｋＧｙの放射線照射をした試料の

圧縮試験をした結果，ビニル基を導入したリン酸カルシウムとコラーゲン

線維の複合体に５０ｋＧｙの放射線照射をすると，ビニル基を導入してい
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ない複合体とは異なり，著しく強度が強化されたことが見いだされたとの

報告を受けた。また，Ａは，Ｓから，平成２３年１月１１日，メール（乙

５の３枚目。以下，乙５のメールをまとめて「乙５メール」という。）に

より，Ａが放射線の線量を決定して照射実験を行った試料について，強度

測定結果を踏まえ，５０ｋＧｙ以上の照射は母材劣化が著しく強度が低下

してしまった等の試験結果について報告（乙１７の１）を受けた。この報

告は，Ｓが，Ａのもとを頻繁に訪れ，話し合った結果をまとめた上で，な

されたものである。 

  (2) 被控訴人の主張 

   ア 本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分の着想者について 

     控訴人が本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分であると主張する，ビ

ニル基導入・放射線照射の着想（本件着想）を誰が得たのかは不明である。 

控訴人は，本件着想はＡが平成２１年２月ころ得たものであると主張す

る。しかし，上記主張を裏付ける直接証拠は，Ａの陳述書（甲３０）及び

証言であり，客観的な書証は一切提出されていない。そして，以下のとお

り，Ａの陳述書や証言は信用できるものではないから，Ａが本件着想を得

たことは立証されていない。 

    (ア) 陳述書（甲３０）提出の経緯やタイミングが不自然であること 

      Ａが本件基礎出願発明８及び９の共同発明者であることは，控訴人が

立証責任を負うべき事実であるから，これを証明する有力な書証が存在

しないのであれば，控訴人としては，Ａの陳述書を原審の段階で提出す

るのが合理的な訴訟追行というべきである。 

しかるに，控訴人がＡの陳述書（甲３０）を提出したのは，控訴審の

第２回弁論準備期日において，裁判所から，「着想者について控訴人か

らこれを裏付ける証拠が提出されてない」との指摘を受けた後である。 

このような，Ａの陳述書（甲３０）が提出されたタイミングや経緯の
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不自然さに照らすと，同陳述書は，控訴人の主張に合わせて創作された

ものであることが強く疑われる。 

    (イ) 本件着想が公知であることを不自然に否定していること 

ａ 本件コラーゲン会議についてのＡの供述について 

本件コラーゲン会議においては，参加者全員に対して，秘密保持契

約の書類が配布され，その内容（乙４２の２，乙４３の１～８）が説

明された（乙４９の１）。Ａは，その内容を認識しながら，秘密の表

示をしていない乙９資料に基づいて，プレゼンテーションをしたので

あるから，その内容が公知となることを認識していたというべきであ

る。 

しかし，Ａは，本件コラーゲン会議についての秘密保持契約は見て

いない，乙９資料には秘密の表示をあえて押していない（いずれもＡ

の証人調書（以下「Ａ調書」という。）の１５頁），コラーゲン研究会

の内容は全て秘密である（Ａ調書１４頁）などと証言する。 

これらの証言が事実に反するものであることは明らかである。 

また，Ａが，乙９資料に秘密の表示をあえてしなかったのであれば，

秘密保持契約について説明を受け，乙９資料の２４頁以降に本件着想

が記載されているとして，その内容を例外的に秘密情報に含めて欲し

いという要望を研究会の場で直ちに出すこともできたし，そうしたは

ずである。 

しかし，Ａはこうした要望を一切することなく，これを放置した。

この事実は，Ａが，乙９資料に本件着想が記載されているとの認識を

持っていなかったこと，ひいては，Ａが本件着想の着想者ではないこ

とを示すものである。 

この点からも，Ａの陳述書及び証言は信用することができない。 

ｂ 乙９資料の作成についてのＡの供述が信用できないこと 
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Ａは，本件着想につき，「平成２１年４月の本件共同研究の第一期

が始まった際には，控訴人の承認を得ていなかったので提案しなかっ

た」（甲３０，３頁），乙９資料に「前述の私の共同発明の着想を『新

たに検討する基盤技術』として記載しました。」（甲３０，５頁）と陳

述し，また，乙９資料は「全てを自分が作成した」（Ａ調書２頁）な

どと証言しており，平成２１年４月の時点では被控訴人研究者らに本

件着想を開示せず，同年６月２日の本件コラーゲン会議で初めて発表

したかのように述べている。 

しかし，乙９資料については，同年５月２９日にＡとＢとの間で

メール（乙５０）のやり取りがされ，ＡがＢに対して「前日（被控訴

人注・６月１日）にもクラレメディカル社の方とお会いすると聞いて

いますが，その際はどのような資料を準備すればよろしいでしょう

か。」と質問し，これに対し，Ｂが「１日は，２日の講演のレジュメ

でいかがですか。合成・物性・効能効果を簡単に紹介して，プロジェ

クトとして何をねらうかを説明していただけると助かります。」と回

答した。 

このメールのやり取りから分かるとおり，Ｂは，同年６月２日の本

件コラーゲン会議の発表資料である乙９資料の内容を，少なくとも同

年５月２９日の時点では熟知していたのであり，「プロジェクトとし

て何をねらうか」とのＢの言葉は，乙９資料２４頁以降の「新たに検

討する基盤技術」のことを指していることは明らかである。 

仮に，真実，Ａが本件着想を提案したものであるとしたら，Ｂも，

本件着想をプロジェクトに提供してくれたＡに気を遣って「プロジェ

クトとして何をねらうか」とは言わず，「Ａさんが提案してくれた本

件着想に基づいてプロジェクトとして何をねらうか」というような返

答になるはずである。単に「プロジェクトとして何をねらうか」との
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返答がされていることは，Ａが本件着想を提案したとの事実がないこ

とを強く推認させるものである。 

したがって，本件着想を本件コラーゲン会議で初めて発表したかの

ようなＡの陳述及び証言は，上記メールのやり取りの内容と全く異な

るものであり，Ａの陳述書及び証言は信用することができない。 

 ｃ 供述に変遷があること 

Ａは，本件訴訟において，自己が発明者であるとして，陳述書を提

出し，証言をしているが，平成２３年２月１０日付けのＢへ送付した

メール（乙４）においては，「やり残した仕事は全て特許・論文にし

ました」と明言し，もはや自分が発明者になるような成果や知見はな

いことを自認していた。 

自らを発明者であるとする本件訴訟のＡの陳述及び証言は，上記

メールでの供述を１８０°変遷するものであって，到底信用できるも

のではない。 

また，控訴人は，Ａは平成２１年２月ころに本件着想を思いついた

と主張するが，そうであるなら，乙９資料にそれが記載されているこ

とは十分認識していたはずであるにもかかわらず，原審における原告

第２準備書面１０頁において，本件着想は，甲４資料には記載されて

いるが，乙９資料には記載されていない旨の主張をしていた。この点

について，Ａは，上記準備書面を細かく確認しておらず，控訴人代理

人が誤って主張したものと述べている（甲３０）。しかし，Ａは，被

控訴人及びＢを相手に，自ら損害賠償請求の別訴を提起するくらい本

件に積極的かつ深く関与していたのであり（乙４８），上記説明は信

用できるものではない。 

したがって，Ａ自身，本件着想は乙９資料には記載されていないと

認識していたものである。 
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イ 本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分の着想の具体化について 

  Ａは，本件着想の具体化にも寄与していない。 

(ア) 控訴人は，Ａが，リン酸カルシウム／コラーゲン線維複合体につき

γ線を１０～５０ｋＧｙの範囲で照射することを自ら決定したと主張す

る。 

  しかし，平成２２年１１月４日，５日にやり取りされた電子メール

（甲２３。以下「甲２３メール」という。）に示されるとおり，γ線を

２５，５０ｋＧｙ照射してはどうかと提案したのは，Ｃである。Ａは，

これをなぜか電子線照射と勘違いし，「■電子線の照射線量・・・２５，

５０・・・Ｋｇｒａｙに賛成です。」と応じたところ，学生Ｓから「２

５ｋＧｙ，５０ｋＧｙ・・・のサンプルというのは電子線ではなくガン

マ線照射で行おうという計画でした。」との指摘を受けている始末であ

る。こうした，電子メールでのやり取りを見ても，Ａが５０ｋＧｙのγ

線で放射線照射実験をすることを自ら決定したという事実が存在しない

ことは明らかである。 

(イ) むしろ，以下の事実に照らせば，Ａは，γ線の線量を１０～５０ｋ

Ｇｙの範囲とすることが有効であると認識していなかったと考える方が

自然である。 

まず，γ線の下限値を１０ｋＧｙにすることについて，Ａは，平成２

２年５月１８日付けの書面で，γ線を用いる場合は「高分子の架橋は＞

２５ｋＧｙが普通」としており（甲２０），γ線の線量を１０～２５ｋ

Ｇｙとすることにつき，全く考えていなかったか，少なくとも否定的な

立場であった。 

次に，γ線の上限値を５０ｋＧｙとすることについては，Ａは，γ線

を２５ｋＧｙ，５０ｋＧｙ，１００ｋＧｙ照射するという被控訴人から

の提案に対し，平成２２年１１月４日付けの電子メールで，照射する電
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子線を「２５，５０，１００Ｋｇｒａｙに賛成です。余裕あれば２００

も追加？あるいは１００をやめて１５０か２００にする？」と述べたに

もかかわらず（甲２３），実際に行われた電子線の照射実験では，２５

ｋＧｙで実験を行うというＣとの合意を無視し，５０ｋＧｙを下限値と

しており（甲２２），５０ｋＧｙよりも大きい線量の電子線を照射する

ことにこだわっていた。そして，この実験の結果，１００ｋＧｙを超す

ような大線量の電子線の照射は必要なくγ線に絞って比較的低い線量で

最適値を探すのがよいとの結論を得たのは，学生Ｓである（乙５）。さ

らに，Ａは，電子線の線量１００ｋＧｙでは良好な実験結果が出ていな

いにもかかわらず，Ｃに対し，平成２３年２月９日付けの電子メールに

おいて，「１００ｋＧｙでネガティブデータが出ている状況で，閾値を

どこまで１００ｋＧｙに近づけられるか」と述べており（甲２６），５

０ｋＧｙよりも大きい上限値の設定を提案している。 

(ウ) 仮に，控訴人が，本件共同研究の開始に先行して，平成２２年３月

ころまでに，ビニルシラン（放射線架橋性の有機物）で処理したリン酸

カルシウム（無機粒子）とポリ乳酸（高分子有機物）の複合体に線量１

０～５０ｋＧｙの範囲の低線量の放射線照射をすると，高分子複合体は

本来放射線照射によって分解されて強度が低くなると考えられていたに

もかかわらず，複合体界面における放射線架橋効果のため強度が強化さ

れるという発明を得ていたとの事実があったならば，リン酸カルシウム

／コラーゲン線維の複合体において得られた実験データは全てＡの予想

どおりであったということになる。この場合，Ａは，平成２３年２月８

日に開催された控訴人での審査会において，１００ｋＧｙではネガティ

ブデータが得られていた事実に基づき，確乎たる自信をもって，「私

（又は控訴人）が，平成２２年３月ころまでにリン酸カルシウム／ポリ

乳酸の複合体で得た知見と同様に，リン酸カルシウム／コラーゲン線維
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の複合体においても上限値は５０ｋＧｙとなった。上限値は，私（又は

控訴人）が予想したとおり５０ｋＧｙとなるのであって，これより大き

い値を設定することはできない。」と発言するのが通常で，上限値を１

００ｋＧｙに近づけるようにとの控訴人の審査会での弁理士のアドバイ

スを明確に拒否したはずである。審査会のアドバイスを鵜呑みにし，

「線量の閾値を５０ｋＧｙ以上にできないか」とＣに打診してきたＡの

弱気の態度からすれば，控訴人の上記主張が事実に反することは明らか

である。 

    (エ) Ａは，リン酸カルシウム／コラーゲン線維複合体で行われていた実

験内容をほとんど把握していなかった。 

      すなわち，Ａが作成した控訴人の勤務発明届（甲１８，乙２の１，乙

３の１）では，電子線を線量５０ｋＧｙで照射したサンプルの方が，γ

線を線量５０ｋＧｙで照射したサンプルよりも機械的特性が高いという

結果が示されている。 

 しかし，実際の実験結果は逆である。乙１７の１は，平成２３年１月

１１日に学生Ｓが作成した実験データをまとめた資料である（作成日に

ついては，乙１７の２）。この資料の７頁に「放射線種考察」で，「５０

ｋＧｙにおいてγ線，電子線ともに放射線照射による強度上昇が見られ

た。その効果は γ線＞電子線」と記載されているとおり，γ線照射の

方が電子線照射よりも機械的特性が高いとの結果が得られている。 

このように，Ａは，実験条件のみならず実験結果についても理解でき

ておらず，リン酸カルシウム／コラーゲン線維複合体で行われていた実

験をほとんど把握していなかった。 

 ３ 争点３（Ａは本件基礎出願発明８及び９の共同発明者といえるか）について 

  (1) 控訴人の主張 

   ア 共同発明者と認められるためには，「一人の者がすべての過程に関与す
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ることが必要なわけではなく，共同で関与することでも足りるというべき

であるが，複数の者が共同発明者となるためには，課題を解決するための

着想及びその具体化において，一体的・連続的な協力関係の下に，それぞ

れが重要な貢献をなすことを要する」（知財高裁平成２０年５月２９日判

決・判例タイムズ１３１７号２３５頁）。 

Ａは，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分を着想し，これを具体化

した。したがって，Ａが，本件基礎出願発明８及び９の共同発明者である

ことは明らかである。 

イ 被控訴人の主張について 

(ア) 創作的価値に係る主張について 

   被控訴人は，ビニル基導入・放射線照射は，創作的価値がないから，

ビニル基導入・放射線照射について，特許法２条１項の「創作」をした

者を観念することはできないと主張する（後記(2)ア，イ）。 

  しかし，同条の「創作」性とは，発明者が主観的にその発明の創作性

を認識すれば足りる。そして，Ａが，ビニル基導入・放射線照射につい

て創作性を認識していたことは明らかである。 

したがって，被控訴人の上記主張は理由がない。 

(イ) 消極的アプローチに基づく主張について 

      被控訴人は，Ａは，本件共同研究において実験補助者的役割しか果た

していなかったと主張し，消極的アプローチに基づけば，Ａは本件基礎

出願発明８及び９の共同発明者ではないと主張する（後記(2)ア，ウ）。 

      しかし，Ａが本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分の着想を得て，

かつ，これを具体化したことに関与していたのは，前記２(1)において

主張したとおりである。何より，被控訴人がＡを実験補助者にすぎない

と真に考えていたのであれば，Ｃが特許共同出願の内容をＡと協議し

（甲５等），Ｄが，科学技術振興機構のＡ－Ｓｔｅｐの支援プログラム
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の共同申請内容をＡと協議（甲６の１・２）することなどあり得ない。 

被控訴人の主張は，被控訴人の過去の行為と矛盾している。消極的ア

プローチからみても，Ａが共同発明者の一人であることは明らかである。 

    (ウ) 二段階説に基づく主張その１（着想ないし技術的思想の成否）につ

いて 

被控訴人は，ビニル基導入・放射線照射は，それだけでは本件基礎出

願発明８及び９の課題を解決することができず，二段階説にいう「着

想」には該当しないとか，ビニル基導入・放射線照射の着想のみから直

ちに当業者において実施可能な発明が完成するものではなく，実際には，

当業者において，ビニル基の導入の条件，導入量，放射線の種類，放射

線照射の際の環境，放射線の強さ，照射時間等の種々の実験条件を変化

させて，強度強化及び生体吸収性を両立できること（有用性）を確認す

るための実験を繰り返し，傾斜架橋という有用性が認められる範囲のも

のを明確にして初めて技術的思想の創作をしたといい得るなどと主張す

る（後記(2)ア，エ）。 

しかし，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分は，ビニル基導入・

放射線照射であって，傾斜架橋でないことは，前記１(1)のとおりであ

る。 

そして，本件着想には，ビニルシランを表面修飾した水酸アパタイト

（リン酸カルシウム）とコラーゲンの複合体に放射線を照射するという

リン酸カルシウム／コラーゲン人工骨の強度強化のための課題解決手

段・方法が示されており，複合体の密度，放射線の照射量等を具体的に

調整することで課題が解決される可能性も現実的に予想されていた。実

際，ポリ乳酸については，平成２２年３月には，ビニルシランを表面修

飾したリン酸カルシウム／ポリ乳酸に２５ｋＧｙのγ線を照射すると，

曲げ弾性率が高くなるという強度強化の効果が得られたという具体的知
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見も得られていた（甲２９）。したがって，本件着想は，共同発明者と

しての発明の着想として十分である。 

したがって，被控訴人の上記主張は理由がない。 

    (エ) 二段階説に基づく主張その２（着想の公知性）について 

      被控訴人は，着想が公知となった場合，着想の提案者が共同発明者と

なることはないとして，Ａは，本件基礎出願発明８及び９の共同発明者

にはならないと主張する（後記(2)ア，オ）。 

      しかし，提供した着想が新規な場合，その後，その着想が具体化され

る前に公知となったとしても，その着想をもとに，着想者とは協力関係

にある者がこれを具体化して特許を取得する場合には，着想者はその特

許の共同発明者の一人である。 

      被控訴人の上記主張は，誤った法解釈を前提とするものであり，失当

である。 

  (2) 被控訴人の主張 

   ア 発明者の認定基準については，①特許法２条１項の「この法律で「発

明」とは，自然法則を利用した技術的思想の創作のうち高度のものをい

う」という「発明」の定義に従い，このような創作行為に（現実に）関与

した者のみが発明者であるとする考え方，②単なる管理者，単なる補助者

又は単なる後援者・委託者の場合に発明者性が認められないとする考え方

（消極的アプローチ），③発明の成立過程を着想の提供と着想の具体化の

二段階に分け，提供した着想が新しい場合には，着想（提供）者は発明者

であり（着想を具体化する前に公表し，その後別の者により同着想が具体

化された場合を除く），新着想を具体化した者は，その具体化が当業者に

とって自明程度のことに属しない限り，共同発明者である，とする考え方

（二段階説），以上３つの考え方があるとされる。 

     以下のとおり，上記①ないし③のいずれの考え方によっても，Ａは，本
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件基礎出願発明８及び９の共同発明者ではない。 

イ 上記①の考え方に基づく共同発明者性について 

    (ア) ビニル基導入・放射線照射は，当業者にとっては実験条件・材料の

選択（微調整）程度のことにすぎず，創作的価値がない。 

なぜなら，Ａが本件着想を得たとする平成２１年４月当時，①無機化

合物／有機化合物の界面にビニル基を導入して放射線架橋することは当

業者の技術常識であり（乙２５，２６，２８の１～３），②水酸アパタ

イト（無機化合物）／絹（動物性タンパク質ゆえ有機化合物でコラーゲ

ン同様の生体材料）界面にビニル基を導入して架橋することは周知であ

り（乙２３，２９の１），③生体活性材料として，水酸アパタイト等の

リン酸カルシウムを用いることは広く行われていた（乙３１）からであ

る。 

また，特許法２条１項にいう「創作」は，発明時に主観的に新しいと

意識したものという程度の軽い意味であることをもって足るとされてい

るから，発明者が発明時に主観的に新しいと意識すらしていない場合は

「創作」には該当しないことになる。 

この点，乙９資料には，ビニル基導入・放射線照射について記載され

ているが，控訴人は，原審では，「原告研究者Ａの提案書である甲４に

は，その最終頁に，リン酸カルシウム（ＨＡｐ粒子）をビニルシランで

表面処理し，これとコラーゲン線維との界面を放射線で架橋するという

本件共同発明（そして被告単独出願にかかわる発明）の着想が記載され

ているが，乙９にはこの記載がない。」（原告第２準備書面１０頁）と主

張していた（前記２(2)ア(イ)ｃ）。すなわち，Ａは，ビニル基導入・放

射線照射を主観的に新しいものと認識していなかった。 

したがって，ビニル基導入・放射線照射は，この点からも創作的価値

がないといえる。 
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      以上のとおり，ビニル基導入・放射線照射に創作的価値はないので，

ビニル基導入・放射線照射について，特許法２条１項にいう「創作」を

した者を観念することはできない。 

したがって，Ａが本件基礎出願発明８及び９の共同発明者の一人とな

ることはない。 

(イ) 仮に，ビニル基導入・放射線照射に創作的価値が認められるとして

も，Ａは，創作的な寄与をしていない（前記２(2)）。 

したがって，Ａが本件基礎出願発明８及び９の共同発明者の一人にな

ることはない。 

ウ 上記②の考え方（消極的アプローチ）に基づく共同発明者性について 

     Ａは，本件共同研究の実験内容をほとんど把握しておらず，Ｓから実験

方法について教えを受ける状況にあり，実験補助者的な役割しか果たせて

いない。 

したがって，消極的アプローチによっても，Ａは本件基礎出願発明８及

び９の共同発明者ではない。 

エ 上記③の考え方（二段階説）に基づく共同発明者性について〔その１・

着想ないし技術的思想の成否について〕 

(ア) 二段階説でいう「着想」に関し，東京地裁平成１８年１月２６日判

決（平成１４年（ワ）第８４９６号）は，「発明者たり得る者，つまり，

技術思想の創作に貢献した者とは，新しい着想をした者あるいは同着想

を具体化した者の少なくともいずれかに該当する者でなければならない。

すなわち，新しい着想をした者は，原則として発明者であるものの，こ

の着想とは，課題とその解決手段ないし方法が具体的に認識され，技術

に関する思想として概念化されたものである必要があり，単なる思いつ

き以上のものでなければならない。」と判示している。 

ビニル基導入・放射線照射は，それだけでは本件基礎出願発明８及び
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９の課題を解決することができないから，二段階説にいう「着想」には

該当しない。傾斜架橋まで提案して初めて課題の解決手段ないし方法が

具体的に認識されたといえ，この時点で着想として完成する。 

Ａは，傾斜架橋の提案はしていないから，Ａが本件基礎出願発明８及

び９の共同発明者になることはない。 

    (イ) 仮に，ビニル基導入・放射線照射が二段階説にいう着想に該当する

としても，化学の技術分野に属する発明については，一般に，あらゆる

物品を構成する有効成分の物質名やその化学構造のみから，当該物品の

有用性を予測することが困難であるため，これを構成する物質について

の着想のみから，直ちに当業者において実施可能な発明が完成するもの

ではなく，有用性を確認するための実験を繰り返し，有用性が認められ

る範囲のものを明確にして初めて技術的思想の創作をしたといい得るも

のも数多く存在する。そして，そのような場合においては，上記着想を

示したのみでは，技術的思想の創作行為に現実に加担したとはいえない

から，当該着想を示したのみの者をもって発明者ということはできない

（知財高裁平成１８年７月１８日判決・平成１８年(ネ)第１００２０

号）。 

本件基礎出願発明８及び９は，化学の技術分野に属する発明である。

ビニル基導入・放射線照射の着想のみから直ちに当業者において実施可

能な発明が完成するものではなく，実際には，当業者において，ビニル

基の導入の条件，導入量，放射線の種類，放射線照射の際の環境，放射

線の強さ，照射時間等の種々の実験条件を変化させて，強度強化及び生

体吸収性を両立できること（有用性）を確認するための実験を繰り返し，

傾斜架橋という有用性が認められる範囲のものを明確にして初めて技術

的思想の創作をしたといい得るものである。 

したがって，仮に，ビニル基導入・放射線照射が二段階説にいう「着
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想」に該当し，かつ，Ａがその着想の提案者であったとしても，Ａは，

傾斜架橋の創作に現実に加担したとはいえないから，Ａが本件基礎出願

発明８及び９の共同発明者になることはない。 

オ 上記③の考え方（二段階説）に基づく共同発明者性について〔その２・

着想の公知性について〕 

     二段階説によれば，「提供した着想が新しい場合には，着想（提供）者

は発明者であ」るというのであるから，これを反対解釈すれば，提供した

着想が公知の場合には，当該着想の提案者が共同発明者となることはない。 

     乙９資料には，ビニル基導入・放射線照射について記載されているが，

乙９資料の内容は，平成２１年６月２日の本件コラーゲン会議において公

知となった（この点のＡの供述が信用できないことは，前記２(2)ア(イ)ａ，

ｂで述べたとおりである。）。さらに，強度強化の実現手段である５０ｋＧ

ｙのγ線，電子線の照射は，被控訴人の研究担当者である学生Ｓが見出し

たものであるが，この内容についても，上記の着想と共に平成２３年３月

１日の本件卒論発表で公知となった。 

したがって，本件基礎出願（平成２３年７月４日）当時，上記着想及び

その実現手段のいずれも公知となっていたから，上記着想の提案者が，本

件基礎出願発明８及び９の共同発明者となることはない。 

４ 争点４（本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分は何か）について 

 (1) 控訴人の主張 

   本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分は，本件基礎出願発明８及び

９のそれと同様，ビニル基導入・放射線照射にある。その理由は以下のとお

りである。 

  ア 本件国際出願明細書には，本件基礎出願明細書と同じく，発明の目的に

関し，「リン酸カルシウム／コラーゲン複合体が，骨再生用の人工骨とし

て期待されている。・・・しかしながら従来のアパタイトからなる材料と
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比較すると，柔らかすぎるため，わずかの荷重により容易に変形するため

に，骨再生のテンプレートとして荷重部位には適用しにくいという問題が

あった（［０００５］），「骨再生の足場として，骨リモデリングにより早期

に骨置換を起こすことが可能で，且つ荷重のかかる部位に使用することの

できる優れた機械的性質を有するリン酸カルシウム／コラーゲン複合体は

開発されていなかった」（［０００６］），「早期の骨リモデリングにより骨

置換を誘導することができ，且つ荷重のかかる部位に使用することのでき

る優れた機械的性質を有するリン酸カルシウム／コラーゲン線維複合体を

提供することである」（［０００８］）と記載されており，従来のリン酸カ

ルシウム／コラーゲン複合体人工骨に比して強度が優れたリン酸カルシウ

ム／コラーゲン複合体人工骨を得たことが発明の効果とされている。 

これを前提として，本件国際出願明細書には，その新規な強度強化の効

果について，「本試験例では，放射線架橋により，多孔質複合体の圧縮強

度が上昇することを確認した。参考例２で得られた試料Ａ及び試料Ａ－γ，

並びに比較例３で得られた試料Ｂ及び試料Ｂ－γの４種類の試料（φ１０

ｍｍ×１０ｍｍ）の圧縮試験を行い，その力学特性を明らかにし

た。・・・水酸アパタイト／コラーゲンは，γ線照射によりコラーゲン分

子又は線維が分断され，ダルベッコスリン酸緩衝溶液の浸漬によりコラー

ゲンが骨格構造を維持できなくなった。これに対してビニルシランを表面

修飾した水酸アパタイト結晶を用いた試料Ａ－γでは，γ線照射により，

著しく圧縮強度が向上した」（［００９６］）と記載されている。 

このように，本件基礎出願明細書と同一の記載及び実験データによって，

ビニル基を導入したリン酸カルシウムとコラーゲンの複合体に放射線照射

をした場合，従来のリン酸カルシウム／コラーゲン人工骨と比較して著し

い強度強化の効果が得られたことが記載されている。 

しかし，一方，本件国際出願明細書には，「生体吸収性を連続又は不連
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続に変化させることにより，前記課題を解決できることを見出した」（［０

００９］）との記載はあるが，生体吸収性を変化させることのみによって，

荷重のかかる部位に使用することのできる新規で優れた機械的性質が得ら

れたというような試料の実験データについては何ら開示されていない。こ

れも，本件基礎出願発明と同様である。 

すなわち，「ビニル基を導入したリン酸カルシウムとコラーゲンの多孔

体に放射線照射架橋を行う多孔質複合体の製造方法」により，荷重のかか

る部位に使用することのできる優れた機械的性質を有するリン酸カルシウ

ム／コラーゲン複合体人工骨を創作したことは，生体吸収性の傾斜とは何

ら関係がなく，ビニル基が導入されたリン酸カルシウムとコラーゲンを含

む多孔体の製造工程において，放射線架橋をするという本件国際出願発明

１３及び１４の効果である。 

以上のとおり，本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分は，本件基

礎出願発明８及び９のそれと同様，ビニル基導入・放射線照射にある。 

イ 本件国際出願の請求の範囲の請求項１３及び１４には，請求項１２を受

けることにより，本件基礎出願発明８及び９と比較して，「湿潤環境下に

おいて」多孔体への放射線照射を行うという限定が付加されている。また，

本件国際出願明細書には，「多孔質複合体に対する放射線による架橋は，

湿潤状態又は乾燥状態で行うことができるが，湿潤状態で行うのが好まし

い。湿潤状態で行うことにより，コラーゲン分子のペプチド結合の切断に

よる分解が起きず，コラーゲン同士を効率よく架橋させることが可能だか

らである」［００７３］）との記載があり，あたかも湿潤環境下で多孔体に

放射線を照射することにより，乾燥環境下での放射線照射よりも優れた強

度強化の効果が得られたかのような印象を与えている。そして，本件国際

出願明細書には，本件基礎出願明細書にはなかった，湿潤環境下でγ線照

射をした試料の圧縮強度についての実験データ（図５）とその説明として，
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「圧縮強度が２倍以上高くなった」（［０１００］）と記載されている。 

しかし，「圧縮強度が２倍以上高くなった」というのは，「図５からも明

らかなようにγ線照射しない材料と比較して（控訴人注：γ線照射をした

試料は）圧縮強度が２倍以上高くなった」と言っているにすぎず，湿潤環

境下と乾燥環境下で放射線照射した試料の強度の違いを示すものではない。 

   そして，この実験データによれば，ビニルシラン修飾水酸アパタイトに，

湿潤環境下で，γ線を（傾斜化せずに）５０ｋＧｙ照射した参考例３の試

料の強度は，数値では実験結果が記載されていないが，図５のグラフで判

断する限り，２０％歪応力（Ｓｔｒａｉｎ／％）が２５～３０ｋＰａを示

している。これは，ビニルシラン修飾水酸アパタイトに，乾燥環境下で，

γ線を傾斜化せずに５０ｋＧｙ照射した参考例２の試料Ａ－γの２０％歪

応力，２６．８４ｋＰａ（［００９７］［表１］）とほぼ同じである。 

すなわち，本件基礎出願明細書と同様，本件国際出願明細書でもまた，

実験結果の裏付けのない記載がされており，湿潤環境下でも乾燥環境下で

も，ビニル基を導入したリン酸カルシウムとコラーゲン複合体に放射線照

射をした強度強化の効果には，ほとんど差が見られない。 

したがって，本件国際出願の請求の範囲の請求項１３及び１４には，本

件基礎出願発明８及び９と比較して，「湿潤環境下において」多孔体への

放射線照射を行うという限定が付加されているが，この文言は，本件国際

出願発明１３及び１４の効果である強度強化には何らの関係がない付加に

すぎず，そこに同発明の特徴的部分は存しない。 

   ウ また，本件国際出願明細書の［００９８］には，本件基礎出願明細書の

【００８４】と同様に，「傾斜化させた試料は，明らかにその強度が傾斜

化させない試料（ＣとＤ）と比較して弱かった。また，乾燥させた試料と

比較すると２倍以上の強度を示した。」との記載がある。 

しかし，前記イのとおり，傾斜化させずに湿潤状態と乾燥状態で放射線
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を照射した試料の強度がほぼ同じであり，一方，「傾斜化させた試料は，

明らかにその強度が傾斜化させない試料（ＣとＤ）と比較して弱かった」

というのであるから，傾斜化させて湿潤状態で放射線架橋を行った試料が，

傾斜化させずに乾燥状態で放射線照射を行った試料よりも強度が高かった

はずはない。それを，逆に「２倍以上の強度を示した」と記載したのは，

明らかな虚偽である。 

 (2) 被控訴人の主張 

   否認ないし争う。 

本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分は，本件基礎出願発明８及び

９のそれと同様，傾斜架橋とすることにある。 

 ５ 争点５（本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分の創作に対するＡの関

与の有無及び内容）について 

  (1) 控訴人の主張 

    本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分は，本件基礎出願発明８及び

９のそれと同様，ビニル基導入・放射線照射にある。Ａは，本件基礎出願発

明について，ビニル基導入・放射線照射の着想（本件着想）を得て，かつ，

その具体化を行ったのであるから，Ａは，本件国際出願発明１３及び１４に

ついても，その着想者であり，かつ，その具体化を行った者といえる。 

  (2) 被控訴人の主張 

    否認ないし争う。 

 ６ 争点６（Ａは本件国際出願発明１３及び１４の共同発明者といえるか）につ

いて 

  (1) 控訴人の主張 

    Ａは，本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分を着想し，これを具体

化した。したがって，Ａが本件国際出願１３及び１４の共同発明者であるこ

とは明らかである。 
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  (2) 被控訴人の主張 

    否認ないし争う。 

７ 争点７（Ａが本件基礎出願発明８及び９並びに本件国際出願発明１３及び１

４の共同発明者と認められる場合，控訴人の損害の有無及び額）について 

  (1) 控訴人の主張 

Ａは，本件基礎出願発明８及び９並びに本件国際出願発明１３及び１４の

共同発明者であり，控訴人は，これら発明について特許を受ける権利を有す

るものである。したがって，被控訴人が単独でした本件基礎出願及び本件国

際出願は，本件共同研究契約１１条２項の違反の債務不履行を構成する。被

控訴人の債務不履行より，控訴人には以下の損害が発生した。 

ア 逸失利益 

 (ア) 被控訴人は，本件基礎出願に基づき，クラレとともに，本件研究支

援プログラムに応募し，これが採択され，上限２０００万円（甲１２）

の研究資金を受けた。 

本件研究支援プログラムに応募するには，「応募時点で，顕在化され

たシーズや，実用性が検証された新規なシーズが存在し，そのシーズを

展開するにあたり，リスクとなる問題点や技術課題が抽出されているこ

と。また，シーズの実施に関してその所有する者による同意が得られて

いることが必要です。※シーズとは特許（出願中のものも含む）等の知

的財産を指します。」（甲１２，１３３頁）が要件とされており，少なく

とも出願中の特許に基づいていなければ，この研究資金の応募さえでき

ない。 

被控訴人が本件研究支援プログラムへの応募に用いたシーズ（出願中

の特許）は，本件基礎出願であるから，被控訴人が本件研究支援プログ

ラムに応募するためには，控訴人の同意が必要であった。 

被控訴人は，本件共同研究契約違反をしなければ，この研究資金の応
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募すらできなかったものであり，控訴人は，控訴人への資金配分なしに，

被控訴人が本件研究支援プログラムに応募することに同意することはな

かった。この応募に基づいて，被控訴人は控訴人への資金配分なしに上

限２０００万円の研究資金を得ているのであるから，被控訴人の本件共

同研究契約違反と控訴人が得べかりし研究資金の間には相当因果関係が

ある。 

したがって，控訴人は，被控訴人に対し，被控訴人が得たはずの研究

資金２０００万円を被控訴人と折半した１０００万円を控訴人の得べか

りし利益の喪失として，損害賠償請求することができる。 

(イ) 被控訴人は，平成２３年５月１１日が本件研究支援プログラムの応

募期限であり，同年７月４日の本件基礎出願はこの応募と無関係で，こ

の応募に控訴人の同意を得る必要はなかったと主張する（後記(2)ア）。 

被控訴人は，本件研究支援プログラムに応募した技術内容は傾斜架橋

であると主張するのみで，その証拠を提出しないが，上記主張によって，

被控訴人が，従来技術にない具体的成果である放射線照射による強度強

化の実験データ（甲９の２）に，傾斜架橋というアイデアのみを付加し

たもので本件研究支援プログラムに応募したことが明らかになった。 

すなわち，被控訴人は，傾斜架橋の発明の着想を平成２３年４月に得

た（Ｃ証言２２頁）とし，その後約１か月を経ない同年５月１７日ない

し１８日に（乙１３），「鉛で作成した三角錐（高さ１０ｃｍ×直径１ｃ

ｍ）」を使って，放射線傾斜架橋の実験をしたと主張する。この鉛三角

錐はオーダーメードで作られたに相違ないが，実質１～２週間程度でこ

れを作成できたはずもなく，しかも，その実験をする前の５月１１日に

は，本件研究支援プログラムに応募したというのである。 

４月に着想を得て，これを具体化する実験をした上で，その結果をま

とめ，これをもとに，ＧＷ明けの５月１１日までに本件研究支援プログ
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ラムの応募資料を作成して，これに応募することなど，合理的に考えれ

ば，到底不可能である。また，実験結果も出ていない単なるアイデアに

独立行政法人科学技術振興機構の研究資金が認められるはずもない。 

そうすると，被控訴人は，従来技術にない具体的成果である放射線照

射による強度強化の実験データ（甲９の２）に，傾斜架橋というアイデ

アのみを付加したもので研究資金に応募したのは明らかというべきであ

る。 

また，被控訴人は，本件研究支援プログラムの研究資金としていくら

の資金を得たのか開示しない。その立証は控訴人にとって，極めて困難

であり，特許法１０５条の３の類推適用により，控訴人の１０００万円

を上限とした損害賠償請求は認められるべきである。 

 イ 弁護士費用 

  (ア) 本件訴訟は，特許の発明者の認定が争点であり，そもそも専門性が

非常に高い訴訟である。 

その上，被控訴人は，同一出願の中の一部の請求項に，文言上は従属

項に見えるが，実質的には，発明の特徴的部分をその請求項にのみ記載

したクレームの出願をし，かつ，明細書の説明中でも，発明の課題（強

度強化）を解決する実験例の記載をあえて参考例とし，かつ，実験例の

裏付けなしに，「乾燥化させた資料と比較すると２倍以上の強度を示し

た」と虚偽の一文まで付して，傾斜架橋のみでリン酸カルシウム／コ

ラーゲン人工骨の強度強化が得られたかのような文言の出願書類を作成

し，特許庁に提出した。かかる悪質かつ巧妙な被控訴人の特許出願行為

に対しては，弁護士の助力なしに訴訟を追行することは不可能である。 

しかも，控訴審において，被控訴人が本件国際出願をして本件基礎出

願がみなし取り下げされ，一方，本件国際出願の国内移行手続が開始さ

れ，控訴人としては，本件国際出願への対応も検討せざるをえなくなっ
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た。その検討のためにも，専門的な弁護士の助力が不可欠である。 

被控訴人の本件共同研究契約違反がなく，事前通知及び協議をもとに，

本件基礎出願発明について控訴人と被控訴人が特許を共同出願等してい

れば，本件訴訟のための弁護士への委任は不要であった。かかる弁護士

の費用は１００万円を下らない。 

    したがって，控訴人は，被控訴人に対し，１０００万円の逸失利益と

は別に，１００万円の損害賠償請求をすることができる。 

  (イ) 被控訴人は，本件は，訴訟前の話合いの段階で解決できる余地が十

分にあったにもかかわらず，控訴人の交渉担当者の交渉態度が不誠実で，

話合いを一方的に中断した上半年近く経過した後になって突如として本

件訴訟を提起したものであるから，本件訴訟の弁護士費用は，控訴人の

誤った判断に基づいて必要となったものであり，被控訴人の行為との間

に相当因果関係は認められないと主張する（後記(2)イ）。 

    しかし，控訴人担当者は，被控訴人担当者と半年の間に６回直接会っ

て交渉を行い，本件基礎出願発明について分割出願をする旨の提案をし，

被控訴人担当者からも，分割出願やむなしの認識が伝えられていた。し

かし，被控訴人担当者は，被控訴人内部で最終検討の後，ＢがＡに反感

を持っており，Ａを共同発明者とする提案は受け入れることができない

旨回答したために，話合いが決裂し，控訴人担当者は，やむなく弁護士

に本件の解決を依頼せざるを得なくなった。 

    控訴人から依頼を受けた控訴人代理人弁護士は，通知書を送付して話

合い解決の可能性を探ったが，被控訴人代理人からは時間稼ぎとしか考

えられない返答を受けるのみであったため，やむなく本件訴訟を提起す

るに至ったものである。 

    以上のとおり，本件訴訟を誘発したのは，専ら被控訴人の本件基礎出

願とその後の交渉姿勢によるものであり，弁護士費用は，本件共同研究
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契約違反と相当因果関係がある。 

(2) 被控訴人の主張 

 ア 逸失利益について 

  (ア) 本件研究支援プログラムは競争的資金であり，特許の良し悪しだけ

で採択が決定されるものではない。被控訴人の研究担当者らのプロジェ

クトが本件研究支援プログラムに採択されたのは，本件共同研究契約後

に創作され，かつ，本件共同研究契約の範囲外の知見である傾斜架橋に

基づくものである。 

したがって，被控訴人の研究担当者らのプロジェクトが本件研究支援

プログラムに採択されたとしても，その研究資金の半額を控訴人が受け

取るという関係にはなく，その額が控訴人の逸失利益になることはあり

得ない。 

    (イ) 控訴人は，被控訴人が本件研究支援プログラムへの応募に用いた

シーズ（出願中の特許）は，本件基礎出願であるから，被控訴人が本件

研究支援プログラムに応募するためには，控訴人の同意が必要であった

と主張する。 

      しかし，本件研究支援プログラムの公募は，平成２３年２月１４日か

ら同年５月１１日までの間に行われたところ（乙５４），本件基礎出願

は同年７月４日であるから，被控訴人が本件研究支援プログラムに応募

した時点では，本件基礎出願はされていなかった。 

      したがって，被控訴人が本件研究支援プログラムに応募するためには，

控訴人の同意は必要ではなかった。 

   イ 弁護士費用について 

(ア) 上記アと同様の理由により，弁護士費用も控訴人の損害とはならな

い。 

    (イ) 控訴人は，弁護士費用を損害として主張する。 
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  しかし，本件は，訴訟前の話合いの段階で解決できる余地が十分に

あったにもかかわらず，控訴人の交渉担当者の交渉態度が不誠実で，話

合いを一方的に中断した上半年近く経過した後になって突如として本件

訴訟を提起したものである。 

したがって，本件訴訟の弁護士費用は，このような控訴人の誤った判

断に基づいて必要となったものであるから，被控訴人の行為との間に相

当因果関係は認められない。 

８ 争点８（Ａが本件基礎出願発明８及び９並びに本件国際出願発明１３及び１

４のいずれの共同発明者とも認められない場合，本件卒論発表，本件基礎出願

及び本件国際出願並びに本件学会発表は，債務不履行を構成するか。債務不履

行を構成する場合，控訴人の損害の有無及び額）について 

  (1) 控訴人の主張 

   ア 債務不履行の成立 

仮に，Ａが本件基礎出願発明８及び９並びに本件国際出願発明１３及び

１４のいずれの共同発明者とも認められず，控訴人がこれら発明について

特許を受ける権利を有しない場合においても，以下のとおり，本件卒論発

表，本件基礎出願及び本件学会発表は，いずれも債務不履行を構成する。 

(ア) 本件卒論発表について 

本件共同研究契約１７条１項ただし書によれば，契約当事者は，本件

研究期間中に，研究成果を公開し又は発表するときは，当該研究成果の

公開又は発表の日の３０日前までに，書面により，その内容を他の当事

者に通知し，かつ，他の当事者の書面による同意を得なければならない

こととされている。 

しかるに，本件卒論発表（平成２３年３月１日）は，本件共同研究の

研究成果を発表するものであるのに，被控訴人は，書面によりその内容

を控訴人に通知して控訴人の書面による同意を得ることなく，Ｓに本件
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卒論発表を行わせた。 

被控訴人は，ＣがＡに対し平成２３年２月３日付けの電子メールで本

件卒論発表のパワーポイント資料（乙１９の１）を送付し，本件卒論発

表を行うことについてＡの同意を得たと主張する（後記(2)ア(ア)）。し

かし，Ａは，Ｃから，上記資料が本件卒論発表の内容であると知らされ

たことはなかったし，この内容を公開してよいと同意したことはない。 

したがって，本件卒論発表は，本件共同研究契約１７条１項に違反す

る。 

(イ) 本件基礎出願について 

本件共同研究契約１０条２項によれば，契約当事者は，自己の研究担

当者が研究成果を得た場合において，当該研究担当者から当該研究成果

に関する権利を取得したときは，これを他の当事者に通知し，同条３項

及び４項の規定に従い，当該研究成果の帰属を決定しなければならない。

この規定を受け，同契約１１条１項は，研究成果が，各当事者の研究担

当者が単独で得た発明等（同項にいう「単独発明等」）である場合の単

独出願について規定し，同条２項は，研究成果が，二以上の当事者の研

究担当者が共同して得た発明等（同項にいう「共同発明等」）である場

合の共同出願について規定している。 

このような規定振りに照らせば，契約当事者は，自己の研究担当者が

研究成果を得た場合において，当該研究担当者から当該研究成果に関す

る権利を取得したときは，他の当事者の特許を受ける権利を侵害しない

ように，これを他の当事者に通知し，当該研究成果の帰属を決定した上

で，特許出願をすべき信義則上の付随義務を負うものというべきである。 

しかるに，被控訴人は，本件共同研究の研究担当者からその研究成果

に関する特許を受ける権利を取得したのに，これを控訴人に通知し，当

該研究成果の帰属を決定することなく，本件基礎出願に及んだ。 
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したがって，本件基礎出願は，本件共同研究契約１０条及び１１条に

違反するとともに，これら条項から導かれる上記の信義則上の付随義務

にも違反する。 

(ウ) 本件学会発表について 

本件共同研究契約１７条３項ただし書によれば，契約当事者は，本件

研究期間終了後６か月を経過した後も，本件研究期間終了後１年６か月

間は，研究成果を公開し又は発表するときは，当該研究成果の公開又は

発表の日の３０日前までに，書面により，その内容を他の当事者に通知

しなければならないこととされている。 

しかるに，本件学会発表（平成２３年１１月２１日）は，本件共同研

究の研究成果を発表するものであるのに，被控訴人は，書面によりその

内容を控訴人に通知することなく，本件学会発表を行った。 

したがって，本件学会発表は，本件共同研究契約１７条３項ただし書

に違反する。 

被控訴人は，控訴人の上記主張は，適用条文を１７条１項から同条３

項ただし書に変更するものであり，訴えの変更が必要であるところ，著

しく訴訟手続を遅滞させることになるので訴えの変更は許されないと主

張する（後記(2)ア(ウ)）。しかし，契約書の適用条文が異なっても訴訟

物は変わらないから，訴えの変更は不要である。また，本件学会発表が

行われた平成２３年１１月２１日は，本件共同研究期間終了日の同年３

月３１日から８か月以内であり，本件共同研究契約１７条３項ただし書

の期間内にあることは自明であって，その審理は何ら訴訟手続を遅滞さ

せるものではない。 

   イ 控訴人の損害 

(ア) 逸失利益について 

  被控訴人の債務不履行がなければ，控訴人は，「ビニルシランを表面
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修飾した水酸アパタイト（リン酸カルシウム）とコラーゲンの複合体に，

γ線を（１０～５０ｋＧｙの線量で）照射することにより，「荷重のか

かる部位に使用することのできる優れた機械的性質を有する」リン酸カ

ルシウム／コラーゲン複合体人工骨」を発明の特徴的部分として有する

特許発明を出願し，その特許を受ける権利を持つことができた。 

  控訴人は，平成２３年２月ころ，被控訴人，北大及びクラレとともに，

本件共同研究の研究成果を共同で出願し，これに基づき，クラレととも

に，本件研究支援プログラムに応募する予定であった（甲６の１・２）。 

  しかるに，被控訴人は，共同出願をするための協議を打ち切り，本件

基礎出願を行ったのみならず，Ａが到達した本件基礎出願発明８及び９

の少なくとも不可欠で最も重要な特徴的部分に傾斜架橋という従来技術

を付加して，本件研究支援プログラムに応募して，採択され，その研究

資金（上限２０００万円）を受けた。仮に，控訴人が被控訴人とともに

本件研究支援プログラムに応募していれば，控訴人は，その研究資金の

配分を受けることができた。その得べかりし利益は金１０００万円を下

らない。 

したがって，仮に，控訴人が，本件基礎出願発明８及び９及び本件国

際出願１３及び１４のいずれの特許を受ける権利を有しない場合でも，

本件卒論発表，本件学会発表又は本件基礎出願による本件共同研究契約

違反の債務不履行に基づき，１０００万円の損害賠償を請求することが

できる。 

    (イ) 弁護士費用について 

      前記７(1)イと同じ。 

(2) 被控訴人の主張 

 ア 債務不履行の不成立 

(ア) 本件卒論発表について 
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   控訴人は，本件卒論発表は本件共同研究契約１７条１項に違反すると

主張する。 

   しかし，Ｃは，Ａに対し，平成２３年２月３日付けの電子メールで本

件卒論発表のパワーポイント資料（乙１９の１）を送付し（乙１８），

翌４日に北大で行われた本件共同研究の打合せの席上，Ａに対し，本件

卒論発表が３月１日に行われること，及びその内容は昨日電子メールで

送付したパワーポイント資料の内容のとおりであることを口頭で伝え，

Ａの了解を得た（乙２１）。Ａは，同月７日付けの電子メール（甲５）

で「明日，当センターの発明審査会があります。・東工大との共同出願 

２／Ｅまでの出願予定 と報告させていただきます。」と明記しており，

本件共同発明が本件卒論発表で公知になることを認識し，それ以前に出

願することとしている。このことは，本件共同研究契約１７条１項にい

う「書面の同意」があったことを示すものである。したがって，本件卒

論発表は，本件共同研究契約１７条１項に違反するものではない。  

   また，仮に，本件卒論発表が本件共同研究契約１７条１項に違反する

ものであるとしても，Ａ及び控訴人の研究担当者は，γ線を１０～５０

ｋＧｙの範囲で照射することが本件卒論発表によって公知になることを

認識していたのであるから，被控訴人に過失はない。 

(イ) 本件基礎出願について 

   控訴人は，本件基礎出願は，本件共同研究契約１０条及び１１条に違

反するとともに，これら条項から導かれる信義則上の付随義務にも違反

すると主張する。 

   しかし，Ａと，Ｂ及びＣとは，リン酸カルシウム結晶とコラーゲン線

維とを放射線照射によって架橋させる発明については特許出願するとの

前提で協議を行い，Ａは，自ら自分は発明者ではない旨を複数回にわ

たって宣言している（乙４）から，上記発明は，被控訴人の研究担当者
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らが単独で得た研究成果であることが確認された（本件共同研究契約１

０条３項）。したがって，本件基礎出願は，本件共同研究契約１０条に

違反するものではない。 

   また，本件共同研究契約１０条から控訴人が主張するような付随義務

は発生しない。仮に，そのような付随義務が発生するとしても，上記の

とおり，リン酸カルシウム結晶とコラーゲン線維とを放射線照射によっ

て架橋させる発明は，被控訴人の研究担当者らが単独で得た研究成果で

あることが確認されたのであるから，控訴人主張の付随義務は果たされ

ている。 

(ウ) 本件学会発表について 

    控訴人は，本件学会発表は本件共同研究契約１７条３項に違反すると

主張する。 

しかし，控訴人は，原審では，本件学会発表は同条１項に違反すると

主張していた。控訴審における控訴人の上記主張は，適用条文を１７条

１項から同条３項ただし書に変更するものであり，訴えの変更が必要で

あるところ，著しく訴訟手続を遅滞させることになるので，訴えの変更

は許されない。 

  イ 控訴人の損害について 

    前記７(2)と同じ。 

第４ 当裁判所の判断 

   本件においては，本件共同研究における控訴人の研究担当者Ａが，本件基礎

出願発明８及び９並びに本件国際出願発明１３及び１４の共同発明者であるか

否かが争われている。以下においては，まず，本件基礎出願発明８及び９の特

徴的部分は何か（争点１），同部分の創作にＡがどのような関与をしたのか

（争点２）について検討した上，共同発明者といえるかどうか（争点３）を判

断する。次に，本件国際出願発明１３及び１４についても，上記と同様の検討
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をし，共同発明者といえるかどうかを判断する（争点４ないし６）。最後に，

上記各判断を踏まえて，本件共同研究契約の債務不履行による損害賠償請求に

ついて（争点７又は８）判断することとする。 

 １ 争点１（本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分は何か）について 

本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分について，控訴人は，ビニル基導

入・放射線照射にあると主張する（前記第３の１(1)）のに対し，被控訴人は，

これを争い，傾斜架橋にあると主張する（同(2)）。そこで，以下，本件基礎出

願明細書の記載に基づき，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分がどの点に

あるのかについて検討する。  

  (1) 本件基礎出願明細書について 

本件基礎出願明細書（甲２）には次の記載がある。なお，本件国際出願明

細書（乙３６）の記載のうち，本件基礎出願明細書の記載と同一の部分につ

いて，【  】に続く［  ］において，その段落番号を示した。 

   ア 「【技術分野】 

     【０００１】［０００１］ 

 本発明は，生体吸収性の傾斜した多孔質複合体及びそれを用いた人工骨，

並びにそれらの製造方法に関する。本発明によれば，生体内で強度を損な

わずに骨組織再生を促進する人工骨を提供することができる。」 

   イ 「【背景技術】 

     【０００４】［０００４］ 

     従来，人工骨としては，骨伝導能を有するリン酸カルシウムからなるセ

ラミックス系人工骨が使用されていたが，セラミックス特有の脆性による

術後の破損やハンドリングの悪さが臨床現場で指摘されていた。更に，人

工骨は，生体適合性及び骨伝導性などの生理学的性質が必要である。すな

わち，自家骨は吸収と再生という代謝を繰り返すのに対し，アパタイトか

らなる人工骨は生体内でほとんど溶解しないため，生体内に半永久的に残
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存する。骨再生に用いられる人工骨には，骨親和性に加えて，骨組織と融

合し，骨再生を積極的に促す効果も必要である。従って，生体適用後徐々

に吸収され，骨再生サイクルに取り込まれて自身の骨に置換していくため

の，骨伝導性や生体活性が求められる。 

     【０００５】［０００５］ 

     この観点から，リン酸カルシウムにコラーゲンを加えたリン酸カルシウ

ム／コラーゲン複合体が，骨再生用の人工骨として期待されている。リン

酸カルシウム／コラーゲン複合体は骨伝導能をもち，これまでのセラミッ

クスにはない柔軟性を示すことから，骨再生の足場材料としての実用化研

究が検討されている。しかしながら従来のアパタイトからなる材料と比較

すると，柔らかすぎるため，わずかの荷重により容易に変形するために，

骨再生のテンプレートとして荷重部位には適用しにくいという問題があっ

た。 

     【０００６】［０００６］ 

このようなリン酸カルシウム／コラーゲン複合体の開発には，骨再生の

足場として骨伝導性を重視する方向性と，骨再生のテンプレートとして機

械的強度を重視する２つの方向性がある。例えば，前者のリン酸カルシウ

ム／コラーゲン複合体として，乾燥させたアパタイト／コラーゲン複合体

線維にγ線を照射して，強度の半減期を短く調整した多孔体が開示されて

いる（特許文献１）。一方，コラーゲン線維の濃度を上昇させ，密度を１

３０～６００ｍｇ／ｃｍ３と高めることにより，生体骨に近い強い強度や

弾性などの機械的性質が優れたリン酸カルシウム／コラーゲン線維複合体

が開示されている（特許文献２）。 

 しかしながら，骨再生の足場として，骨リモデリングにより早期に骨置

換を起こすことが可能で，且つ荷重のかかる部位に使用することのできる

優れた機械的性質を有するリン酸カルシウム／コラーゲン複合体は開発さ
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れていなかった。」 

   ウ 「【発明が解決しようとする課題】 

     【０００８】［０００８］ 

本発明者は，生体吸収性が１．５倍以上異なる第１の断片と第２の断片

を切り出すことのできる多孔質複合体により，骨組織の再生において，早

期の骨リモデリングにより骨置換を誘導することができ，且つ荷重のかか

る部位に使用することのできる優れた機械的性質を有するリン酸カルシウ

ム／コラーゲン線維複合体が得られることを見出した。 

従来のリン酸カルシウム／コラーゲン複合体は，前記のように骨再生の

足場として骨伝導性を重視するもの，又は骨再生のテンプレートとして機

械的強度を重視するものであった。すなわち，骨置換の誘導と，機械的強

度とを満足する人工骨用のリン酸カルシウム／コラーゲン複合体は存在し

なかった。 

コラーゲンを用いないアパタイト又はリン酸カルシウム系の人工骨にお

いては，気孔率の異なる部分を組み合わせた人工骨（特許文献３），又は

気孔率が傾斜化している人工骨（特許文献４）が開示されている。しかし

ながら，これらの人工骨は，骨置換を誘導するための生体吸収性を考慮し

たものではなかった。 

本発明の目的は，早期の骨リモデリングにより骨置換を誘導することが

でき，且つ荷重のかかる部位に使用することのできる優れた機械的性質を

有するリン酸カルシウム／コラーゲン線維複合体を提供することであ

る。」 

   エ 「【課題を解決するための手段】 

     【０００９】［０００９］ 

     本発明者らは，骨組織の再生において，早期の骨リモデリングにより骨

置換を誘導することができ，且つ荷重のかかる部位に使用することのでき
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る優れた機械的性質を有するリン酸カルシウム／コラーゲン複合体につい

て鋭意，研究を進めた結果，多孔質複合体における生体吸収性を連続又は

不連続に変化させることにより，前記課題を解決できることを見出した。

すなわち，生体吸収性が傾斜している多孔質複合体が，人工骨に有用であ

ることを見出した。更に，本発明者は，生体吸収性の傾斜が架橋によって

制御することが可能であることを見出した。例えば，グルタルアルデヒド

が揮発及び拡散することを利用したグルタルアルデヒド気相蒸着法を用い

ることにより，架橋密度の傾斜を制御できることを見出した。また，放射

線照射は物質透過性に優れているため，物質内部まで均質な反応が可能で

あるが，テーパーした部材を用いてγ線の透過量を制御することで架橋密

度の傾斜制御ができることを見出した。そしてこれらの架橋法により，生

体吸収性が傾斜している多孔質複合体を製造することができることを見出

した。 

本発明は，こうした知見に基づくものである。」 

   オ 「【発明の効果】 

     【００１１】［００１１］ 

 本発明の多孔質複合体によれば，骨組織の再生において，早期の骨リモ

デリングにより骨置換を誘導することができ，且つ優れた機械的特性によ

り荷重のかかる部位に使用することができる。すなわち，生体硬組織と類

似した組成及び物性を有するため，生体内に移植すると骨リモデリングに

伴い早期に骨置換が生じる空間と長期にわたり生体内に残り周囲に骨組織

を再生させる空間を制御することで，生体内で強度を損なわず骨組織再生

を促進する傾斜機能を実現する材料である。本発明の多孔質複合体は，骨

補填材料又は再生医療用足場材料などの生体材料として用いることができ

る。また，多孔質複合体を用いた本発明の人工骨によれば，骨欠損部位に

おいて，骨組織や骨髄組織を再生させることが可能である。 
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 また本発明の多孔質複合体の製造方法によれば，リン酸カルシウム／コ

ラーゲン線維複合体の架橋を制御することによって，骨置換の誘導と，機

械的強度とを満足する人工骨用のリン酸カルシウム／コラーゲン線維複合

体を製造することができる。」 

   カ 「【図面の簡単な説明】 

     【００１２】 

     【図１】グルタルアルデヒド気相蒸着法による，多孔体への傾斜架橋を

模式的に表した図である。 

     【図２】放射線照射法による，多孔体への傾斜架橋の導入を模式的に表

した図である。 

・・・ 

     【図５】 

     放射線架橋により，上昇した多孔質複合体の圧縮強度を示した図であ

る。」 

 

【図１】 

 

 

【図２】 
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キ 「【発明を実施するための形態】 

     ・・・ 

【００４６】［００４９］ 

（多孔質複合体の生体分解性の傾斜の態様） 

本発明の多孔質複合体は，生体分解性が傾斜していることにより，生体

内に移植すると骨リモデリングに伴い早期に骨置換が生じる空間と長期に

わたり生体内に残り周囲に骨組織を再生させる空間を制御することが可能

であり，それによって生体内で強度を損なわず骨組織再生を促進すること
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ができる。 

生体分解性の傾斜は，連続的であってもよく，不連続であってもよい。

また，多孔質複合体の一方から他方に向かって，連続又は不連続に傾斜し

てもよい。更に，１つの多孔質複合体において，連続又は不連続の傾斜が

交互に存在してもよい。すなわち，生体分解性の高い部分と低い部分がま

だらに存在することもできる。 

・・・ 

【００５７】［００６４］ 

（５）傾斜架橋工程 

傾斜架橋工程における架橋方法は，１．５倍以上異なる第１の断片及び

第２の断片を切り出すことのできる多孔質複合体を作製することができる

架橋方法であれば，特に限定されるものではなく，アルデヒド系・イソシ

アネート系・カルボジイミド系架橋剤・タンニンを用いた湿式架橋法，金

属イオン（クロム，鉄など）を用いた架橋法，紫外線照射法，熱架橋，グ

ルタルアルデヒド気相蒸着法，又は放射線照射法を挙げることができるが，

グルタルアルデヒド気相蒸着法，又は放射線照射法が好ましい。本工程に

おいては，これらの架橋法によって，架橋密度の変化した架橋処理を行う。 

【００５８】［００６５］ 

（グルタルアルデヒド気相蒸着法） 

傾斜架橋法において，グルタルアルデヒド気相蒸着法を用いる場合，多

孔体へのグルタルアルデヒドガスの揮発・拡散を調整することにより，多

孔体の架橋の程度を調整し，生体吸収性が異なる部分を作製することがで

きる。 

グルタルアルデヒド気相蒸着法は，通常の方法で行うことができる。す

なわち，グルタルアルデヒド〔ＯＨＣ（ＣＨ２）３ＣＨＯ〕を精製水で希

釈し，１～２５％程度のグルタルアルデヒド溶液を調製する。グルタルア
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ルデヒド蒸気を用いた化学架橋では，グルタルアルデヒドの濃度が拡散に

影響する。濃度が高いほうが，拡散速度が速く，濃度が低いと拡散速度が

遅くなる。従って，グルタルアルデヒド溶液の濃度を調整することにより，

拡散速度を制御することができる。 

このグルタルアルデヒド溶液を上方の開放された容器（例えば，ガラス

瓶，又はシャーレなど）に入れる，デシケータなどに，グルタルアルデヒ

ド溶液と，架橋を行うサンプルを入れて，３７℃程度で，１～２４時間程

度反応させる。 

グルタルアルデヒド気相蒸着法による架橋の場合，グルタルアルデヒド

は，サンプルの表面から拡散し，アミノ基同士，又はアミノ基及びＳＨ基

の架橋を起こす。従って，傾斜架橋法を行う場合，弱い架橋を導入したい

面からのグルタルアルデヒドの拡散を防ぐことによって，傾斜架橋を行う

ことができる。具体的には，グルタルアルデヒドの拡散を抑えたい面を，

膜などで覆うことにより，架橋の傾斜を導入することが可能である。 

・・・ 

【００６０】 

（放射線照射法） 

傾斜架橋法において，放射線照射法を用いる場合，放射線に感受性の官

能基（例えば，ビニル基）の，リン酸カルシウムへの導入の多寡によって

傾斜を導入することができる。また，リン酸カルシウムの官能基の量が同

じであっても，放射線の照射量を調整することによっても傾斜を導入する

ことができる。放射線に感受性の官能基，具体的にはビニル基のリン酸カ

ルシウムへの導入は，前記「（１）結晶合成工程」において，記載した方

法によって行うことができる。 

・・・ 

     【００６３】 
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放射線照射に用いる線源は特に限定されるものではないが，γ線，電子

線，又はβ線を用いることができるが，γ線が好ましい。 

また，放射線による架橋では，コラーゲン同士，又はコラーゲン―アパ

タイト界面において，架橋がおきるため，それらの立体的距離が重要であ

る。すなわち，密度が高いほうが強固な架橋ができる。更に，放射線架橋

の特徴は，物質透過性に優れ，分子内において均一な分布で架橋が起こる

こと，架橋の密度を容易に調整できること，及び形状に係わらず架橋でき

ること，を挙げることができる。」 

   ク 「【実施例】 

・・・ 

【００６５】［００７５］ 

《実施例１》 

本実施例ではグルタルアルデヒド気相蒸着法により，多孔質複合体を製

造した。 

(i) 水酸アパタイト結晶の懸濁液の調製 

 水酸アパタイト結晶は，湿式法により合成した。０．５ｍｏｌ／Ｌの水

酸化カルシウム懸濁液（４リットル）に，０．６ｍｏｌ／Ｌのリン酸水溶

液（２リットル）をゆっくりとｐＨ７．５になるまで滴下した。得られた

懸濁液を，１２０℃で乾燥後，更に電気炉を用いて１２００℃で３０分間

焼成した。粉末Ｘ線回折測定により合成した水酸アパタイトが単一相であ

ることを確認した。 

【００６６】［００７６］ 

（ii）コラーゲン線維懸濁液の調製 

 テラピアウロコ由来コラーゲンを，ｐＨ３．０の塩酸溶液に１重量％に

なるように溶解させた。０．１ｍｏｌ／Ｌのリン酸水素ナトリウムとリン

酸二水素ナトリウムの溶液とを混合し，ｐＨ８．２になるように緩衝溶液
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（ＰＢ）を作製した。コラーゲン溶液とＰＢを等量混合して，２７℃で３

日間静置して，コラーゲン線維ゲルを作製した。遠心分離を行い，上澄み

を除去することで濃縮を行った。１３０℃で乾燥させ，コラーゲンの濃度

を測定した結果，コラーゲン濃度は１７．３％であった。 

【００６７】［００７７］ 

（iii）乾燥複合体の調製 

 前記工程（ii）で得られたコラーゲン線維ゲルをコラーゲン濃度１０％

に調整し，水酸アパタイト結晶を重量比４：６になるように混合した。混

合には，Ｃｅｌｌｍａｓｔｅｒを用い，十分に混合撹拌を行った。得られ

た複合ゲル（水酸アパタイト結晶／コラーゲン線維混合懸濁液）を，２５

ｍＬの遠沈管にいれ，スイング式遠心機（１０００Ｇ）を用いて，脱泡

（５分間）した。得られた複合体を，１０mm×１０mm×１０mm の容

器に入れ，－２０℃で一日凍結させ，更に４８時間凍結乾燥を行った。減

圧雰囲気下，１３０℃で２４時間処理して，熱脱水架橋を導入した。得ら

れた複合体を試料Ａと称する。 

【００６８】［００７８］ 

（iv）グルタルアルデヒド気相蒸着による傾斜架橋 

グルタルアルデヒド（ＧＡ）ガス架橋は，以下のように行った。ＧＡ溶

液（２５％）を精製水で希釈して１０％の溶液を調整した。ＧＡ溶液をシ

ャーレに２０ｍＬ加え，作製した試料（１０mm×１０mm×１０mm；

試料Ａ）とともにデシケータ―内に静置した。デシケータを減圧し，３

７℃の恒温乾燥機に入れ，３，６，１２，２４時間反応させた。試料Ａの

五面はポリスチレン膜で覆い，一面のみからＧＡガスが拡散し，反応する

ようにした（図１Ａ）。得られた多孔質複合体を，試料Ａ－ＧＡと称する。 

 ＧＡによる架橋の傾斜は，目視でも確認することが可能である。すなわ

ち，３時間ＧＡ処理した試料の中央部をメスにて切断し観察した。ＧＡガ
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スが拡散した面から，順番に黄色から白色に色が変化しており，拡散面の

方が，架橋が進んでいると考えられた。また，６時間ＧＡ処理した試料で

は，その濃淡が更にはっきりと確認することができた。 

【００６９】［００７９］ 

《実施例２》 

本実施例では，放射線照射により，膨潤した多孔質複合体を製造した。 

(i) 水酸アパタイト結晶の懸濁液の調製及びビニル基の導入 

水酸アパタイト結晶は，湿式法により合成した。０．５ｍｏｌ／Ｌの

水酸化カルシウム懸濁液（４リットル）に，０．６ｍｏｌ／Ｌのリン酸

水溶液（２リットル）をゆっくりとｐＨ７．５になるまで滴下した。得

られた懸濁液を，１２０℃で乾燥後，更に電気炉内を用いて１２００℃

で３０分間焼成した。粉末Ｘ線回折測定により合成した水酸アパタイト

が単一相であることを確認した。 

・・・ 

【００７１】［００８１］ 

（ii）コラーゲン線維懸濁液の調製 

前記実施例（ii）の操作を繰り返し，コラーゲン線維懸濁液を得た。 

（iii）膨潤多孔質複合体の調製 

作製したコラーゲン線維懸濁液に，水酸アパタイト結晶の懸濁液を重量          

比４：６になるように混合した。混合には，Ｃｅｌｌ ｍａｓｔｅｒを用

い，十分に混合撹拌を行った。作製した複合ゲル（水酸アパタイト結晶／

コラーゲン線維混合懸濁液）を，２５ｍＬの遠沈管にいれ，スイング式遠

心機（１０００ｇ）を用いて，脱泡（５分間）を行った。得られた湿潤状

態の複合体を試料Ｃと称する。 

（iv）放射線による傾斜架橋 

放射線による架橋を傾斜化させるため，鉛で作製した三角錐（高さ１０
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cm×直径１cm）をテーパーとして用いた放射線照射を行った。図１に示

すように，遠心管にいれた試料Ｃの先端部位に鉛三角錐を取り付け，コバ

ルト６０の線源を用いてγ線（５．３ｋＧｙ／ｈ）を照射した（図２Ａ）。

照射時間は約１０時間とした。照射後，－２０℃で一日凍結させ，４８時

間凍結乾燥を行った。減圧雰囲気，１３０℃で２４時間処理して更に熱脱

水架橋を導入した。得られた多孔質複合体を，試料Ｃ－ｇと称する。 

【００７２】［００８６］ 

《比較例１》 

実施例２の工程（ｉ）で，ビニル基の導入を行わなかったことを除いて

は，実施例２の操作を繰り返し，工程（iii）で複合体である試料Ｄを，工

程（iv）で多孔質複合体である試料Ｄ－ｇを得た。 

【００７３】［００８７］ 

《参考例１》 

本参考例１では，架橋を傾斜化させずに，放射線架橋を行い，膨潤した

多孔質複合体を製造した。実施例２の，（ｉ），（ii），及び（iii）の操作を

繰り返して，試料Ｃを得た。 

（iv）放射線架橋 

遠沈管にいれた試料Ｃは，コバルト６０の線源を用いてγ線（５０ＫＧ

ｙ）を照射した。照射後，－２０℃で一日凍結させ，４８時間凍結乾燥を

行った。減圧雰囲気，１３０℃で２４時間処理して更に熱脱水架橋を導入

した。得られた多孔質複合体を，試料Ｃ－γと称する。 

【００７４】［００８８］ 

《比較例２》 

本参考例１では，ビニル基を導入していない試料Ｄに，架橋を傾斜化さ

せずに，放射線架橋を行い，膨潤した多孔質複合体を製造した。比較例１

の(i)，（ii），及び（iii）の操作を繰り返して，試料Ｄを得た。 
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（iv）放射線架橋 

遠沈管にいれた試料Ｄは，コバルト６０の線源を用いてγ線（５０ＫＧ

ｙ）を照射した。照射後，－２０℃で一日凍結させ，４８時間凍結乾燥を

行った。減圧雰囲気，１３０℃で２４時間処理して更に熱脱水架橋を導入

した。得られた多孔質複合体を，試料Ｄ－γと称する。 

【００７５】［００８９］ 

《参考例２》 

本参考例２では，架橋を傾斜化させずに，放射線架橋を行い，乾燥した

多孔質複合体を製造した。実施例２の，(i)，及び（ii）の操作を繰り返し

て，水酸アパタイト結晶懸濁液，及びコラーゲン線維懸濁液を得た。 

（iii）乾燥多孔質複合体の調製 

コラーゲン線維懸濁液に水酸アパタイト結晶懸濁液を重量比４：６にな

るように混合した。混合には，Ｃｅｌｌ ｍａｓｔｅｒを用い，十分に混

合撹拌を行った。作製した複合ゲル（水酸アパタイト結晶／コラーゲン線

維混合懸濁液）は，更に２５ｍＬの遠沈管にいれ，スイング式遠心機（１

０００ｇ）を用いて，脱泡（５分間）を行った。作製した複合体は，－２

０℃で一日凍結させ，更に４８時間凍結乾燥を行った。減圧雰囲気，１３

０℃で２４時間処理して，熱脱水架橋を導入した。得られた乾燥複合体を

試料Ａと称する。 

（iv）放射線架橋 

作製した乾燥複合体Ａは，滅菌シートにいれ，脱酸素剤により酸素を吸

着させた後，コバルト６０の線源を用いて，５０ＫＧｙの線量のγ線を照

射した。得られた多孔質複合体を，試料Ａ－γと称する。 

【００７６】［００９０］ 

《比較例３》 

本比較例３では，ビニル基を導入していない試料に，架橋を傾斜化させ
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ずに，放射線架橋を行い，乾燥した多孔質複合体を製造した。比較例１の，

(i)，及び（ii）の操作を繰り返して，水酸アパタイト結晶懸濁液，及びコ

ラーゲン線維懸濁液を得た。 

（iii）乾燥多孔質複合体の調製 

 コラーゲン線維懸濁液に水酸アパタイト結晶懸濁液を重量比４：６にな

るように混合した。混合には，Ｃｅｌｌ ｍａｓｔｅｒを用い，十分に混

合撹拌を行った。作製した複合ゲル（水酸アパタイト結晶／コラーゲン線

維混合懸濁液）は，更に２５ｍＬの遠沈管にいれ，スイング式遠心機（１

０００Ｇ）を用いて，脱泡（５分間）を行った。作製した複合体は，－２

０℃で一日凍結させ，更に４８時間凍結乾燥を行った。減圧雰囲気，１３

０℃で２４時間処理して，熱脱水架橋を導入した。得られた乾燥複合体を

試料Ｂと称する。 

（iv）放射線架橋 

作製した乾燥複合体Ｂは，滅菌シートにいれ，脱酸素剤により酸素を吸

着させた後，コバルト６０の線源を用いて，５０ＫＧｙの線量のγ線を照

射した。得られた多孔質複合体を，試料Ｂ－γと称する。 

【００７７】［００９１］ 

《コラゲナーゼによる生分解率による領域（Ａ）及び領域（Ｂ）の決

定》 

多孔質複合体の生体吸収性の速い第１の断片が含まれる領域，及び生体

吸収性の遅い第２の断片が含まれる領域の決定をコラゲナーゼによる生分

解性試験により行った。 

コラゲナーゼ２．０ｕｎｉｔｓ（０．０１ｍｇ）／ｍＬ，又は２００ｕ

ｎｉｔｓ（１．０ｍｇ）／ｍＬを含むｐＨ７．２のダルベッコスリン酸緩

衝溶液を作製し，実施例１で得られた試料Ａ－ＧＡの０．３ｇの多孔質複

合体に対して，３０ｍＬのダルベッコスリン酸緩衝溶液を添加した。試料
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及び溶液を，３７℃のバイオシェーカー内に入れ，５０ｒｐｍで振盪しな

がら１，３，１２，１８，２４時間反応させた。反応後，試料を取り出し，

純水で１時間洗浄した。試料を－２０℃のディープフリーザー内で凍結し，

凍結乾燥を行った。得られた試料の乾燥重量を測定し，一般式（Ｉ）から

生分解率を求めた。 

生分解率＝（Ｗ０－Ｗｔ）／Ｗ０×１００（Ｉ） 

【００７８】［００９２］ 

１２，１８，２４時間ＧＡガス反応させた試料は全体にＧＡガスが拡散

し，コラゲナーゼによる分解が１ｍｇ／ｍＬの溶液中ですら生じなかった。

３時間ＧＡガスに反応させた試料をコラゲナーゼ分解試験（０．０１ｍｇ

／ｍＬ）した結果，ＧＡガス拡散が起きた面と逆面から順番に分解が生じ

ていた。一般式（Ｉ）の生分解率から求めた，時系列による重量変化は，

１時間後に約３０％の生分解率が，２４時間後に約７０％の生分解率が，

２４時間後には，ほぼ１００％の生分解率となった。このように時系列変

化により，大きく３段階に分けることができる分解性を示した。６時間Ｇ

Ａガスに反応させた試料をコラゲナーゼ分解試験（０．０１ｍｇ／ｍＬ）

した結果，ＧＡガス拡散が起きた面と逆面から順番に分解が生じていた。

上式の生分解率から求めた，時系列による重量変化は，１時間後に約２

０％の生分解率が，１２時間後に約４０％の生分解率が，２４時間後でも

６０％の生分解率となった。このように時系列変化により，大きく３段階

に分けることができる分解性を示した。 

すなわち，３時間ＧＡガスに反応させた試料から，生分解率の速い３０

重量％の領域及び生分解率の遅い３０重量％の領域を決定することができ

た。 

【００７９】［００９３］ 

《コラゲナーゼによる生分解性試験》 
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６時間反応させた試料Ａ－ＧＡの架橋の進んだ生分解率の遅い３０重

量％の領域の断片１０ｍｇ，及び架橋の進んでない生分解率の速い３０重

量％の領域の断片１０ｍｇを生検トレパンにより切り出した（図１Ｂ）。

各試料Ａ－ＧＡを２．０ｎｉｔ／ｍＬのコラゲナーゼ溶液又は２００ｕｎ

ｉｔ／ｍＬを含むダルベッコスリン酸緩衝溶液に浸漬させた。容器にはマ

ルチウェルプレートを用い，コラゲナーゼ溶液３ｍＬを加え，５０ｒｐｍ

で振とうしながら，所定時間反応させた。反応後，各試料を取り出し，精

製水で１時間洗浄し，（iii）の多孔質複合体の調製と同条件で凍結乾燥を

行い，生分解率（関係式（Ｉ））を求めた。 

６時間のコラゲナーゼ処理では，架橋の進んだ部分の断片の生分解率は

約１０％で，架橋の進んでいない部分の断片の生分解率は９０％であった。

従って，第１の断片の生分解率に対する第２の断片の生分解率の比は，９．

０であった。 

・・・ 

【００８１】［００９５］ 

《膨潤率》 

 実施例２で得られた試料Ｃ－ｇの膨潤率の高い３０重量％の領域

（Ａ）の断片１０ｍｇと，膨潤率の低い３０重量％の領域（Ｂ）の断片１

０ｍｇを図１（Ｂ）と同様な方法で切り出した。５ｍＬの精製水を入れた

容器に２４時間，常温で静置した。余分な水分を除去するため，ろ紙に１

分間静置した。その後，湿潤下重量を測定し，関係式（III）から膨潤率

を求めた。 

γ線照射量を多くした断片の膨潤率は２０％程度であったが，γ線照射

量を少なくした断片の膨潤率は，４０％であった。従って，第１の断片の

膨潤率に対する第２の断片の膨潤率の比は，２．０であった。 

【００８２】 
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《参考試験例１》 

本試験例では，放射線架橋により，多孔質複合体の圧縮強度が上昇する

ことを確認した。 

参考例２で得られた試料Ａ及び試料Ａ－γ，並びに比較例３で得られた

試料Ｂ及び試料Ｂ－γの４種類の試料（φ１０mm×１０mm）の圧縮試

験を行い，その力学特性を明らかにした。放射線架橋の効果を明確にする

ため，ダルベッコスリン酸緩衝溶液中に３時間浸漬させた後，５０ｋｇの

ロードセルを用いて，ロードヘッド速度０．１mm／ｍｉｎで測定を行っ

た。水酸アパタイト／コラーゲンは，γ線照射によりコラーゲン分子又は

線維が分断され，ダルベッコスリン酸緩衝溶液の浸漬によりコラーゲンが

骨格構造を維持できなくなった。これに対して，ビニルシランを表面修飾

した水酸アパタイト結晶を用いた試料Ａ－γでは，γ線照射により，著し

く圧縮強度が向上した（図５）。そのため，γ線照射により，コラーゲン

と水酸アパタイト結晶の界面において架橋結合が形成され，ダルベッコス

リン酸緩衝溶液中に含浸させても骨格を形成するコラーゲン分子の分断が

低減されたと考えられる。 

【００８３】［００９７］ 

【表１】 

 

【００８４】［００９８］ 

《参考試験例２》 

実施例２で得られた試料Ｃ及び試料Ｃ－ｇ，並びに比較例１で得られた

試料Ｄ及び試料Ｄ－ｇを前記参考試験例１と同じ方法により，圧縮試験を
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行った。 

その結果，傾斜化させた試料は，明らかにその強度が傾斜化させない試

料（ＣとＤ）と比較して弱かった。また，乾燥させた試料と比較すると２

倍以上の強度を示した。更に，目視でダルベッコスリン酸緩衝溶液浸漬３

時間後の膨潤度を確認したところ，中央部分での膨潤が確認できた。以上

のことから，鉛円錐を用いてγ線照射することで材料内部までその膨潤度

の異なる部位ができることを明らかとした。」 

  (2) 本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分について 

    以上の本件基礎出願明細書の記載内容に基づいて，以下，検討する。 

   ア 本件基礎出願発明８及び９は，いずれも多孔質複合体の製造方法の発明

であるが，前記(1)で認定した記載内容を要約すると，以下のとおりのこ

とが認められる。 

    (ア) 従来，人工骨としては，骨伝導能を有するリン酸カルシウムからな

るセラミックス系人工骨が使用されていたが，セラミック特有の脆性に

よる術後の破損やハンドリングの悪さが臨床現場で指摘されており，ま

た，アパタイトからなる人工骨は，生体内でほとんど溶解せず，生体内

に半永久的に残存するという点が問題であり，骨再生に用いられる人工

骨として，生体適用後徐々に吸収され，骨再生サイクルに取り込まれて

自身の骨に置換していくための骨伝導性や生体活性が求められていた

（【０００４】）。 

    (イ) このような観点から，リン酸カルシウムにコラーゲンを加えたリン

酸カルシウム／コラーゲン複合体が，骨再生用の人工骨として期待され

ている。リン酸カルシウム／コラーゲン複合体は，骨伝導能を持ち，従

来のセラミックスにはない柔軟性を示すことから，骨再生の足場材料と

しての実用化研究が検討されている。しかし，従来のアパタイトからな

る材料と比較すると，柔らかすぎるため，荷重部位には適用しにくいと
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いう問題があった（【０００５】）。 

    (ウ) そこで，本件基礎出願発明６ないし９は，骨組織の再生において，

骨リモデリングにより早期に骨置換を起こすことができるだけでなく，

荷重のかかる部位に使用することができる優れた機械的性質を有するリ

ン酸カルシウム／コラーゲン線維複合体の製造方法を提供することを課

題とする（【０００８】）。 

    (エ) 上記の課題を解決するために，本件基礎出願発明８及び９は，まず，

請求項６記載の「（１）リン酸カルシウムの結晶懸濁液を得る結晶合成

工程，（２）可溶化コラーゲン溶液中のコラーゲンを線維化し，コラー

ゲン線維懸濁液を得る，コラーゲン線維化工程，（３）前記コラーゲン

線維懸濁液とリン酸カルシウム結晶懸濁液とを混合し，リン酸カルシウ

ム結晶／コラーゲン線維混合懸濁液を得る，混合工程，（４）前記リン

酸カルシウム結晶／コラーゲン線維混合懸濁液を多孔体に成形する工程，

（５）前記多孔体に架橋密度を変化させた架橋処理を行うことによって，

生体吸収性が１．５倍以上異なる第１の断片及び第２の断片を切り出す

ことのできる多孔質複合体を得る傾斜架橋工程」（以下「傾斜架橋工

程」という。）を採用した上，請求項８記載の「前記結晶合成工程

（１）において，リン酸カルシウム結晶にビニル基を導入し，そして，

前記傾斜架橋工程（５）における架橋が，放射線照射架橋であって，多

孔体への放射線照射量を変化させる」ことにより，骨置換の誘導と機械

的強度とを満足する人工骨用のリン酸カルシウム／コラーゲン線維複合

体を製造することができるものである（【００１１】）。 

以上によると，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分は，上記(ウ)の

課題，すなわち，骨置換の誘導能と，荷重のかかる部位に使用することが

できる優れた機械的特性を有するリン酸カルシウム／コラーゲン線維複合

体の製造方法を提供するという課題を解決する手段に求められるというべ
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きである。 

   イ そこで，本件基礎出願明細書を見てみると，前記(1)のとおり，【０００

５】には，「この観点から，リン酸カルシウムにコラーゲンを加えたリン

酸カルシウム／コラーゲン複合体が，骨再生用の人工骨として期待されて

いる。リン酸カルシウム／コラーゲン複合体は骨伝導能をもち，・・・」

との記載が認められる。 

     上記記載によれば，骨置換の誘導能を有するという課題は，従来から周

知の人工骨用素材である，リン酸カルシウム／コラーゲン複合体を用いる

ことにより解決されるものと認められる。 

     一方，荷重のかかる部位に使用することができる優れた機械的特性を有

するという課題に関しては，前記(1)のとおり，【００８２】に次のとおり

の記載が認められる。 

「本試験例では，放射線架橋により，多孔質複合体の圧縮強度が上昇す

ることを確認した。参考例２で得られた試料Ａ及び試料Ａ－γ，並びに比

較例３で得られた試料Ｂ及び試料Ｂ－γの４種類の試料（φ１０ｍｍ×１

０ｍｍ）の圧縮試験を行い，その力学特性を明らかにした。・・・水酸ア

パタイト／コラーゲンは，γ線照射によりコラーゲン分子又は線維が分断

され，ダルベッコスリン酸緩衝溶液の浸漬によりコラーゲンが骨格構造を

維持できなくなった。これに対してビニルシランを表面修飾した水酸アパ

タイト結晶を用いた試料Ａ－γでは，γ線照射により，著しく圧縮強度が

向上した（図５）。」 

上記記載に加え，【００８３】の表１によれば，ビニル基を導入しない

場合，γ線照射前（試料Ｂ）に比べて，γ線照射後（試料Ｂ－γ）は，強

度が著しく低下している（２０％歪応力が１３．５ｋＰａから４．４６ｋ

Ｐａへ）のに対し，ビニル基を導入した場合，γ線照射前（試料Ａ）に比

べて，γ線照射後（試料Ａ－γ）は，強度は約２倍（２０％歪応力が１４．
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５６ｋＰａから２６．８４ｋＰａへ）に向上し，また，ビニル基を導入し

てγ線を照射したもの（試料Ａ－γ）は，ビニル基を導入しないでγ線を

照射したもの（試料Ｂ－γ）に比べて，約５倍（２０％歪応力が２６．８

４ｋＰａに対し４．４６ｋＰａ）の強度を有することが記載されている。 

そして，これらによれば，本件基礎出願明細書には，ビニル基導入・放

射線照射によって，荷重のかかる部位に使用することができる優れた機械

的特性を有するリン酸カルシウム／コラーゲン線維複合体が得られたこと

が記載されているものと認めることができる。 

他方，証拠（甲２）を検討してみても，本件基礎出願明細書には，ビニ

ル基導入・放射線照射によることなく，傾斜架橋のみで，荷重のかかる部

位に使用することのできる優れた機械的性質を有するリン酸カルシウム／

コラーゲン線維複合体が得られたことを示す記載はない。 

そうすると，本件基礎出願発明８及び９の課題を解決した手段は，従来

から周知の人工骨用素材である，リン酸カルシウム／コラーゲン複合体に，

ビニル基を導入し，放射線を照射したこと，すなわち，ビニル基導入・放

射線照射であり，傾斜架橋は，同発明の課題解決手段とは認められない。 

したがって，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分は，控訴人の主張

するとおり，ビニル基導入・放射線照射にあると認めるのが相当である。 

(3) 被控訴人の主張について 

被控訴人は，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分は，傾斜架橋とする

ことにあり，傾斜架橋させたリン酸カルシウム／コラーゲン複合体の機械的

特性については，本件基礎出願明細書の【００８４】に，「《参考試験例２》 

実施例２で得られた試料Ｃ及び試料Ｃ－ｇ，並びに比較例１で得られた試料

Ｄ及び試料Ｄ－ｇを前記参考試験例１と同じ方法により，圧縮試験を行った。

その結果，傾斜化させた試料は，明らかにその強度が傾斜化させない試料

（ＣとＤ）と比較して弱かった。また，乾燥させた試料と比較すると２倍以
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上の強度を示した」（判決注・下線は被控訴人が付した。）と記載されている

として，その理由について，上記の下線部分の後半は，膨潤多孔質複合体の

状態（湿潤状態）のままでテーパーを用いて放射線照射を行って傾斜架橋さ

せた試料Ｃ－ｇ（実施例２）は，乾燥状態で放射線照射架橋を行って傾斜架

橋をさせなかった試料Ａ－γ（参考例２）よりも２倍の機械的強度を有する

結果となった，という内容の記載であると主張する（前記第３の１(2)）。 

しかし，まず，上記の下線部分の前には，「試料Ｃ及び試料Ｃ－ｇ」並び

に「試料Ｄ及び試料Ｄ－ｇ」について圧縮試験を行ったことが記載されてい

るのであるから，上記の下線部分には，試料Ｃ及び試料Ｃ－ｇ並びに試料Ｄ

及び試料Ｄ－ｇについての比較試験の結果が記載されていてしかるべきもの

であり，被控訴人が主張するように，上記の下線部分に，試料Ｃ－ｇと試料

Ａ－γとの比較試験の結果が記載されていると読むことはできない。 

また，被控訴人が主張するように，膨潤多孔質複合体の状態（湿潤状態）

のままでテーパーを用いて放射線照射を行って傾斜架橋させた試料Ｃ－ｇと，

乾燥状態で放射線照射架橋を行って傾斜架橋をさせなかった試料Ａ－γとを

比較したとしても，両試料は，放射線照射時に試料が湿潤状態にあるか，乾

燥状態にあるか，また，放射線照射を行って傾斜架橋させたか，放射線照射

架橋を行って傾斜架橋をさせなかったか，という２点において異なるのであ

るから，両者の比較試験の結果が，そのいずれの点のどの程度の相違によっ

て導かれたのかは不明というほかない。 

したがって，本件基礎出願明細書の【００８４】に，傾斜架橋させたリン

酸カルシウム／コラーゲン複合体の機械的特性が記載されているものとは認

められない。そして，前記(2)イのとおり，本件基礎出願明細書には，他に，

ビニル基導入・放射線照射によることなく，傾斜架橋のみによって，荷重の

かかる部位に使用することができる優れた機械的特性を有するリン酸カルシ

ウム／コラーゲン線維複合体が得られたことを示す記載はない。 
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そうすると，傾斜架橋は，本件基礎出願発明８及び９の課題を解決した手

段とは認められないから，傾斜架橋をもって，本件基礎出願発明８及び９の

特徴的部分であるということはできない。被控訴人の上記主張は採用するこ

とができない。 

  (4) 小括 

以上によれば，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分は，控訴人の主張

するとおり，ビニル基導入・放射線照射にあると認められる。 

 ２ 争点２（本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分の創作に対するＡの関与の

有無及び内容）について 

   控訴人は，本件着想はＡによるものであり，Ａはその具体化にも関与してい

ると主張し（前記第３の２(1)），被控訴人はこれを争う（同(2)）ので，以下，

検討する。 

  (1) 認定事実 

    前記第２の２の前提事実（以下，単に「前提事実」という。）に加え，各

項に記載の甲号，乙号各証，証人Ａ，同Ｃ（ただし，上記各証拠中，後記認

定に反する部分は，採用しない。）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が

認められる。 

   ア （Ａの経歴等） 

Ａは，平成１０年３月，北大の大学院工学研究科分子化学専攻修士課程

を終了し，企業の研究所勤務を経て，平成１３年４月から平成１６年７月

まで同専攻博士後期課程に在籍し，魚由来コラーゲンを生体材料として活

用するための改質技術をテーマとして研究を行い，同年９月，同大学から

博士（工学）を授与された。 

Ａは，平成１６年８月から平成１８年３月まで，独立行政法人物質・材

料研究機構・生体材料研究センターの特別研究員として，人工骨の開発に

従事した。当時，Ｂは，同研究センターのセンター長であり，人工骨プロ
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ジェクトのリーダーの地位にあった。また，Ｂは，北大の創成科学共同研

究機構・特定研究部門の特任教授を兼任しており，Ａは，Ｂの要請を受け

て，平成１８年４月から平成１９年３月までの間，同部門の特任助手とし

て勤務した。 

Ａは，平成１９年４月，金沢工業大学・ゲノム生物工学研究所の研究員

として採用され，Ｂとの勤務上の関係はなくなった。しかし，Ａは，平成

１８年から１９年にかけて，独立行政法人科学技術振興機構の資金による

人工骨開発研究における研究代表者を務める立場となり，コラーゲン人工

骨の研究において，金沢工業大学の研究担当者として，被控訴人の研究担

当者であるＢ及びＣらと共に，共同研究を続けていた。当時，同共同研究

では，コラーゲン人工骨を高密度化して強度強化をする方法について研究

を進めており，コラーゲン人工骨に放射線照射をして強度強化を図るとい

う発想は生まれていなかった。（甲３０，３１，証人Ａ） 

   イ （本件共同研究第１期前） 

Ａは，平成２０年６月に控訴人に雇用され，駒沢支所勤務の研究員とな

り，Ｂ及びＣらとの前記共同研究関係から離れた。しかし，Ａは，高密度

化による強度強化には限界がある一方，高密度化による強度強化によって

コラーゲン人工骨の利点である生体吸収性が減少していくことが分かって

いたことから，控訴人に雇用された後も，高密度化とは別の原理でコラー

ゲン人工骨の強度強化を実現する方法はないかについて考えていた。 

     Ａが配属された駒沢支所は，旧東京都アイソトープ総合研究所であり，

放射線照射設備を備えており，放射線研究のための設備が充実していた。

Ａは，同支所に配属後すぐに放射線業務従事者として登録され，被控訴人

が行っていた放射線を用いた研究業務に従事することになり，放射線の特

性や化学的利用方法について知見を深めていった。 

Ａは，上記研究業務に従事する中で，種々の高分子化合物に含まれるビ
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ニル基という構造が放射線照射によって活性化し，高分子同士をつなげる

結合点になること（架橋すること）を知り，また，上記研究業務とは別に，

工業製品に用いられる複合材料の分野において，無機物と有機物の界面の

性質が複合材料の物性に強く影響するという話を聞いた。Ａは，これらの

知識を得たものの，当時，コラーゲン人工骨の分野においては，コラーゲ

ンに放射線を照射すると，コラーゲンが分解して劣化し，強度が低下する

というのが共通の認識であったことから，上記の知識を得ても直ちに本件

着想に至ることはなかった。（甲３０，３１，証人Ａ） 

   ウ （本件着想） 

Ａは，本件共同研究第１期の開始を前にして，本件共同研究の研究テー

マをどのようなものにするかについて，コラーゲン人工骨の強度強化を図

る一方，コラーゲンの持つ生体吸収性という特性もそれ程失わないように

するという，相反する課題をクリアするにはどうすればよいかを考えてい

たところ，平成２１年２月ころ，前記イの知識（種々の高分子化合物に含

まれるビニル基という構造が放射線照射によって活性化し，高分子同士を

つなげる結合点になること（架橋すること））に，控訴人に雇用される以

前から有していた知識（ビニル基をリン酸カルシウムの表面に熱処理によ

り導入する）を組み合わせれば，ビニルシランによるコラーゲンとリン酸

カルシウムの界面架橋によって，高密度化とは別の原理によって強度強化

を図ることができるのではないか，しかも，この場合は，コラーゲンとい

う母材全体の強度を強化するわけではないので，コラーゲンの持つ生体吸

収性という特性もそれ程失われないのではないか，と思い至った。 

Ａは，放射線には，コラーゲンという人工骨の母材を劣化させ，強度を

低下させる効果もあることから，リン酸カルシウム／コラーゲンの界面架

橋による強度強化という効果と，母材劣化の効果のいずれが勝るのか，ま

た，放射線の照射線量の適値が存在するのかは，実際に実験をしてみるま



 80 

では分からないことではあるものの，高密度化したコラーゲン人工骨であ

れば，放射線による母材劣化の効果は限定的であろうと予想し，新しい研

究テーマとして取り組む価値はあるものと考えた。 

     Ａは，上記着想を得たものの，これを平成２１年４月開始の本件共同研

究第１期の研究テーマにするには，提案資料を作成した上，控訴人内部の

稟議を経る必要があり，本件共同研究の開始までには時間が足りないと考

えたため，本件共同研究第１期の研究テーマとして提案することはしな

かった。（甲３０，証人Ａ） 

   エ （本件共同研究第１期） 

平成２１年４月１日，研究題目を「コラーゲン高密度化技術による自家

骨移植代替向け人工骨の開発」とする本件共同研究第１期が始まった。 

ここでの研究内容は，「コラーゲン線維の密度を生体骨中と同等に高め

ることにより，力学特性が骨と調和した強度の高いコラーゲン／ハイドロ

キシアパタイト複合多孔体を開発する」こととされ，研究分担については，

被控訴人が，湿式法による単相ハイドロキシアパタイトの製造，電子顕微

鏡及び分光学的手法による多孔体のキャラクタリゼーション，非破壊的手

法（動的粘弾性試験）による複合多孔体の力学特性評価を，北大が，ウサ

ギによる動物実験の実施，バイオメカニクス及び組織学的手法による骨再

生の評価を，控訴人が，高密度コラーゲン／ハイドロキシアパタイト複合

多孔体の作成と滅菌，動物細胞培養による複合多孔体の生物学的特性評価，

破壊的手法（曲げ，圧縮）による複合多孔体の力学特性評価を，それぞれ

担当するものとされた。（前提事実(2)，甲１の１） 

オ （乙９資料・本件コラーゲン会議用資料の作成と発表） 

Ａは，Ｂから，平成２１年６月２日に行われる本件コラーゲン会議にお

いて，従前，Ａが，Ｂ及びＣらと行っていたコラーゲン人工骨の研究成果

をまとめ，今後の研究の方向性とともに発表してほしいとの依頼を受けた。
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本件コラーゲン会議は，Ｂの研究室が主催する非公式の会議であるコラー

ゲン会議の第１１回であり，産官学連携によるコラーゲン材料の開発を目

的としており，本件共同研究とは直接の関係はない。 

Ａは，Ｂの依頼に基づき，本件コラーゲン会議の直前に乙９資料を一人

で作成した。 

     Ａは，乙９資料において，まず，従前のコラーゲン人工骨の研究成果を

まとめた上で（２１頁まで），「新たに検討する基盤技術」（２２～２５

頁）として，前記ウの着想を記載した。すなわち，「コラーゲン線維マト

リックスの架橋 → 生体吸収性が失われる → 有機／無機界面に着

目」（２２頁）として，コラーゲンの生体吸収性が失われないように，Ｈ

Ａｐ（水酸アパタイト）とコラーゲン線維の有機／無機界面に着目すべき

ことを記載し，「コラーゲン線維とＨＡｐの接着 放射線化学の応用 放

射線架橋助剤＝ビニル基」（２４頁）として，放射線架橋剤としてビニル

基を用いることを記載した。そして，「研究実施体制（案）」（２６頁）と

して，「医療材料メーカーを中心にした産学公連携の研究実施体制が必

要」とした上，「東工大 コラーゲン高密度化技術の技術移転 → （医

療材料メーカー）コラーゲン高密度化を利用した人工骨の開発」，「都産技

研（判決注・控訴人を指す。） 放射線利用（架橋・滅菌） 力学特性評

価 →（医療材料メーカー）放射線化学を利用した力学特性の向上」，「北

大医（予定） 動物実験 インプラントのバイオメカニクス →（医療材

料メーカ－）動物実験による実証試験」として，控訴人が，放射線化学を

利用した力学特性の向上のための役割を果たすことなどを提案する趣旨の

記載をした。 

     本件コラーゲン会議には，控訴人からＡ，被控訴人からＢほか３名，北

大関係者１名のほか，企業及び公立研究機関の関係者を含め，２０名が参

加し，Ａは，これら参加者に対し，乙９資料を用いてプレゼンテーション
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を行った。 

     しかし，本件共同研究第１期の研究内容として，Ａの上記提案が直ちに

採用されることはなかった。（甲３０，乙９，４０，証人Ａ） 

   カ （甲２８計画書・控訴人における研究計画） 

Ａは，前記ウの着想を，まずは，控訴人におけるポリ乳酸の研究におい

て使おうと考えた。すなわち，控訴人においては，コラーゲン人工骨のよ

うな医療材料よりも，工業利用価値の高いポリ乳酸の方が，研究テーマと

して採用されやすいであろうと考え，また，放射線界面架橋の原理によれ

ば，ポリ乳酸で効果が得られれば，コラーゲン人工骨でも同じような効果

が得られるであろうと予想し，平成２１年６月４日，控訴人の単独研究の

テーマとして，研究テーマ名を「ポリ乳酸／無機フィラー複合体の界面制

御による力学特性の向上」とする研究について，甲２８計画書を作成して

控訴人に提案し，採用された。 

     甲２８計画書には，研究の目的として，「本研究では，ポリ乳酸／無機

フィラー複合体の界面に着目し，界面結合を放射線により制御し，力学特

性向上と生分解性を同時に達成する技術の可能性および新規性を模索す

る」との記載があり，また，研究内容として，「母材の安定化は生分解性

を低下させるため，界面に特化した材料改質という方向性は技術的に妥当

である。」，「グラフトする放射線架橋剤も試薬として入手可能」との記載

がある。また，何を明らかにし，解決するのかについて，「無機フィラー

に放射線架橋する官能基をグラフトし，放射線照射を行いポリ乳酸母材と

無機フィラーの界面結合を図る」，技術的問題点と課題の水準として，「汎

用樹脂代替を目指すため，ビニル基等の放射線感受性官能基を有する高分

子鎖のコスト・・・が重要になる。既存技術の組み合わせなので，放射線

量および線量率の最適化が重要であり，本研究所が実施するアドバンテー

ジとなる」との記載がある。（甲２８，３０） 



 83 

   キ （本件共同研究第２期） 

平成２２年４月１日，本件共同研究第２期が始まった。 

ここでの研究内容も，第１期と同様，「コラーゲン線維の密度を生体骨

中と同等に高めることにより、力学特性が骨と調和した強度の高いコラー

ゲン／ハイドロキシアパタイト複合多孔体を開発する」こととされた。 

研究分担については，第１期と若干の変更があり，被控訴人が，湿式法

によるハイドロキシアパタイトの製造，高密度コラーゲン／ハイドロキシ

アパタイト複合多孔体の作成，電子顕微鏡及び分光学的手法による多孔体

のキャラクタリゼーションを，北大が，ウサギによる動物実験の実施，バ

イオメカニクス及び組織学的手法による骨再生の評価を，控訴人は，高密

度コラーゲン／ハイドロキシアパタイト複合多孔体の架橋と滅菌，破壊的

手法（曲げ，圧縮）のほか，非破壊的手法（動的粘弾性試験）による複合

多孔体の力学特性評価を，それぞれ担当するものとされた。（前提事実(2)，

甲１の２） 

   ク （甲２９報告書・控訴人における研究結果の報告） 

控訴人における前記カの「ポリ乳酸／無機フィラー複合体の界面制御に

よる力学特性の向上」の研究においては，遅くとも平成２２年３月ころま

でに，ビニル基を導入したリン酸カルシウムとポリ乳酸の複合体にγ線２

５ｋＧｙを照射して行った３点曲げ試験の結果，放射線を照射したものは，

曲げ弾性率が高いこと，すなわち，歪みにくいという強度特性の効果が認

められることが明らかになった。 

Ａが平成２２年３月２３日に控訴人に提出した甲２９報告書には，研究

内容及び結果について，「■特許調査による新規性の明確化 “ポリ乳

酸”に“無機フィラーを複合化”した複合材料の力学特性を“シランカッ

プリング剤を用いた無機フィラーの表面処理”により改良する技術は公知

であった。しかし，“ビニル基を有する有機物で表面処理を行い”かつ
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“放射線で架橋して界面を選択的に強化する”技術は開示されていないこ

とを確認した」，「■表面処理した無機フィラーを用いたポリ乳酸複合体の

作製，放射線架橋，力学特性評価 ハイドロキシアパタイト粒子（ＨＡ

ｐ）をトリメトキシビニルシランで処理（Ｓｉ－ＨＡｐ）。ポリ乳酸に重

量比４０％で混合。３点曲げ試験により，界面の架橋による曲げ弾性率の

有意な向上を確認した」との記載がある。 

また，甲２９報告書に添付された資料には，３点曲げ試験が，γ線２５

ｋＧｙを照射して行われたことが示されており，実験結果として，「曲げ

弾性率にビニルシラン処理および放射線架橋の効果を認めた。曲げ強度は

ガンマ線処理によるポリ乳酸母材の劣化により減少した。酸素の除去や不

活性ガス置換下でガンマ線処理を行えば，効果がさらに顕著になると期待

される」との記載がある。（甲２９，３０） 

   ケ （甲４資料・共同研究提案資料の作成） 

 本件共同研究第１期は，コラーゲン線維の高密度化による力学特性の向

上を目指して研究が進められたが，はかばかしい成果は得られなかった。 

Ａは，前記クのとおり，ビニル基を導入したリン酸カルシウムとポリ乳

酸の複合体において曲げ弾性率が向上する効果が得られた以上，ビニル基

を導入したリン酸カルシウムとコラーゲンの複合体においても同様に機械

的強度が高められるであろうと予想し，平成２２年４月２３日，本件共同

研究第２期の研究内容の提案として，「放射線によるコラーゲンナノ界面

強化」と題する共同研究提案資料（甲４資料）を作成し，前記ウの着想を

コラーゲン人工骨において具体化することを被控訴人の研究担当者らに提

案した。 

Ａの上記提案は採用され，以後，被控訴人側で作成した高密度コラーゲ

ン／リン酸カルシウムの試料を用いて，放射線照射量の最適値を得るため

の実験をすることになった。（甲４，３０） 
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コ （甲２０資料・学生向け資料の作成） 

Ａは，Ｂから，本件共同研究は，Ｂの研究室の学生Ｓの卒論研究を兼ね

るため，積極的に指導しながら実験者として使ってほしいとの依頼を受け

た。 

当時，Ｓは，Ｂの研究室に入ったばかりの大学４年生であり，コラーゲ

ン人工骨の研究成果や放射線化学についての知識が不十分であった。その

ため，Ａは，平成２２年５月１８日，本件共同研究に係る説明資料（甲２

０資料）を作成し，Ｓに対し，本件共同研究の意義や背景等，本件共同研

究に従事するために必要な基礎的な知識を教え，その後，放射線照射量の

最適値を得るために必要な作業や実験をＳに手伝わせることにした。Ｓが

控訴人を訪れることもあった。 

Ａが作成した甲２０資料には，「アパタイト／コラーゲン界面に選択的

に架橋を入れると，原理的には生体吸収性に悪さしません」（４頁）との

記載があり，また，利用する放射線について，γ線については，控訴人の

駒沢支所で利用できること，高分子の架橋は２５ｋＧｙ以上が普通である

こと，電子線については，外部で実験すること，架橋反応は線量でほぼ決

まり，線量率効果はそれほど大きくない場合が多いことが記載されていた。

（甲２０，３０，乙５３） 

   サ （甲９メール・実験結果の報告） 

Ｓは，平成２２年１０月１７日，甲９メールにより，ＡとＣに対し，ビ

ニル基を導入したリン酸カルシウム／コラーゲン複合体に５０ｋＧｙのγ

線を照射すると，ビニル基を導入していないものに比べて著しく強度が向

上した旨の報告をした。（甲９の１・２） 

   シ （甲２３メール・電子線照射実験に関するやりとり） 

     平成２２年１１月４日及び５日，Ｃ，Ａ及びＳの間で，以下のメールの

やりとりが行われた。（甲２３）  
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(ア) ＣからＡ宛て（Ｓに対しｃｃ）１１／４．ｐｍ１：２５ 

「・・・試料作製を始めます。電子線照射において変えられるパラメー

ターはなんでしょうか？照射時間ですか。γ線と比較した場合，材料に

対して起きる現象が全く異なると思いますが，それをどのように解釈す

べきでしょうか。・・・また，可能であれば，同じコラーゲン濃度のロ

ットで，γ線照射量を変えた実験まで行い，その違いを明確にしたく思

います。いかが思いますか。基本的には，２５，５０，１００Ｋｇｒａ

ｙで試したいです。・・・」 

(イ) ＡからＣ宛て（Ｓに対しｃｃ）１１／４．１４：４５ 

「■検討すべき項目は以下の２点と考えます。１）同じ線量での，線量

率効果 線量率は定量的に変えるのではなく，電子線とガンマ線の比較。

電子線の線量率はガンマ線の１０００倍以上。２）線量の効果 ガンマ

線では実施困難な，１００ｋＧｙを超える大線量での検討。」 

「■電子線の照射線量 ２５，５０，１００ＫＧｒａｙに賛成です。余

裕あれば２００も追加？あるいは１００をやめて１５０か２００にす

る？」 

「■材料に対して起こる現象 分解優先になるのか架橋優先になるのか

は，Ｓさんの材料でやってみないと分からないと考えています。・・・

放射線化学の専門の方に言わせると，電子線ガンマ線も「線量」で整理

して差し支えない。もし同じ線量で重合や架橋に違いが見られた場合，

線量率の議論になる。・・・」 

(ウ) ＳからＡ及びＣ宛て １１／５．１４：５５ 

「電子線照射実験に際して心配だったのは同じ線量をガンマ線と電子線

でかけた時に違う結果が出た場合，それを単純に線量率の差から生じて

いるとしていいものなのか・・・というところでした。それよりも線量

自体の増減で架橋の状態がどのように変わるかを見たほうがわかりやす
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いかのかも…と考え，ガンマ線の照射量を２５ｋＧｙ，５０ｋＧｙ，１

００ｋＧｙと変えたサンプルを作ろうと考えていました。・・・具体的

に今回作ろうとしているサンプルは，①ｓＨＡｐ／Ｃｏｌ ２５ｋＧｙ

（γ線），②ｓＨＡｐ／Ｃｏｌ ５０ｋＧｙ（γ線），③ｓＨＡｐ／Ｃｏ

ｌ １００ｋＧｙ（γ線），④ｓＨＡｐ／Ｃｏｌ ５０ｋＧｙ（電子線），

⑤ＨＡｐ／Ｃｏｌ ５０ｋＧｙ（γ線），⑥ＨＡｐ／Ｃｏｌ ５０ｋＧ

ｙ（電子線）の６種です。・・・Ａ先生のメールを見ると電子線とガン

マ線の違いを線量率のみで議論してよいということなのでそれならば今

回は電子電で線量を変える・・・という方法でもいいのかなと思います。

ご意見伺いたいです。よろしくお願いします。」 

   ス （乙５メール・圧縮試験の結果に関するやりとり） 

     Ｓは，圧縮試験の結果をとりまとめ，平成２３年１月１１日，ＳとＡ及

びＣの間で，次のようなメールのやりとりが行われた。（乙５，１７の

１・２） 

(ア) ＳからＡ宛て（Ｃに対しｃｃ）１／１１．ｐｍ１：５２ 

「電子線照射の試験の結果のまとめが終わったので送らせていただきま

す。・・・今回の実験から①電子線を用いることで母材の劣化効果が抑

えられたが，それ以上に界面強化効果が現れなかった。②５０ｋＧｙ以

上の照射は母材劣化が著しく強度が低下してしまった。以上の２点が分

かりました。 

 ①については照射時間を短くしたことでＣｏｌの劣化が抑えられたもの

のＣ＝Ｃがラジカルになっている時間も短くなるため架橋が十分に行わ

れなかったことが原因かなと考えています。・・・②の結果から自分の

サンプルには１００ｋＧｙを超すような大線量の照射は必要ないことが

分かりました。以上の結果から当面はガンマ線に絞って比較的低い線量

で最適値を探すのがよいかなと考えています。ご意見を伺いたいで
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す。」 

(イ) ＡからＳ宛て（Ｃに対しｃｃ）〔上記(ア)を受けて〕 

「「界面に選択的に放射線架橋を導入できる」という事実が明らかにな

りましたね。私が調べた限り世界初です。特許性が出せると思いま

す。」 

「Ｓさんの言うとおり線量を５０ｋＧｙに絞った再実験がいるでしょう

（Ｓさんの②について）。メカニズムはさて置き，ガンマ線と電子線の

どちらが物性改質に対して有効なのか。同じロットのＨＡｐ／Ｃｏｌ多

孔体で結論を出したいですね。」 

「比較において大事になるのがメカニズム（Ｓさんの①）です。①につ

いては，私は，５０ｋＧｙでラジカルが飽和していた可能性を考えてい

ます。電子線の線量率がガンマ線よりもケタ違いに高いため，飽和はよ

くある話のようです。」 

「ラジカルが飽和すると再結合が頻繁におきて，「線量のわりに照射効

果がでない」結果となります。固体試料のように分子間距離が近い場合

はなおさら。電子線による強度向上効果が低かった一方で，母材劣化も

少なかったという結果と一致しています。」 

「１０，２５，５０ｋＧｙを試験し，最適値が見つけられると考えます。

低線量であることは工業的に有利です。」 

(ウ) ＣからＡ宛て（Ｓに対しｃｃ）１／１１．１７：２８ 

「・・・可能であれば，特許出願を先に済ませたく思います。・・・３

月１日に卒論発表会がありますので，その前までに済ませる必要があり

ます。」 

   セ （職務発明の届出） 

(ア) Ａは，平成２３年１月３１日，控訴人理事長に対し，発明の名称を

「無機界面に選択的に強化する方法およびその方法により得られる有機
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無機複合体」とする勤務発明届（甲１８）を提出した。 

これによれば，特許請求の範囲の請求項１は，「表面が放射線架橋性

の有機物で被覆された無機粒子と高分子との複合材料であって，線量１

０～５０ｋＧｙの範囲の放射線が照射された複合材料」とされ，また，

発明者は，Ａら控訴人関係者３名，Ｂら被控訴人関係者４名の合計７名

で，持分は，控訴人５０％，被控訴人５０％とされている。 

なお，上記職務発明届は，Ａの作成した原案にＣが加筆修正したもの

である。また，上記発明届に添付された職務発明明細書案の「実施例及

び比較例として用いたコラーゲン／ｓ－ＨＡｐ複合多孔体の圧縮試験結

果」の図１のグラフでは，実施例１と実施例２の棒グラフが逆になって

いたが，控訴人内部の手続においては，後に修正された。（甲１８，３

４，乙２の１・２，３の１ないし３） 

(イ) 一方，Ｂは，同年２月７日，被控訴人学長に対し，発明の名称を

「有機無機界面を選択的に強化する方法およびその方法により得られる

有機無機複合体」とする発明届出書（甲１９）を提出した。 

これによれば，発明内容の具体的説明として，「本発明は，高分子の

分解性を低下させずに，高分子／無機粒子複合材料の力学特性を向上さ

せる技術である。具体的には，リン酸カルシウム粒子表面を放射線に感

受性のある官能基（ビニルシラン）を修飾して，高分子材料（コラーゲ

ンやポリ乳酸など）と複合化する。次いで放射線を照射することで，無

機粒子と高分子材料の界面に共有結合が形成される。鋭意誠意検討した

結果，γ線を照射することで，圧縮強度の向上が可能であることを見出

し，本発明を完成させた。」とされ，また，発明者は，Ｂら被控訴人関

係者４名，Ａら控訴人関係者３名の合計７名で，持分は，被控訴人関係

者４名で合計５０％とされている。 

なお，上記発明届出書には，Ａが同年１月２５日にＣに対してメール
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添付で送信した原案が利用されている。（甲１９，２４の１・２） 

   ソ （特許出願等に向けたＡとＣ，Ｄとのやりとり） 

(ア) 平成２３年２月７日，ＣとＡの間で，前記セの発明について，被控

訴人と控訴人との共同出願に向けて，請求項の記載や双方の審査会の日

程，担当弁理士の選定等について，メールによりやりとりが行われ，Ａ

から，８日の控訴人側の審査会には，被控訴人との共同出願とし，２／

Ｅ（２月末）までに出願予定との報告をする旨が伝えられた。（甲５，

２５） 

(イ) Ａは，平成２３年２月９日，控訴人の審査会を経て，Ｃに宛てて，

次のメールを送った。 

  「審査会でアドバイスのあった点をご報告します。 

  １）線量の閾値を５０ｋＧｙ以上にできないか。 

   （対応１）弁理士のアドバイスを受ける。１００ｋＧｙでネガティブ

データが出ている状況で，閾値をどこまで１００ｋＧｙに近づけら

れるか 

   （対応２）「架橋剤を母材に混合せずとも，わずか５０ｋＧｙで強化

された」点に新規性があるか。あるなら，線量閾値が差別化として

意味を持つ。・・・」（甲２６。以下「甲２６メール」という。） 

 (ウ) Ｄは，平成２３年２月３日，Ａに対し，メールに添付して，本件研

究支援プログラムの応募に係る「Ａ－ＳＴＥＰ（クラレ－東工大－北大

医－東京都技研）申請骨子案」を送り，内容の確認，誤り等の指摘を求

めていた。（甲６の１・２） 

タ （ＢとＡとのやりとり） 

平成２３年２月７日，Ｂは，Ａに対するメールで，Ａが控訴人の研究者

及び本件共同研究の当事者以外の企業等の研究者と共同で行った「魚類コ

ラーゲンを用いた細胞培養基材の開発－応用研究の進展と再生医療支援
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－」と題する発表を取り上げ，同発表の内容と本件共同研究との関係，及

び上記共同発表者に守秘義務違反の可能性があることを指摘し，その点に

関する状況について，説明をするよう求めた。 

これに対し，Ａは，同日から同月１４日までの間，Ｂとのメールのやり

とりにおいて，控訴人における研究と本件共同研究とに重複はない旨，ま

た，上記共同発表者に守秘義務違反はない旨を回答した。（乙４。以下

「乙４メール」という。） 

   チ （本件卒論発表） 

平成２３年３月１日，Ｓは，被控訴人の学士論文研究発表会において，

「アパタイト－コラーゲン人工骨の放射線照射による高強度化」と題して，

卒業論文の発表をした。（前提事実(3)，乙１９の１・２，４４） 

ツ （特許出願に対するＣからの提案，Ａの対応） 

    (ア) 平成２３年３月１１日，Ｃから，Ａに対し（Ｂに対しｃｃ），メー

ルで次のような提案がされた。 

「・・・特許が宙に浮いていますが，下記のように交通整理したく思い

ます。・・・」 

「東京都産業技術研究センター 

○ ポリ乳酸などの合成高分子と表面改質した無機物の作成方法と複

合体に対して放射線照射した複合材料 

東工大 

○ コラーゲンなどの天然高分子と表面改質した無機物の作成方法と

複合体に対して放射線照射した複合材料 

大変お手数をおかけしますが，ご検討下さい。」（乙７） 

(イ) Ａは，同月１７日，Ｂに対し，次の内容のメールを送信した｡ 

「特許出願の件です。３月２２日（火）まで，以下の３点を教えてく

ださい。 
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１）利用する特許事務所 

２）出願予定日 

３）貴大学審査会の結果の要点 

出願は当職場に対する責務ですので，当初の予定通り進めていただく

よう，重ねてお願いします。」 

「特許出願前の交通整理はルール違反なので受けられませんが，出願

後の交通整理については先生方の不利益にならぬよう配慮いたします

のでご心配いりません。」（乙８） 

   テ （ＡとＢとの共同出願に関するやりとり） 

 Ａは，平成２３年４月１日，Ｂ，Ｃ及びＤに宛てて，次の内容のメール

を送信した。 

「発明者として予定されていた３名の先生がた全員からの回答をお願いし

ます。４／７（木）までにお願いします。共同出願を予定している特許の

件です。以下の４つのどれが現状なのかをおしえてくださいませんか。 

Ａ まだ出願していないが，都産技研（判決注・控訴人を指す。）との

共同出願をする予定 Ｂ まだ出願していないが，都産技研を外して出す

予定 Ｃ すでに出願した Ｄ 出願しない 

こちらは，もちろんＡを想定して対応して参りました。出願が滞ってお

り，小職に説明責任があります。どうかご回答宜しくお願いします。」 

これに対し，同月１２日，ＢからＡに宛てて，次のメールが送信された。 

「Ｄ：出願しないことでよろしくお願いいたします。合成高分子を用いた

放射線による強度改善はむずかしいと考えています。」（甲７） 

ト （本件基礎出願等） 

  平成２３年４月中に，控訴人と被控訴人の事務担当者の間で，共同研究

成果の特許共同出願についての問合せ等がされたが，進展はみられなかっ

た。（乙６） 
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  同月ころ，ＢとＣは，二人で議論をしながら，傾斜架橋の着想を得た｡

（証人Ｃ） 

  また，そのころ，Ｂは，クラレとともに，独立行政法人科学技術振興機

構の本件研究支援プログラムに応募し，上限２０００万円の研究資金を得

た｡（前提事実(4)） 

  被控訴人は，同年７月４日，本件基礎出願をした。（前提事実(5)） 

  また，同年１１月２１日，Ｂ，Ｃ，Ｄ及びＳは，本件学会発表をした。

（前提事実(6)） 

  (2) 判断 

前記(1)の認定事実（以下，単に「認定事実」という。）によれば，本件着

想及びその具体化に関するＡの関与について，概要，次のとおりの事実を認

めることができる。 

すなわち，①Ａは，平成２１年２月ころ，本件基礎出願発明８及び９の特

徴的部分であるビニル基導入・放射線照射の着想を得て，放射線には，人工

骨の母材であるコラーゲンを劣化させ，強度を低下させる効果もあるが，高

密度化したコラーゲン人工骨であれば，放射線による母材劣化の効果は限定

的であろうと予想し，新しい研究テーマとして取り組む価値があるものと考

えたこと（認定事実ウ），②Ａは，Ｂら本件共同研究の研究担当者も参加し

た平成２１年６月２日の本件コラーゲン会議において本件着想を発表し，控

訴人，被控訴人及び北大の役割分担を含む研究実施体制案を提案したが，本

件共同研究第１期の研究内容としては，Ａの提案は採用されなかったこと

（同オ），③Ａは，本件着想をまず控訴人におけるポリ乳酸の研究において

使おうと考え，平成２１年度における控訴人の単独研究のテーマとして提案

し，採用され，研究を進めた結果，遅くとも平成２２年３月ころまでに，ビ

ニル基を導入したリン酸カルシウムとポリ乳酸の複合体にγ線２５ｋＧｙを

照射して行った３点曲げ試験の結果，γ線を照射したものは，曲げ弾性率が
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高いこと，すなわち，歪みにくいという強度特性の効果が認められるという

知見を得たこと（同カ，ク），④そこで，Ａは，コラーゲン人工骨において

も同様に機械的強度が高められるであろうと予想し，同年４月２３日，本件

共同研究第２期の研究内容として，本件着想をコラーゲン人工骨において具

体化することを被控訴人の研究担当者らに提案し，採用され，放射線照射量

の最適値を得るための実験をすることになったこと（同ケ），⑤Ａは，Ｂか

ら，本件共同研究は，Ｂの研究室の学生Ｓの卒論研究を兼ねるため，積極的

に指導しながら実験者として使ってほしいとの依頼を受け，Ｓに対し，本件

共同研究に従事するために必要な基礎的な知識を教え，利用する放射線につ

いては，高分子の架橋は２５ｋＧｙ以上が普通であること，架橋反応は線量

でほぼ決まり，線量率効果はそれほど大きくないことなどを説明した上，放

射線照射量の最適値を得るために必要な作業や実験をＳに手伝わせることに

したこと（同コ），⑥Ｓは，平成２２年１０月１７日，ＡとＣに対し，ビニ

ル基を導入したリン酸カルシウム／コラーゲン複合体に５０ｋＧｙのγ線を

照射すると，ビニル基を導入していないものに比べて著しく強度が向上した

旨の報告をしたこと（同サ），⑦Ｓは，実験条件をめぐってＡ及びＣと意見

交換をしながら実験を進めたこと（同シ），⑧Ｓは，平成２３年１月１１日，

ＡとＣに対し，電子線を用いることで母材の劣化効果が抑えられたが，それ

以上に界面強化効果が現れなかったこと，また，５０ｋＧｙ以上の照射は母

材劣化が著しく強度が低下したことについて報告をし，意見交換をしたこと

（同ス），その後，ＡとＣが中心となって，共同発明を前提とした特許出願

の準備が進められたこと（同スないしソ），以上の事実が認められる。 

そして，これらの事実に照らしてみれば，本件着想はＡによるものであり，

その具体化に当たっても，Ａは，Ｃと共に，Ｓに対し，個別，具体的に指導

をし，作業や実験に当たらせていたものであり，その結果，遅くとも平成２

３年２月初めころまでには，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分が具体
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的・客観的なものとして構成され，完成に至ったものと認められる。 

(3) 被控訴人の主張について 

   ア 本件着想の着想者について 

     まず，被控訴人は，本件着想に関するＡの陳述書及び証言は信用できず，

Ａが着想者であることの証明はないとして種々主張する（前記第３の２

(2)ア）ので，以下，順次検討する。 

    (ア) 被控訴人は，Ａの陳述書（甲３０）提出の経緯やタイミングが不自

然であり，その内容は信用できないと主張する（同(2)ア(ア)）。 

しかし，原審及び当審における審理の経緯に照らして，陳述書の提出

に至る経緯が，特段不自然な点があるとは認められないし，その内容の

信用性を否定するような事情があるとも認められない。 

したがって，被控訴人の上記主張は採用することができない。 

(イ) また，被控訴人は，Ａの陳述書及び証言の内容は信用することがで

きないとして，種々主張する（同(2)ア(イ)ａないしｃ）。 

  しかし，Ａの陳述書及び証言の内容は，関係証拠に照らしても，特段

不自然なものはなく，全体として，信用性が否定されるようなものであ

るとは認められない。被控訴人の主張は，自らの見解に立って事実を評

価した上，個別の証拠との整合性等を指摘するものであり，いずれも前

記認定事実を左右するものではない。 

  被控訴人の主張について個別に見ると，まず，本件コラーゲン会議の

秘密保持契約に関して（同(2)ア(イ)ａ）は，証拠（乙４３の１ないし

８）によれば，平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの間

の会議の秘密保持契約書の内容が確定し，参加者から契約書が提出され

たのは，平成２１年１２月１日であること（ただし，控訴人からの提出

はない。）が認められる。そうすると，本件コラーゲン会議（同年６月

２日）当日は，秘密保持契約の内容が確定していないのであるから，乙
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９資料の内容を秘密としておくことも容易に考えられるところであり，

また，その発表内容が本件共同研究の内容にもかかわるものであること

からすれば，同会議においてＢが秘密であると発言した旨，あるいは，

会議は秘密であると認識していたのであえて秘密表示をする必要はない

と考えた旨のＡ証言を，特段不自然なものということはできない。被控

訴人は，本件コラーゲン会議の議事録（乙４９の１）の記載から，会議

当日，秘密保持契約書が配布され，その内容が説明されたと主張するが，

契約書案の配布の事実自体必ずしも明らかではないし，実際に契約書の

内容が検討された上，参加者の同意が得られたのは同年１０月ないし１

１月のことと認められること（乙４２の１・２）からすると，仮に，契

約書案が配布されたとしても，本件コラーゲン会議の当日，秘密保持契

約の内容が確定していなかったことに変わりはない。そして，上記秘密

保持契約書の提出に際して，乙９資料の秘密性について改めて検討され

た形跡もないことからすると，上記資料を秘密とする参加者の認識は維

持されたものと認めるのが相当であり，また，少なくとも，そのような

Ａの認識が不自然であるということはできず，その供述の信用性を否定

することはできないものというべきである。 

次に，乙５０のメールについて（同(2)ア(イ)ｂ）は，その記載を見て

も，Ａの陳述書や証言に上記メールの記載と矛盾する部分があるとは認

められない。 

  また，乙４メールについて（同(2)ア(イ)ｃ）みると，被控訴人の指摘

する部分は，Ａが平成２３年２月１０日に送信したものであり，認定事

実タにおける同月７日から１４日にかけてのＢとＡのやりとりの間のも

のである。そして，Ａは，同年１月３１日には，本件着想に係る発明に

ついて控訴人理事長に対し，勤務発明届を提出し，Ｂも，同年２月７日，

本件着想に係る発明について，被控訴人学長に対し発明届出書を提出し
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ていること（認定事実セ），同月７日及び９日には，Ａは，Ｃとの間で，

上記発明について，控訴人と被控訴人との共同出願に向けてのやりとり

をしていること（同ソ）が認められるのであって，これらの経緯からす

れば，乙４メールの上記記載をもって，Ａが本件基礎出願発明の共同発

明者でないことを自認する趣旨のものであるとは，到底認められない。 

  したがって，被控訴人の上記各主張は，いずれも採用することができ

ない。         

イ 本件着想の具体化について 

 被控訴人は，Ａが作成した控訴人の勤務発明届（甲１８）では，電子線

を線量５０ｋＧｙで照射したサンプルの方が，γ線を線量５０ｋＧｙで照

射したサンプルよりも機械的特性が高いという結果が示されているが，実

際の実験結果（乙１７の１）は逆であるなどとして，Ａは，実験内容をほ

とんど把握していなかったと主張する（前記第３の２(2)イ）。 

しかし，証拠（甲３４）及び弁論の全趣旨によれば，控訴人の勤務発明

届の図１のグラフ（甲１８の７枚目）は，表１の実施例，比較例の実際の

データを，エクセルを使ってグラフにする際に，実施例１と実施例２の

データの貼り場所を間違えたために生じたミスであったものと認められ，

内部の手続では後に修正されていることは認定事実セのとおりである。 

そして，認定事実スにおける乙５のメールのやりとり（(イ) ＡからＳ

宛て）を見ても，Ａは，同線量の場合，電子線の方がγ線に比べその強度

強化の効果が小さいという実験結果を承知しており，かつ，その理由につ

いても考察していたことが認められる。 

したがって，Ａが実験内容をほとんど理解していなかったとする被控訴

人の上記主張は採用することができない。 

また，被控訴人は，Ａのメールの内容や審査会における弁理士への対応

等を取り上げ，Ａは本件着想の具体化に寄与していないとして，種々主張
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する（同）。 

しかし，前記(1)で認定した事実の経緯に照らしてみれば，同(2)のとお

り，Ａが本件着想の具体化に寄与していたことは明らかであるから，被控

訴人の上記主張はいずれも採用することができない。 

(4) 小括 

以上によれば，前記(2)のとおり，本件着想はＡによるものであり，その

具体化に当たっても，Ａは，Ｃと共に，Ｓに対し，個別，具体的に指導をし，

作業や実験に当たらせていたものであり，その結果，遅くとも平成２３年２

月初めころまでには，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分が具体的・客

観的なものとして構成され，完成に至ったものと認められる。 

 ３ 争点３（Ａは本件基礎出願発明８及び９の共同発明者といえるか）について 

  (1) 共同発明者の認定について 

発明とは，自然法則を利用した技術的思想の創作のうち高度なものをいい

（特許法２条１項），産業上利用することができる発明をした者は，・・・そ

の発明について特許を受けることができる（同法２９条１項柱書き）。また，

発明は，その技術内容が，当該の技術分野における通常の知識を有する者が

反復実施して目的とする技術効果を挙げることができる程度にまで具体的・

客観的なものとして構成されたときに，完成したと解すべきであるとされて

いる（最高裁昭和５２年１０月１３日第一小法廷判決・民集３１巻６号８０

５頁参照）。したがって，発明者とは，当該発明における技術的思想の創作

に現実に関与した者，すなわち当該発明の特徴的部分を当業者が実施できる

程度にまで具体的・客観的なものとして構成する創作活動に関与した者を指

すものと解される。 

そうすると，共同発明者と認められるためには，自らが共同発明者である

と主張する者が，当該発明の特徴的部分を当業者が実施できる程度にまで具

体的・客観的なものとして構成する創作活動の過程において，他の共同発明
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者と一体的・連続的な協力関係の下に，重要な貢献をしたといえることを要

するものというべきである。 

これを本件についてみると，Ａの関与の事実については，前記２で説示し

たとおりである。 

そして，それらの事実によれば，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分

であるビニル基導入・放射線照射は，遅くとも平成２３年２月初めころまで

には，本件共同研究の成果として，これを当業者が実施できる程度にまで具

体的・客観的なものとして構成され完成に至ったものと認められるところ，

Ａは，ビニル基導入・放射線照射の着想をしただけでなく，これを当業者が

実施できる程度にまで具体的・客観的なものとして構成するための創作活動

の過程において，ＣやＳと共に，一体的・連続的な協力関係の下に，共同研

究者として，重要な貢献をしたものということができる。 

したがって，Ａは，本件基礎出願発明８及び９の共同発明者であると認め

るのが相当である。 

(2) 被控訴人の主張について 

   ア 創作的価値に係る主張について 

被控訴人は，ビニル基導入・放射線照射は，創作的価値がないから，ビ

ニル基導入・放射線照射について，特許法２条１項の「創作」をした者を

観念することはできないと主張する（前記第３の３(2)ア，イ）。 

特許法２条１項は，「この法律で「発明」とは，自然法則を利用した技

術的思想の創作のうち高度のものをいう。」と規定する。ここで「創作」

と規定しているのは，特許法にいう「発明」であるといえるために，自然

人による精神活動による創作であることを要求することに意味があるので

あって，それ以上のものではない。したがって，ここでいう「創作」とは，

客観的な創作的価値の有無にかかわらず，発明者が，発明時において，主

観的に新しいと認識したものであれば足りる。客観的な創作的価値の有無
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については，特許法２９条において，いわゆる新規性及び進歩性の問題と

して，特許出願時を基準として検討されるべき事柄であり，共同発明者性

の認定に影響を及ぼすものではない。 

そして，Ａがビニル基導入・放射線照射の着想（本件着想）を乙９資料

に記載して本件コラーゲン会議において発表したこと，さらに，同様の内

容を甲４資料に記載して本件共同研究第２期の研究内容として提案したこ

と等，前記２(1)認定の経緯に照らせば，Ａがビニル基導入・放射線照射

を主観的に新しいものと認識していたことは明らかである。 

したがって，被控訴人の上記主張は採用することができない。 

   イ 消極的アプローチに基づく主張について 

     被控訴人は，Ａは本件共同研究の実験内容をほとんど把握しておらず，

Ｓから実験方法について教えを受ける状況にあり，実験補助者的な役割し

か果たせていないとして，Ａは本件基礎出願発明８及び９の共同発明者で

はないと主張する（前記第３の３(2)ア，ウ）。 

     しかし，Ａが実験内容をほとんど理解していなかったとする被控訴人の

主張に理由がないことは，前記２(3)イのとおりである。 

したがって，被控訴人の上記主張は採用することができない。 

ウ 二段階説に基づく主張その１（着想ないし技術的思想の創作の成否）に

ついて 

 被控訴人は，ビニル基導入・放射線照射は，それだけでは本件基礎出願

発明８及び９の課題を解決することができず，傾斜架橋まで提案して初め

て課題の解決手段ないし方法が具体的に認識されたといえ，この時点で着

想として完成するから，傾斜架橋の提案をしていないＡが本件基礎出願発

明８及び９の共同発明者になることはないとか，ビニル基導入・放射線照

射の着想のみから直ちに当業者において実施可能な発明が完成するもので

はなく，実際には，当業者において，ビニル基の導入の条件，導入量，放
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射線の種類，放射線照射の際の環境，放射線の強さ，照射時間等の種々の

実験条件を変化させて，強度強化及び生体吸収性を両立できること（有用

性）を確認するための実験を繰り返し，傾斜架橋という有用性が認められ

る範囲のものを明確にして初めて技術的思想の創作をしたといい得るから，

傾斜架橋の創作に現実に加担していないＡが本件基礎出願発明８及び９の

共同発明者になることはないと主張する（前記第３の３(2)ア，エ）。 

しかし，前記１に説示したとおり，本件基礎出願発明８及び９の特徴的

部分は，ビニル基導入・放射線照射にあり，傾斜架橋にはないから，傾斜

架橋まで提案しなければ，同特徴的部分の着想として完成しないというこ

とはないし，傾斜架橋を明確にしなければ，同発明の技術的思想の創作を

したといえないということはない。 

そして，共同発明者と認められるためには，自らが共同発明者であると

主張する者が，当該発明の特徴的部分を当業者が実施できる程度まで具体

的・客観的なものとして構成する創作活動の過程において，他の共同発明

者と一体的・連続的な協力関係の下に，重要な貢献をしたといえれば足り

ること，Ａが本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分であるビニル基導

入・放射線照射の着想をしただけでなく，これを当業者が実施できる程度

まで具体的・客観的なものとして構成する創作活動の過程においては，Ｃ

やＳと共に，共同研究者として，一体的・連続的な協力関係の下に，重要

な貢献をしたといえることは，前記(1)において説示したとおりである。 

したがって，被控訴人の上記主張は採用することができない。 

   エ 二段階説に基づく主張その２（着想の公知性）について 

被控訴人は，本件着想は本件コラーゲン会議において公知となり，また，

その実現手段は，本件着想とともに本件卒論発表で公知となったもので

あって，本件基礎出願（平成２３年７月４日）当時，本件着想及びその実

現手段のいずれも公知となっていたから，本件着想の提案者が，本件基礎
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出願発明８及び９の共同発明者となることはないと主張する（前記第３の

３(2)オ）。 

しかし，まず，Ａがビニル基導入・放射線照射の着想（本件着想）を得

たのは，平成２１年２月ころであり（認定事実ウ），その時点においてビ

ニル基導入・放射線照射が公知であったことを認めるに足りる証拠はない

し，また，Ａが乙９資料を作成した時点において，ビニル基導入・放射線

照射が公知であったことを認めるに足りる証拠もない（なお，Ｃは，陳述

書（乙３９）及び証言において，乙２３，２９の１・２の資料により，本

件着想前に，コラーゲンと同じ蛋白質の絹とアパタイトとの複合体につい

て，ビニル基を導入し，熱架橋する技術は知られており，本件着想に技術

的意義はなかった旨を述べるが，上記各資料をもって，ビニル基導入・放

射線照射が公知であったということはできない。）。 

そして，提供した着想が新規な場合，その後，その着想が具体化される

前に公知となったとしても，その着想をもとに，着想者と一体的・連続的

な協力関係にある者がこれを具体化して発明を完成した場合において，当

該着想者が同発明の共同発明者でなくなる理由はないというべきである。 

本件において，本件着想がＡによるものであり，本件着想の具体化に当

たっても，ＡがＣと共にＳを指導し作業や実験に当たらせており，その結

果，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分が具体的，客観的なものとし

て構成され完成に至ったものであることは，前記２(2)において認定した

とおりである。 

したがって，Ａが本件着想を得た後，仮に，同着想が具体化される前に，

ビニル基導入・放射線照射が公知になったとしても，そのことは，本件基

礎出願発明８及び９の共同発明者の認定に影響を及ぼすものではなく，Ａ

が共同発明者ではないとする理由にはならないというべきである。 

そうすると，被控訴人は，Ａの本件コラーゲン会議における認識や秘密
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保持契約についても種々主張するものの（なお，Ａの認識については，前

記２(3)ア(イ)で説示したとおりである。），同会議において本件着想が公知

となったか否かによって，上記の結論は左右されるものではない。 

また，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分の完成後に，本件着想及

びその実現手段が公知になったとしても，これが，同発明の共同発明者の

認定に影響を及ぼすものでもない。 

そうすると，本件卒論発表によって本件着想及びその実現手段が公知と

なったか否かによって，上記の結論が左右されるものでもない。 

したがって，被控訴人の上記主張は採用することができない。 

オ その他，被控訴人は，本件基礎出願発明の特徴的部分が傾斜架橋にある

ことを前提として，Ａは本件基礎出願発明８及び９の共同発明者ではない

と主張する（前記第３の３(2)イ，ウ）。 

    しかし，傾斜架橋が，本件基礎出願発明８及び９の特徴的部分と認めら

れないことは，前記１(3)のとおりである。被控訴人の上記主張は，前提

において誤りがあり，採用することができない。 

  (3) 小括 

    以上のとおりであるから，Ａは，本件基礎出願発明８及び９の共同発明者

であると認めるのが相当である。 

 ４ 争点４（本件国際出願発明１３及び１５の特徴的部分は何か）について 

   控訴人は，本件国際出願１３及び１４の特徴的部分は，本件基礎出願発明８

及び９のそれと同様，ビニル基導入・放射線照射にあると主張し（前記第３の

４(1)），被控訴人はこれを争う（同(2)）ので，以下，本件国際出願明細書の記

載に基づき，本件国際出願１３及び１４の特徴的部分がどの点にあるのかにつ

いて検討する。 

(1) 本件国際出願明細書について 

    本件国際出願明細書（乙３６）には，前記１(1)のとおりの記載（ただし，
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段落番号は［  ］記載のとおり）があるほか，次の記載がある。 

   ア 「図面の簡単な説明 

     ［００１２］ 

     ［図１］グルタルアルデヒド気相蒸着法による，多孔体への傾斜架橋の

導入を模式的に表した図である。 

     ［図２］放射線照射法による，多孔体への傾斜架橋の導入を模式的に表

した図である。 

     ・・・ 

     ［図５］湿潤環境下でのγ線照射により，多孔質複合体の圧縮強度が上

昇することを示した図である。 

     ［図６］湿潤環境下でのγ線照射の量を増加させることにより，４０％

歪率，５０％歪率，及び６０％歪率における圧縮強度が顕著に向上するこ

とを示した図である。」 

 図１ 

    

 

 図２ 
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図５ 
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 図６ 

 

                                

イ 「発明を実施するための形態 

・・・ 

［００６７］ 

（放射線照射法） 

傾斜架橋法において，放射線照射法を用いる場合，湿潤環境下における

多孔質複合体のコラーゲン濃度の違いによって架橋の傾斜を導入すること

ができる。湿潤環境下において放射線を照射するとコラーゲン同士の架橋

が生じるためである。 

・・・ 

［００６９］ 

傾斜架橋法において，放射線照射法を用いる場合，放射線に感受性の官

能基（例えば，ビニル基）の，リン酸カルシウムへの導入の多寡によって

傾斜を導入することができる。また，リン酸カルシウムの官能基の量が同

じであっても，放射線の照射量を調整することによっても傾斜を導入する

ことができる。放射線に感受性の官能基，具体的にはビニル基のリン酸カ
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ルシウムへの導入は，前記「（１）結晶合成工程」において，記載した方

法によって行うことができる。 

・・・ 

［００７２］ 

放射線照射に用いる線源は特に限定されるものではないが，γ線，電子

線，又はβ線を用いることができるが，γ線が好ましい。 

また，放射線による湿潤環境下における架橋では，コラーゲン同士，又

はコラーゲン―アパタイト界面において，架橋がおきるため，それらの立

体的距離が重要である。すなわち，密度が高いほうが強固な架橋ができる。

更に，放射線架橋の特徴は，物質透過性に優れ，分子内において均一な分

布で架橋が起こること，架橋の密度を容易に調整できること，及び形状に

係わらず架橋できること，を挙げることができる。 

［００７３］ 

多孔質複合体に対する放射線による架橋は，湿潤状態又は乾燥状態で行

うことができるが，湿潤状態で行うのが好ましい。湿潤状態で行うことに

より，コラーゲン分子のペプチド結合の切断による分解が起きず，コラー

ゲン同士を効率よく架橋させることが可能だからである。水分の含有量は，

特に限定されるものではないが，多孔体の体積と同じか，１～１０倍が好

ましい。雰囲気を窒素・アルゴンなどの不活性ガスに置換して行うことも

可能である。」 

ウ 「実施例 

・・・ 

［００９６］（判決注・下記文言は，本件基礎出願明細書の【００８

２】と同一であるが，図５の引用が除かれている。） 

《参考試験例１》 

  本試験例では，放射線架橋により，多孔質複合体の圧縮強度が上昇する
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ことを確認した。 

 参考例２で得られた試料Ａ及び試料Ａ－γ，並びに比較例３で得られた

試料Ｂ及び試料Ｂ－γの４種類の試料（φ１０mm×１０mm）の圧縮試

験を行い，その力学特性を明らかにした。放射線架橋の効果を明確にする

ため，ダルベッコスリン酸緩衝溶液中に３時間浸漬させた後，５０ｋｇの

ロードセルを用いて，ロードヘッド速度０．１mm／ｍｉｎで測定を行っ

た。水酸アパタイト／コラーゲンは，γ線照射によりコラーゲン分子又は

線維が分断され，ダルベッコスリン酸緩衝溶液の浸漬によりコラーゲンが

骨格構造を維持できなくなった。これに対して，ビニルシランを表面修飾

した水酸アパタイト結晶を用いた試料Ａ－γでは，γ線照射により，著し

く圧縮強度が向上した。そのため，γ線照射により，コラーゲンと水酸ア

パタイト結晶の界面において架橋結合が形成され，ダルベッコスリン酸緩

衝溶液中に含浸させても骨格を形成するコラーゲン分子の分断が低減され

たと考えられる。 

・・・ 

［００９９］ 

 《参考例３》 

     本参考例では，湿潤状態でγ線照射を行うことにより，架橋を傾斜化で

きることを確認した。 

(i) 水酸アパタイトナノ結晶のビニルシラン修飾 

９０％エタノール溶液（１００ｍＬ）に，水酸アパタイトナノ結晶が１      

ｗｔ％になるように懸濁し，ビニルシランカップリング剤を１００ｍｇに

なるように混合し，良く分散・転倒撹拌（１８時間）後，遠心分離による

固液分離を行った。さらに９０％エタノール及び遠心分離による固液分離

により洗浄を行った。その後，固相を１００℃で２時間乾燥させ，ビニル

シラン修飾水酸アパタイトを作製した。 
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  ［０１００］ 

(ii) γ線照射による圧縮強度の向上 

  得られたビニルシラン修飾水酸アパタイト及び濃縮コラーゲン（１０ｗ

ｔ％）を混合重量比が６０／４０になるように均一に分散させ，湿潤環境

下でγ線を２５ｋＧｙ及び５０ｋＧｙの線量で照射した。その後，－２

０℃で凍結及び凍結乾燥を行い，ダルベッコスリン酸緩衝溶液に室温で４

時間湿潤させて圧縮試験を行った。比較対象としてγ線を照射せずに凍結

及び凍結乾燥した試料を用いた。その結果を図６（判決注・図５の誤記と

認める。）に示す。横軸には歪量を，縦軸には応力をプロット（Ｓ－Ｓ曲

線）した。図５からも明らかなようにγ線照射しない材料と比較して圧縮

強度が２倍以上高くなった。また，２５ｋＧｙと５０ｋＧｙの照射では，

圧縮強度が同程度であり，２５ｋＧｙで必要最大照射量があると考えられ

た。 

  ［０１０１］ 

ビニルシラン修飾水酸アパタイト及び濃縮コラーゲン（８重量％）を混

合重量比が６０／４０になるように均一に分散させ，湿潤環境下でγ線を

３．１２５ｋＧｙ，６．２５ｋＧｙ，１２．５ｋＧｙ及び２５ｋＧｙの線

量で照射した。その後，－２０℃で凍結及び凍結乾燥を行い，ダルベッコ

スリン酸緩衝溶液に室温で４時間湿潤させて圧縮試験を行った。その結果

を図６に示す。横軸には照射したγ線量を縦軸には一定の歪量（４０％，

５０％，又は６０％）における応力を示す。γ線照射量により，応力は指

数関数的な相関であることが分かった。非線形最小二乗によるフィッティ

ングの結果から，「（γ線照射処理をしない材料の応力）×ＥＸＰ（０．１

２×照射線量）」の関係が得られた。」 

  (2) 本件国際出願１３及び１４の特徴的部分について  

    以上の本件国際出願明細書の記載内容に基づいて，以下，検討する。 
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   ア 本件国際出願発明１３び及１４は，いずれも多孔質複合体の製造方法の

発明であるが，前記１(1)で認定した記載内容（［０００４］，［０００５］，

［０００８］［００１１］）を要約すると，前記１(2)ア(ア)ないし(エ)と同

一のことが認められる。 

したがって，本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分も，前記１

(2)ア(ウ)と同一の課題，すなわち，骨置換の誘導能と，荷重のかかる部位

に使用することができる優れた機械的特性を有するリン酸カルシウム／コ

ラーゲン線維複合体の製造方法を提供するという課題を解決する手段に求

められるというべきである。 

   イ そこで，本件国際出願明細書を見てみると，前記(1)のとおり，［００９

６］の記載文言は，本件基礎出願明細書【００８２】の記載と同一のもの

と認められる（ただし，図５の引用はない。）。 

     そして，この記載と［００９７］の表１（本件基礎出願明細書【００８

３】の表１と同じ。）によれば，結局，前記１(2)イに述べたところと同一

の記載がされていることが認められ，これらによれば，本件国際出願明細

書には，ビニル基導入・放射線照射によって，荷重のかかる部位に使用す

ることができる優れた機械的特性を有するリン酸カルシウム／コラーゲン

線維複合体が得られたことが記載されているものと認めることができる。 

また，証拠（乙３６）を検討してみても，本件国際出願明細書には，ビ

ニル基導入・放射線照射によることなく，傾斜架橋のみで，荷重のかかる

部位に使用することのできる優れた機械的性質を有するリン酸カルシウム

／コラーゲン線維複合体が得られたことを示す記載はない。 

そうすると，本件国際出願発明１３及び１４の課題を解決した手段は，

ビニル基導入・放射線照射であり，傾斜架橋は，同発明の課題解決手段と

は認められない。 

したがって，本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分は，控訴人の
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主張するとおり，ビニル基導入・放射線照射にあると認めるのが相当であ

る。 

(3) 被控訴人の主張について 

ア 被控訴人は，本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分は，本件基礎

出願発明８及び９のそれと同様，傾斜架橋とすることにあると主張する

（前記第３の４(2)）。 

  しかし，前記(2)のとおり，本件国際出願明細書には，ビニル基導入・

放射線照射によることなく，傾斜架橋のみで，荷重のかかる部位に使用す

ることのできる優れた機械的性質を有するリン酸カルシウム／コラーゲン

線維複合体が得られたことを示す記載はない。 

  なお，前記１(3)において本件基礎出願明細書【００８４】について説

示したとおり，これと同一の文言が記載された本件国際出願明細書［００

９８］にも，傾斜架橋させたリン酸カルシウム／コラーゲン線維複合体の

機械的特性が記載されているものとは認められない。  

そうすると，傾斜架橋は，本件国際出願発明１３及び１４の課題を解決

した手段とは認められないから，傾斜架橋をもって，本件国際出願発明１

３及び１４の特徴的部分であるということはできない。被控訴人の上記主

張は採用することができない。 

イ なお，本件国際出願発明１３及び１４は，本件基礎出願発明８及び９と

対比すると，前記(1)のとおり，「湿潤環境下」において，多孔体への放射

線照射を行うとの限定が付加されている部分があり，また，本件国際出願

明細書の［００７３］には，本件基礎出願明細書にはない，「多孔質複合

体に対する放射線による架橋は，湿潤状態又は乾燥状態で行うことができ

るが，湿潤状態で行うのが好ましい。湿潤状態で行うことにより，コラー

ゲン分子のペプチド結合の切断による分解が起きず，コラーゲン同士を効

率よく架橋させることが可能だからである。」との記載があることが認め
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られる。 

これらの点からすると，本件国際出願明細書には，湿潤環境下で多孔体

に放射線を照射することにより，乾燥環境下での放射線照射よりも優れた

強度強化の効果が得られたことが記載されているようにも読むことができ

る。そして，本件国際出願明細書の［００９９］ないし［０１０１］には，

本件基礎出願明細書にはない参考例３に係る記載があり，湿潤環境下でγ

線照射をした試料の圧縮試験の結果として，「圧縮強度が２倍以上高く

なった」（［０１００］）と記載され，図５（本件基礎出願明細書のものと

は異なるもの。）が引用されている。 

しかし，上記の図５については，本件国際出願明細書の［００１２］に

おいて，「湿潤環境下でのγ線照射により，多孔質複合体の圧縮強度が上

昇することを示した図である。」と説明されていることから明らかなよう

に，湿潤環境下で放射線照射した試料と乾燥環境下で放射線照射した試料

との強度の違いを示すものではない。そして，本件国際出願明細書には，

他に，湿潤環境下で放射線照射した試料と乾燥環境下で放射線照射した試

料とで強度に違いがあることを示す記載はない。 

  したがって，本件国際出願発明１３及び１４と本件基礎出願発明８及び

９との上記相違点は，本件国際出願発明１３及び１４の機械的強度とは関

係しないものであると認められる。 

(4) 小括 

以上のとおりであるから，本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分も，

本件基礎出願発明８及び９のそれと同様，ビニル基導入・放射線照射にある

と認めるのが相当である。 

５ 争点５（本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分の創作に対するＡの関

与の有無及び内容）及び争点６（Ａは本件国際出願発明１３及び１４の共同発

明者といえるか）について 
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前記４のとおり，本件国際出願発明１３及び１４の特徴的部分も，本件基礎

出願発明８及び９のそれと同様，ビニル基導入・放射線照射にあると認められ

るから，前記２及び３において説示したところと同じ理由により，Ａは，本件

国際出願発明１３及び１４の共同発明者であると認めることができる。 

これらの点に関する被控訴人の主張は，いずれも採用することができない。 

６ 争点１ないし６のまとめ 

   以上に説示したとおり，本件基礎出願発明８及び９並びに本件国際出願発明

１３及び１４の特徴的部分は，いずれもビニル基導入・放射線照射にあり，Ａ

はその共同発明者であると認められる。 

そして，証拠（甲１０）及び弁論の全趣旨によれば，控訴人は，遅くとも平

成２４年９月１日までに，Ａから本件共同研究の成果である上記各発明に係る

特許を受ける権利を取得したものと認められるところ，認定事実セのとおり，

それぞれ共同発明を前提とした届出が内部ではされているものの，被控訴人は

共同発明であることを争い，控訴人と被控訴人との間において，本件共同研究

契約に基づく持分割合の協議が成立したものとは認められない。 

そうすると，本件基礎出願発明及び本件国際出願発明について，控訴人が

被控訴人に対し，特許を受ける権利の共有持分を有することの確認を求める

請求は，本件基礎出願発明８及び９並びに本件国際出願発明１３及び１４に

ついて，その確認を求める限度で理由がある。また，その余の確認を求める

部分については，控訴人において主張を撤回し，特段の主張をしないから，

理由があるとは認められない。なお，前提事実(7)アのとおり，本件国際出願

の結果，本件基礎出願は，特許法の規定により取り下げたものとみなされる

が，本件国際出願発明１３及び１４について，本件基礎出願発明８及び９に

基づく優先権を主張するためには，本件基礎出願発明８及び９についての確

認も必要と認められるから，確認の利益は失われないものと解するのが相当

である。 
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７ 争点７（Ａが本件基礎出願発明８及び９又は本件国際出願発明１３及び１

４の共同発明者と認められる場合，控訴人の損害の有無及び額）について 

  以上の認定判断によれば，本件基礎出願発明８及び９並びに本件国際出願

発明１３及び１４について控訴人が特許を受ける権利の共有持分を有してい

るにもかかわらず，被控訴人が単独で本件基礎出願及び本件国際出願をした

ものと認められるから，被控訴人は，本件共同研究契約１１条２項の規定に

反したものといわざるを得ない。 

  したがって，被控訴人は，控訴人に対し，上記契約違反の債務不履行によ

り控訴人に生じた損害を賠償すべき義務がある。 

  そこで，以下，控訴人の主張する争点７の損害（Ａが本件基礎出願発明８

及び９並びに本件国際出願発明１３及び１４の共同発明者と認められる場合

の損害）について検討する。 

  (1) 逸失利益 

   ア 控訴人は，本件研究支援プログラムによって被控訴人が得たはずの上限

２０００万円の研究資金の半額である１０００万円を控訴人の得べかりし

利益の喪失として，損害賠償請求することができると主張する（前記第３

の７(1)ア）。 

     控訴人の主張の趣旨は必ずしも明らかではないが，本件基礎出願や本件

国際出願は，本件研究支援プログラムの応募より後のことであるから（認

定事実ト），これらの出願によって控訴人主張の損害を受けるという関係

にはない。主張の趣旨は，これら出願内容の発明を利用して上記応募をし

た点をいうものと解される。 

     しかし，証拠（乙５４）及び弁論の全趣旨によれば，本件研究支援プロ

グラムの採択の可否は，課題の独創性（新規性）及び優位性，目標設定の

妥当性，イノベーション創出の可能性，提案内容の実行可能性，事業化の

可能性，開発に伴うリスクなどの観点から審査し，その結果に基づいて判
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断されるものであることが認められる。そして，被控訴人が，本件研究支

援プログラムへの応募に当たり，上記各観点についてどのような事項をア

ピールしたのかは，証拠上，明らかではなく，被控訴人が同プログラムに

採択された要因も不明というほかない。したがって，被控訴人が同プログ

ラムに採択されたからといって，被控訴人が得た研究資金の一部をもって

当然に控訴人の得べかりし利益の喪失となるという関係にあるとも認めら

れない。 

そうすると，控訴人の主張する逸失利益は，本件共同研究契約の債務不

履行とは，相当因果関係が認められないものというべきである（なお，こ

の点は，逸失利益の主張を争点８における主張のように構成してみても同

様である。）。 

イ 控訴人は，被控訴人が本件研究支援プログラムに応募することに同意す

ることはなかったから，被控訴人は本件共同研究契約に違反をしなければ，

本件研究支援プログラムに応募すらできなかったものであり，この応募に

基づいて，被控訴人は控訴人への資金配分なしに上限２０００万円の研究

資金を得ているのであるから，被控訴人の本件共同研究契約違反と控訴人

が得べかりし研究資金の間には相当因果関係があると主張する（同）。 

  しかし，前記アで説示したとおり，同プログラムの採択要因は明らかで

はないから，両者の間に相当因果関係があると認めることはできない。 

ウ よって，控訴人主張の逸失利益は認めることができない。 

(2) 弁護士費用 

   ア 控訴人は，被控訴人による本件基礎出願により，弁護士を訴訟代理人と

して本件訴訟を提起することを余儀なくされたものであると主張する（前

記第３の７(1)イ(ア)）のに対し，被控訴人は，本件は，訴訟前の話合いの

段階で解決できる余地が十分にあったものであり，本件訴訟の弁護士費用

は，控訴人の誤った判断に基づいて必要となったものであるとして，被控
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訴人の行為との間に相当因果関係は認められないなどと主張する（前記第

３の７の(2)イ）。 

     そこで検討すると，弁論の全趣旨によれば，当事者間において，本件共

同研究の成果である特許出願について，生じた紛争の解決のための提案が

され，協議が持たれたが，合意に至らず，控訴人による本件訴えの提起に

至ったものと認められる。そして，職務発明の届出以降の経緯（認定事実

セないしト）も踏まえてみれば，既に被控訴人による本件基礎出願がされ

ている以上，控訴人において，本件訴えの提起に至ったことは，やむを得

ないものと認められ，これを，控訴人の誤った判断に基づくものであると

いうことはできない。 

したがって，被控訴人の上記主張は採用することができない。 

   イ 本件訴訟は，共同発明者の認定を含む，優れて専門性の高い事項を内容

とするものであることから，控訴人は，本件訴えの提起及び訴訟追行を弁

護士に委任する必要があったものと認められる。そして，本件紛争の経緯，

その内容，被控訴人による本件国際出願により控訴人の訴訟対応は更に困

難なものとなったこと等，本件記録に顕れた事情を総合勘案すると，本件

共同研究契約の債務不履行と相当因果関係のある控訴人の弁護士費用は，

１００万円をもって相当と認める。 

     よって，被控訴人は，控訴人に対し，上記相当額の損害を賠償すべき義

務がある。 

 第５ 結論 

    以上のとおりであるから，本件控訴については，本件基礎出願発明に係る

特許を受ける権利の確認請求のうち，同発明８及び９について控訴人が特許

を受ける権利の共有持分を有することの確認を求める限度で，債務不履行に

基づく損害賠償請求は，１００万円及びこれに対する訴状送達の日の翌日で

ある平成２４年１１月２９日から支払済みまで民法所定の年５分の割合によ
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る金員の支払を求める限度で，それぞれ理由があるから，その限度でこれら

を認容し，その余は理由がないからいずれも棄却すべきところ，これと異な

り，控訴人の請求を全部棄却した原判決は失当であって，本件控訴は一部理

由があるから，原判決を上記のとおり変更することとする。 

また，控訴人が当審において追加した本件国際出願発明に係る特許を受け

る権利の確認請求については，同発明１３及び１４について控訴人が特許を

受ける権利の共有持分を有することの確認を求める限度で理由があるから，

その限度でこれを認容し，その余の追加請求は理由がないからこれを棄却す

ることとする。 

よって，主文のとおり判決する。 

     知的財産高等裁判所第３部 

 

 

        裁判長裁判官     石   井   忠   雄                    

 

 

 

           裁判官     西       理   香                    

 

 

 

           裁判官     田   中   正   哉 
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（別紙）      特許出願目録 

 

１ 特許出願 

  発明の名称   生体吸収性の傾斜した多孔質複合体及びそれを用いた人工骨，

並びにそれらの製造方法 

  出願番号    特願２０１１－１４８１２３号 

  出願日     平成２３年７月４日 

出願人     被控訴人 

  

２ 千九百七十年六月十九日にワシントンで作成された特許協力条約に基づく国際

特許出願 

発明の名称   生体吸収性の傾斜した多孔質複合体及びそれを用いた人工骨，

並びにそれらの製造方法 

  国際出願番号  ＰＣＴ／ＪＰ２０１２／０６７１１３  

  出願番号    特願２０１３－５２３０３９号 

  国際出願日   ２０１２年７月４日 

  出願人     被控訴人 


